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分類8 災害時の応急対策支援に関する協定等 

 

資料 8-1 災害時における電気設備等の復旧に関する協定書 

 

埼玉県と埼玉県電気工事工業組合との「災害時における電気設備等の復旧に関する協定書」

の趣旨に基づき、三芳町（以下「甲」という。）と埼玉県電気工事工業組合（以下「乙」と

いう。）との間において、災害時における電気設備等の復旧活動等について、次のとおり協

定を締結する。 

 

（目的） 

第 1 条 この協定は、甲の町域内において災害等が発生した場合に、甲から乙に対して行う

支援協力の要請に関し、その手続きを定め、災害応急対策及び災害復興対策を円滑に実施

できることを目的とする。 

 

（支援協力の種類） 

第 2条 甲は乙に対し、次の事項について協力を要請することができる。 

(1) 公共施設等の電気設備等の復旧活動に関すること。 

(2) 町内における電気に係る事故防止に関すること。 

(3) 活動中に二次災害等を発見した場合には、関係機関に通報すること。 

(4) 前号の規定の通報により、関係機関からの指示に従うこと。 

(5) 災害発生時における復旧に関すること。 

2 甲及び乙は、前項に定めのない場合については、協議のうえ相互に協力を要請すること

ができる。 

 

（支援協力要請の手続き） 

第 3 条 甲は乙に対し、前条の規定の支援協力を受けようとする場合には、次の事項を明ら

かにし、「支援要請書」（別紙様式第 1)をもって要請するものとする。 

ただし、緊急を要する場合は、電話等により支援要請し、事後速やかに支援要請書を交付

するものとする。 

(1) 支援協力の種類 

(2) 支援協力の具体的な内容、施設名及び場所等 

(3) 支援協力を希望する期間 

 

（支援協力の実施） 

第 4 条 前条の規定により、甲から支援要請を受けた乙は、直ちに支援を実施するものとす

る。ただし、特別な事情により支援ができない場合には、その旨を電話等により連絡する

ものとする。 

 

（復旧作業後の引渡） 
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第 5 条 乙は、甲の要請による電気設備等が復旧した場合には、直ちに甲に「災害復旧業務

完了報告書」（別紙様式第2)により報告し、相互に作業内容を確認し、甲に引渡すものと

する。ただし、緊急を要するときは、電話により報告し、速やかに「災害復旧業務完了報

告書」（別紙様式第 2)を提出する。 

 

（復旧実施マニュアルの提示） 

第 6 条 乙は甲の要請に対応するために、災害復旧のための実施マニュアルを作成し、甲に

提示するものとする。 

 

（経費の負担） 

第 7 条 乙が、甲の要請により支援協力に要した経費については、甲・乙協議のうえ決定し、

甲が負担するものとする。なお、資材、人工の価格は、適正な価格とする。 

 

（有効期間） 

第 8条 この協定の有効期間は、平成 20年 10 月 8 日から平成 21 年 3月 31 日までとする。 

2 前項の規定にかかわらず、期間満了の 1 ヶ月前までに、甲又は乙から何らかの申し出が

ない場合には、協定の期間満了日の翌日から 1 年間、この協定を自動的に更新するものと

し、以後も同様とする。 

 

（協議） 

第 9 条 協定について、疑義を生じた時又は定めのない事項については、甲、乙がその都度

協議して定めるものとする。 

 

この協定締結の証として、本協定書 2 通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、それぞれ各 1

通を保有する。 

 

平成 20年 10 月 8 日 

 

埼玉県入間郡三芳町大字藤久保 1100 番地 1 

甲  三芳町 

三芳町長  鈴木 英美 

 

埼玉県さいたま市北区宮原 1丁目 39 番地 

乙  埼玉県電気工事工業組合 

理事長   小澤 浩二 
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様式第 1（第 3条関係） 

 

年  月  日 

 

埼玉県電気工事工業組合 殿 

(FAX O48-663-O298) 

 

三芳町長 

 

支 援 要 請 書 

 

平成 20 年 8 月  日付けで締結した「災害時等における電気設備等の復旧に関する協定

書」第 3条の規定に基づき、下記のとおり要請いたします。 

 

記 

 

1 支援協力の種類 

□ 電気設備等の被害復旧 

□ 町内における電気に係る事故防止に関すること。 

□ 活動中に二次災害等を発見した場合には、関係機関に通報し、その指示に従うこと。 

 

2 支援協力の具体的な内容、施設名及び場所（住所）等 

□ 避難場所の電気設備等の被害復旧 

□ 町庁舎等の電気設備等の被害復旧 

□ その他の施設の電気設備等の被害復旧 

 

・施 設 名 ：                           

・場所（住所）：                           

・責 任 者 名：職名         氏名              

・電 話 番 号：                           

・携 帯 番 号：                           

 

3 支援協力を希望する期間 

年  月  日（ ）から      年  月  日（ ）まで 
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様式第 2 （第 5条関係） 

 

年  月  日 

 

三芳町長          殿 

 

埼玉県電気工事工業組合 

 

災害復旧業務完了報告書 

 

「災害時等における電気設備等の復旧に関する協定書」第 5 条の規定により、災害復旧業

務が完了いたしましたので報告いたします。 

 

要請年月日 
 

 

復旧施設名 
 

 

場所（住所） 
 

 

業務完了年月日 
 

 

施設担当責任者名 
 

 

作業内容 

 

 

 

 

 

 

作業実施業者名 

会社名  

担当者名  

電話番号  
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資料 8-2 災害時における一時避難所及び電源供給に関する協定書 

 

三芳町（以下「甲」という。）と株式会社倉業サービス（以下「乙」という。）とは、三

芳町内に地震等による災害が発生した場合（以下「災害時」という。）に、町民等に対して

行う、一時避難所及び電源供給に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、災害時において甲が乙の協力を得て、被災した町民等に対し、乙の施

設の一部を一時避難所として提供するとともに、所有する非常用ガス発電機を非常用電源

として活用できるよう、必要な事項を定めるものとする。 

 

（一時避難所） 

第２条 この協定に係る一時避難所は、埼玉県入間郡三芳町藤久保 932 番地 1 の株式会社倉

業サービスとする。 

 

（電源供給に関する協力要請） 

第３条 災害時において、甲が電源供給を必要とするときは、乙に対し町民等への電源供給

をするための協力を要請することができる。 

２ 前項の要請は、次の事項を明らかにして口頭や電話等により要請を行い、後日、速やか

に協力要請書によりその内容を通知するものとする。 

(1) 協力要請の内容 

(2) 協力を希望する期間 

(3) 前各号に掲げるもののほか必要な事項 

 

（電源供給に関する協力実施） 

第４条 乙は、甲から前条の規定に基づく要請を受けたときは、第 2 条の一時避難所におい

て、町民等への電源供給に協力するものとする。 

 

（費用） 

第５条 乙が供給した電源の費用については、甲が負担するものとし、価格は災害発生直前

の市場価格を基準とし、甲乙協議の上決定するものとする。 

 

（情報の交換） 

第６条 甲及び乙は、相互の協力事項に関し、必要に応じて情報の交換を行う。 

 

（連絡責任者） 

第７条 この協定に関する連絡責任者は、甲においては防災を主管する課の課長とし、乙に

おいては代表者とする。 

 

（要請窓口） 
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第８条 甲がこの協定に基づき乙に協力を要請する場合、その要請先は乙の代表者とする。 

 

（有効期間） 

第９条 この協定の有効期間は、協定締結日からその年度末とする。ただし、協定機関の満

了する日の１ケ月前までに甲乙いずれからも協定解消の申し出がない場合は、さらに１年

間延長するものとし、以降においてもまた同様とする。 

 

（協議） 

第 10 条 この協定に定めのない事項またはこの協定の履行に疑義が生じた場合は、必要に

応じて、甲乙協議するものとする。 

 

 

この協定の成立を証するため本書を２通作成し、甲乙両者記名押印の上、各自その１通を

保有する。 

 

 

令和 2年 2月 3日 

 

 

甲  埼玉県入間郡三芳町藤久保 1100 番地 1 

   三芳町  

三芳町長  林 伊佐雄 

 

 

乙  埼玉県入間郡三芳町藤久保 932 番地 1 

株式会社倉業サービス 

代表取締役  川井 俊之 
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資料 8-3 災害時における停電復旧の連携等に関する基本協定 

 

三芳町（以下「甲」という。）と東京電カパワーグリッド株式会社志木支社（以下「乙」

という。）は、三芳町内において、災害対策基本法（昭和 36年法律第 223 号。）第 2条第 1

号に定める災害（以下「災害」という。）により、広範囲の長時間停電（以下「大規模停電」

という。）が発生し、又は発生のおそれがある場合の早期復旧等に係る甲及び乙による相互

協力に関して、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第 1 条 本協定は、災害対策基本法及び防災基本計画に基づき、甲は住民の生命•財産の保

護、生活支援の役割を担うこと、乙は電力の早期復旧の役割を担うことを相互に確認し、

災害時における、甲及び乙の協力関係構築に資する事項を定め、地域の防災力を高めるこ

とを目的に締結する。 

（連絡体制） 

第 2条 甲及び乙は、災害時の連携を図るため、直通電話の設置等、連絡体制を確立する。 

2 甲及び乙は、甲乙協議の上、災害時に甲又は乙の職員を甲又は乙に派遣できるものとす

る。 

 

（災害時の情報連携） 

第 3 条 甲及び乙は、災害時における電力の早期回復を図るため、次の各号に掲げる情報を

相互に提供する。 

(1) 甲は乙に対し、住民が避難している地域、避難所の情報を提供 

(2) 乙は甲に対し、停電の発生状況や復旧見込等、停電に関連する情報を提供 

(3) 甲及び乙は、それぞれが知り得た道路陥没、水没、土砂崩落、樹木倒壊等による道

路寸断の情報、道路復旧の状況を共有 

 

（災害時の相互協力） 

第 4 条 甲及び乙は、災害時における大規模停電の早期復旧のため、次の各号に掲げる事項

について相互に協力する。 

(1) 停電復旧に係る応急措置の実施 

(2) 電力復旧の支障となる障害物等の除去 

(3) 甲及び乙が所有する施設や駐車場等の利用 

(4) 住民への停電情報等の周知のための、甲の防災無線、防災メール、広報媒体等の利

用 

 

（覚書の締結） 

第 5 条 甲及び乙は、本協定に定める甲及び乙の役割や具体的な実施事項について、必要に

応じ、別に覚書により定めるものとする。 

（秘密保持） 
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第 6 条 甲及び乙は、この協定に基づく活動を通じて知り得た秘密情報を他人に開示又は漏

えいしてはならない。 

 

（協定期間） 

第 7 条 本協定の有効期間は、協定締結の日から令和 3 年 3 月 31 日までとする。ただし、

有効期間が満了する 1 か月前までに、甲又は乙が各相手方に対し、特段の意思表示をしな

い場合は、この協定は、期間満了の日の翌日から更に 1 年間同一の条件をもって更新する

ものとし、以後も同様とする。 

（協議） 

第 8 条 本協定に関し、定めのない事項又は疑義が生じた場合は、甲乙協議して定めるもの

とする。 

（旧協定の失効） 

第 9 条 甲乙間で締結した平成 21 年 8 月 17 日付け大規模災害時等における電力復旧等に関

する協定は、本協定の締結日からその効力を失うものとする。 

 

この協定を証するため、本書 2 通を作成し、甲乙それぞれ記名押印の上、各自 1 通を保有

する。 

 

令和 2年 9月 9日 

 

埼玉県入間郡三芳町大字藤久保 1100 番地 1 

甲  三芳町 

三芳町長  林 伊佐雄 

 

 

埼玉県志木市幸町 1丁目 8番 50 号 

乙  東京電カパワーグリッド株式会社 

志木支社 

支社長   津川 透 
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資料 8-4 災害時における物資の輸送に関する協定書 

 

三芳町（以下「甲」という。）と社団法人埼玉県トラック協会所沢支部（以下「乙」とい

う。）は、地震、風水害その他の災害が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下「災

害時」という。）における物資の輸送（以下「緊急輸送」という。）に関し、次のとおり協

定を締結する。 

 

（趣旨） 

第 1 条 甲の災害時応急対策及び自治体の相互応援措置のために、貨物自動車による緊急輸

送に関し必要な事項を定め、緊急輸送を迅速かつ円滑に実施することを目的とする。 

（要請の手続） 

第 2 条 甲は、この協定による要請をしようとするときは、次の各号に掲げる事項を明らか

にした「災害時における緊急輸送業務協力要請書」（様式第 1 号。以下「要請書」とい

う。）をもって行うものとする。ただし、緊急を要するときは、安全に配慮して口頭又は

電話等により要請することができるものとし、後日、速やかに要請書を提出するものとす

る。 

(1) 要請理由 

(2) 輸送する物資名、数量及び輸送先 

(3) 車両の台数及び運転手等（原則として、運転手及び補助者の 2 名体制とする）の人

数 

(4) 輸送年月日（期間） 

(5) その他必要とする事項（実施） 

第 3 条 乙は、甲から緊急輸送の要請があったときは、特別な理由がない限り他に優先して

乙に所属する運送事業者を指定し、甲に輸送車両を提供するものとする。 

（報告） 

第 4 条 乙は、前条の規定により緊急輸送の実施を終えたときは、当該業務の終了後速やか

に「災害時における緊急輸送業務実施報告書」（様式第 2 号）をもって報告するものとす

る。 

（費用の負担） 

第 5 条 乙が第 2 条の要請により緊急輸送の実施に要した費用は、甲が負担するものとする。 

2 前項の運搬費用については、原則として乙が貨物自動車運送事業法（平成元年法律第 83

号）第 10条の規定により国土交通大臣に届出した額によるものとし、補助者（8時間制）

の費用は、実際に要した運送作業時間に単価を乗じた額を甲が負担するものとする。 

3 甲は、次の場合の費用について、その実費を負担するものとし、それ以外のものについ

ては甲乙協議して定めるものとする。 

ア 燃料の高騰が著しいときのサーチャージ料 

イ 宿泊の費用 

（費用の請求及び支払い） 

第 6 条 乙は、第 2 条の緊急輸送終了後、当該の緊急輸送に要した費用を甲に請求するもの

とする。 
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2 甲は、前項の請求があったときは、その内容を確認のうえ速やかに乙に支払うものとす

る。 

（事故等） 

第 7 条 乙の提供した輸送車両が故障その他の理由により緊急輸送を中断したときは、乙は

速やかに当該輸送車両を交換してその緊急輸送を継続しなければならない。 

2 災害時に起因する地盤のゆがみ、道路の寸断等により目的地まで、辿り着けないなど安

全な走行を確保できない場合は、乙より道路等の状況を甲に報告し、甲、乙協議のうえ対

応を決めるものとする。 

3 乙の事情とは異なる災害の影響で、車両の故障等により代替え車両が必要となった場合

の費用は甲が負担するものとする。 

（災害応援活動への適用） 

第 8 条 この協定は、甲が締結した災害応援協定先の自治体に、地震、風水害等の災害が発

生し、災害応援活動を行うために貨物自動車による緊急輸送が必要となったときについて

も適用するものとする。 

（期間） 

第 9 条 この協定の有効期間は、協定締結の日から効力を有するものとし、甲又は乙いずれ

かから協定解消の申し出がないかぎり同一内容をもって継続するものとする。 

2 前項の解消の申し出は、1か月前までに相手方に申し出るものとする。 

（協議） 

第 10 条 この協定に定めるもののほか、この協定の実施に関して必要な事項については、

その都度甲、乙間で協議して定めるものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本書を 2 通作成し、甲及び乙が署名押印のうえ各 1 通を保

有する。 

 

平成 24年 10 月 4 日 

 

入間郡三芳町大字藤久保 1100 番地 1 

甲  三芳町 

三芳町長  林 伊佐雄 

 

所沢市大字南永井 619 番地 16 

乙  社団法人埼玉県トラック協会所沢支部 

支部長   久保 務 

 

  



 

61 

様式第 1号（第 2条関係） 

 

年  月  日 

 

埼玉県トラック協会 

所沢支部       様 

 

三芳町長 

 

災害時における緊急輸送業務協力要請書 

 

「災害時における物資の輸送に関する協定書」第 2 条の規定に基づき、下記のとおり要請

します。 

 

1．要請理由  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

2.輸送日、輸送物資名、数量及び輸送先等 

輸送業務 

年月日 

（実施日） 

輸送 

物資名 
数量 輸送先 備考 

年月日   地先から 

 

地先まで 

 

 

 

 

    

 

 

 

    

 

 

 

    

 

 

 

    

 

 

 

    

 

 

 

    

 

3．その他  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
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資料 8-5 災害時におけるバス利用に関する協定書 

 

三芳町（以下「甲」という。）と社団法人埼玉県バス協会西部地区部会（以下「乙」とい

う。）は、災害時にバスを利用することに関し、次のとおり協定を締結する。 

（目的） 

第１条 三芳町内に災害が発生し、又は発生するおそれがある時（以下「災害時」という。）

に、避難者の輸送及び避難施設としてバスを利用することにより、災害時の対策を迅速に

行い、住民の安全を確保することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この協定において、「災害」とは、地震、暴風雨、洪水その他の異常な自然現象又

は大規模な火事若しくは爆発、武力攻撃等に起因する被害をいう。 

（協力要請） 

第３条 甲は、災害時において対策の必要があると判断したときは、乙に対して次の協力を

要請することができるものとする。 

(1) 乙が所有するバスにより避難者を甲が指定する避難所に輸送すること。 

(2) 乙が所有するバスを避難施設として提供すること。 

（協力の実施） 

第４条 乙は、前条の規定により甲の協力要請を受けたときは、業務上の支障又はやむを得

ない事由がない限り、他の業務に優先して協力するものとする。 

（要請の方法） 

第５条 甲は、乙に協力を要請するときは、災害対策協力要請書（別記様式）を提出するも

のとする。ただし、緊急を要する場合は、この限りでない。 

（連絡責任者） 

第６条 甲及び乙は、災害時の協力要請の連絡が円滑にできるように連絡責任者を予め定め、

文書により相互に通知するものとする。 

２ 連絡責任者は、連絡体制、連絡方法等を確認しておかなければならない。 

（経費の負担） 

第７条 甲の協力要請により発生した乙の経費は、甲の負担とする。 

２ 前項の経費の算定は、災害直前時における通常価格を基礎として、甲、乙協議のうえ、

決定するものとする。 

（経費の支払い） 

第８条 甲は、乙から請求書の提出を受けた場合は、受理した日から３０日以内に支払うも

のとする。 

（協定の期間） 

第９条 この協定の期間は、締結の日から平成２２年３月３１日までとする。 

ただし、期間満了の日の３か月前までに、甲、乙いずれかからの申し出がない限り自動的

に継続するものとし、次年度以降も同様とする。 

（協議） 

第 10 条 この協定に関し、疑義が生じたとき、又はこの協定に定めがない事項は、甲乙協

議のうえ、決定するものとする。 



 

63 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙それぞれ記名押印のうえ、各自そ

の１通を所持するものとする。 

 

 

平成２１年１０月２６日 

 

埼玉県入間郡三芳町大字藤久保 1100 番地 1 

甲   三芳町 

三芳町長   鈴木 英美 

 

 

埼玉県坂戸市大字小沼２９２番地の１ 

乙   社団法人埼玉県バス協会西部地区部会 

会  長   若野 廣 
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別記様式 

 

年  月  日 

社団法人埼玉県バス協会西部地区部会 会長 様 

【連絡責任者          様】 

（FAX０４９－２８４－３４９６） 

 

三芳町長  鈴木 英美 

【連絡責任者       】 

（FAX０４９－２７４－１０５３） 

 

災害対策協力要請書 

 

災害時におけるバス利用に関する協定第５条の規定に基づき、下記のとおり協力を要請し

ます。 

 

記 

 

１ 協力要請の内容 

□ バスによる避難者の避難所への輸送 

出 発 地（ ） 

 

輸 送 先（ ） 

 

輸送人数（ ） 

 

□バスを避難施設として提供 

利用場所（ ） 

 

利用台数（ ） 

 

２ 協力要請の期間 

年  月  日 から    年  月  日まで 
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資料 8-6 埼玉県防災ヘリコプター応援協定 

（防応１９－３）埼玉県防災ヘリコプター応援協定 

 

（目的） 

第１条 この協定は、埼玉県下の市町村、消防の一部事務組合及び消防を含む一部事務組合

（以下「市町村等」という。）が災害による被害を最小限に防止するため、埼玉県の所有

する防災ヘリコプター（以下「防災ヘリ」という。）の応援を求めることについて、必要

な事項を定めることを目的とする。 

（協定区域） 

第２条 この協定区域は、前条の市町村等の区域とする。 

（災害の範囲） 

第３条 この協定において、災害とは、消防組織法（昭和２２年法律第２２６号）第１条に

規定する災害をいう。 

（応援要請） 

第４条 この協定に基づく応援要請は、災害が発生した市町村等（以下「発災市町村等」と

いう。）の長が、次のいずれかに該当し、防災ヘリの活動を必要と判断する場合に、埼玉

県知事（以下「知事」という。）に対して行うものとする。 

(1) 災害が隣接する市町村等に拡大し、又は影響を与えるおそれのある場合 

(2) 発災市町村等の消防力によっては防御が著しく困難な場合 

(3) その他救急搬送等防災ヘリによる活動が最も有効な場合 

２ 応援要請は、埼玉県防災航空センター（以下「防災航空センター」という。）に、電話

等により、次の事項を明らかにして行うものとする。 

(1) 災害の種別 

(2) 災害の発生場所及び被害の状況 

(3) 災害発生現場の気象状態 

(4) 飛行場外離着陸場の所在地及び地上支援体制 

(5) 応援に要する資機材の品目及び数量 

(6) その他必要な事項 

（防災航空隊の派遣） 

第５条 知事は、前条の規定により応援要請を受けたときは、災害発生現場の気象状態を確

認の上、応援するものとする。 

２ 前項の規定による要請に応ずることができない場合は、知事は、その旨を速やかに発災

市町村等の長に通報するものとする。 

（防災航空隊の隊員の指揮） 

第６条 前条第１項の規定により応援する場合において、災害現場における防災航空隊の隊

員（以下「隊員」という。）の指揮は、発災市町村等の消防長（消防本部をおかない村に

あっては、当該村長。）が行うものとする。 

（消防活動に従事する場合の特例） 
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第７条 応援要請に基づき隊員が消防活動に従事する場合には、発災市町村等の長から隊員

を派遣している市町村等の長に対し、埼玉県下消防相互応援協定（以下「相互応援協定」

という。）第５条の規定に基づく応援要請があったものとみなす。 

（経費負担） 

第８条 この協定に基づく応援に要する経費は、埼玉県が負担するものとする。 

２ 前条に該当する活動に従事する場合においても、応援に要する経費は、相互応援協定第

１３条の規定にかかわらず、埼玉県が負担するものとする。 

（その他） 

第９条 この協定に定めのない事項は、埼玉県及び市町村等が協議して定めるものとする。 

（適用） 

第 10 条 この協定は、平成３年４月１日から適用する。 

 

この協定の締結を証するため、本書５２通を作成し、知事及び市町村等の長は、記名押印

の上、それぞれ１通を所持する。 

 

平成３年３月２９日 

 

埼玉県 川口市 浦和市 
埼玉県知事  畑 和 川口市長  永瀬 洋治 浦和市長  中川 健吉 
 
大宮市 行田市 所沢市 
大宮市長  新藤 享弘 行田市長  中川 直木 所沢市長  中井 眞一郎 
 
飯能市 岩槻市 春日部市 
飯能市長  小山 誠三 岩槻市長  斎藤 伝吉 春日部市長  三枝 安茂 
 
狭山市 羽生市 上尾市 
狭山市長  大野 松茂 羽生市長  三木 謙吉 上尾市長  荒井 松司 
 
与野市 草加市 越谷市 
与野市  長井 原勇 草加市長  今井 宏 越谷市長  島村 慎市郎 
 
蕨市 戸田市 入間市 
蕨市長  田中 啓一 戸田市長  斎藤 純忠 入間市長  水村 仁平 
 
鳩ヶ谷市 朝霞市 志木市 
鳩ヶ谷市長  名倉 隆 朝霞市長  岡野 義一 志木市長  細田 喜八郎 
 
和光市 新座市 桶川市 
和光市長  田中 茂 新座市長  高橋 喜之助 桶川市長職務代理者 
  桶川市助役  奥山 昌美 
 
北本市 八潮市 三郷市 
北本市長  新井 馨 八潮市長  藤波 彰 三郷市長  木津 三郎 
 
蓮田市 幸手市 伊奈町 
蓮田市長  石川 勝夫 幸手市長  芝 宏 伊奈町長 小林 昭一 
 
日高市 宮代町 白岡町 
日高町長  駒野 昇 宮代町長  日下部 義道 白岡町長  荒井 宏 
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杉戸町 庄和町 寄居地区消防組合 
杉戸町長  矢島 正男 庄和町長  神谷 尚 寄居地区消防組合管理者 
  丸橋 安夫 
 
久喜地区消防組合 秩父広域市町村圏組合 入間東部地区消防組合 
久喜地区消防組合管理者 秩父広域市町村圏組合管理者 入間東部地区消防組合管理者 

坂本 友雄 内田 全一 田中 喜三 
 
小川地区消防組合 吉川町松伏町消防組合 児玉郡市広域市町村圏組合 
小川地区消防組合管理者 吉川町松伏町消防組合管理者 児玉郡市広域市町村圏組合管理者 

松本 繁夫 深井 誠 茂木 稔 
 
熊谷地区消防組合 東松山地区消防組合 坂戸・鶴ヶ島消防組合 
熊谷地区消防組合管理者 東松山地区消防組合管理者 坂戸・鶴ヶ島消防組合管理者 

小林 一夫 芝崎 享 宮崎 雅好 
 
川越地区消防組合 加須地区消防組合 鴻巣地区消防組合 
川越地区消防組合管理者 加須地区消防組合管理者 鴻巣地区消防組合管理者 

川合 喜一 矢沢 恒雄 佐藤 輝彦 
 
西入間広域消防組合 深谷市岡部町共同事務組合 名栗村 
西入間広域消防組合管理者 深谷市岡部町共同事務組合管理者 名栗村長浅見康夫 

下田 養平 福嶋 健助 
 
南河原村 
南河原村長  橋本 治雄 

 

  



 

68 

資料 8-7 災害時の情報連絡活動に関する協定書 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、富士見市、ふじみ野市、三芳町の２市１町（以下「甲」という。）管

内に災害が発生し、又応急対策のために情報収集の必要が生じた場合、甲がダイヤモンド

交通㈲、三和富士交通㈱、川越乗用自動車㈱、鶴瀬交通㈱、㈲みずほ昭和、東上ハイヤー

㈱、（以下「乙」という。）に災害に関する情報の提供について、協力を求めることに関

し必要な事項を定めるものとする。 

 

（協力） 

第２条 乙は、前条の災害について、甲の申請によるか又はそのいとまがない場合は、自主

的に乙の知り得た情報を甲に伝達し、甲の必要とする情報収集に協力するものとする。 

 

（費用） 

第３条 乙の情報提供に要する費用は、無償とする。ただし、人命救助活動に従事した場合

は、後日甲乙協議のうえ、甲はその活動に関わる実費を乙に支払うものとする。 

（期間） 

第４条 この協定の有効期間は、協定締結の日から５か年とする。ただし、有効期間の 30

日前までに甲乙いずれからも申し出が無い場合は、自動的に協定を更新したものとする。 

 

（協議） 

第５条 この協定の運用について、疑義が生じたときは、その都度甲乙協議して決定するも

のとする。 

 

（施行期日） 

第６条 この協定は、締結の日から効力を生ずる。本協定を証するため、正本２通を作成し、

甲乙記名押印のうえ各１通を保有するものとする。 

 

 

平成２０年９月１日 

埼玉県富士見市大字鶴馬１８００番地の１ 

甲   富士見市 

富士見市長  星野 信吾 

 

埼玉県ふじみ野市上福岡一丁目１番１号 

甲   ふじみ野市 

ふじみ野市長  島田 行雄 

 

埼玉県入間郡三芳町大字藤久保１１００番地１ 

甲   三芳町 
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三芳町長  鈴木 英美 

 

埼玉県ふじみ野市亀久保１１９０－６ 

乙   ダイヤモンド交通有限会社 

代表取締役社長  三上 秀樹 

 

埼玉県ふじみ野市大井８２１－１ 

乙   三和冨士交通株式会社 

代表取締役社長  吉川 永一 

 

埼玉県川越市福田３５－６ 

乙   川越乗用自動車株式会社 

代表取締役社長  岩崎 真人 

 

埼玉県富士見市上南畑２９４０－１ 

乙   鶴瀬交通株式会社 

代表取締役社長  石川 昭二 

 

埼玉県所沢市北原町８９９－２ 

乙   有限会社みずほ昭和 

代表取締役社長  石川 昭二 

 

埼玉県富士見市鶴馬２６０６－２－３０３ 

乙   東上ハイヤー株式会社 

代表取締役社長  鈴木 美孝 
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資料 8-8 地域コミュニティ情報の配信に関する協定 

 

三芳町（以下「甲」という。）と特定非営利活動法人安心安全ネットワークきずな（以下

「乙」という。）は、地域コミュニティ情報の配信に関して、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、緊急情報、地域情報等について相互に連携協力することにより、住民

生活の安全確保及び利便性に寄与することを目的とする。 

（業務の内容） 

第２条 乙は、甲及び関係機関が提供した次に掲げる情報について、地域コミュニティ FM

ラジオ局（発するＦＭ84.0MHz）による配信並びに予め登録した者（以下「登録者」とい

う。）に対し、メール形式により配信するものとする。 

(1) 災害時緊急情報 

(2) 防犯・防災情報 

(3) イベント情報 

(4) 地域情報 

(5) その他甲乙協議の上別途定めたもの 

（情報の提供） 

第３条 甲は、乙に対し、適宜、前条各号に定める情報を提供するものとする。 

（情報の配信） 

第４条 乙は、甲が提供した前条の情報について、第２条第１項に基づき、登録者に対し配

信を行うものとする。 

（個人情報） 

第５条 甲及び乙は、この協定に基づき業務上知り得た個人情報について、三芳町個人情報

保護条例（平成１５年三芳町条例第２８号）に基づき、適正な管理を行うものとする。 

（協議） 

第６条 この協定に定めがあるもののほか業務の実施について必要な事項は、甲乙協議して

定めるものとする。 

２ この協定について疑義が生じたときには、甲乙協議のうえ決定するものとする。 

（協定期間） 

第７条 この協定の有効期間は、令和７年３月３１日までとする。ただし、甲又は乙から期

間満了１か月前までに相手方に対し、書面により特段の意思表示がない場合は、この協定

を１年間更新し、以後同様とする。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙両者署名押印のうえ、各１通を保

有する。 
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令和６年４月１日 

 

 

甲 埼玉県入間郡三芳町大字藤久保１１００番地１ 

三芳町 

三芳町長   林 伊佐雄 

 

 

乙 埼玉県富士見市西みずほ台２－２－１４ 

特定非営利活動法人安心安全ネットワークきずな 

代 表    上杉 真由美 
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資料 8-9 災害時における放送等に関する協定 

 

災害時における放送等に関する協定 

 

 三芳町(以下｢甲｣という。）と株式会社ジェイコムさいたま(以下｢乙｣という。）は、災害

対策基本法（昭和３６年法律第２２３号。以下「法」という。）第８条第２項第１２号の規

定に基づき、災害および防災に関する情報(以下｢災害情報｣という。）の放送等に関して、

次のとおり協定（以下「本協定」という。）を締結する。 

 

（目的） 

第１条 本協定は､三芳町内で法第２条第１号に規定する災害が発生した場合又は発生する

おそれがある場合(以下｢災害時｣という。）において、町民に迅速かつ正確な情報を伝達

するための災害情報の放送等について、必要事項を定める。 

（災害情報の提供及び要請） 

第２条 甲は、災害時に乙に対して速やかに災害情報を提供し、放送を要請することができ

る。 

（要請の手続き） 

第３条 甲が前条の要請を行う場合は、次の各号に掲げる事項を記載した文書を乙の委託事

業者である株式会社ジュピターテレコム埼玉メディアセンターに要請するものとする。 

(1) 放送要請の理由 

(2) 依頼する放送の内容 

(3) 希望する放送の日時 

(4) その他必要な事項 

２ 前項の要請の連絡先は、別紙１のとおり定めるものとする。 

３ 要請は災害情報放送要請書（第 1 号様式）により、メールおよびファックスを用いて行

う。ただし、これに寄りがたい場合は口頭、電話等にて要請し、その後速やかに甲は文書

を提出するものとする。 

（災害情報の放送） 

第４条 乙は、第２条に定める要請を受けたときは、甲から依頼された事項に関して、放送

の形式、内容、時刻をその都度決定し、可能な限り放送するものとする。 

（情報の活用） 

第５条 甲がインターネットや広報紙等で発信済の情報（コミュニティ情報、施設情報、安

心安全情報等）および第２条で乙に要請した情報について、緊急性の如何に関わらず乙は

自ら運営する放送やインターネット等を通じて伝えることができるものとする。 

（協力体制の整備） 

第６条 災害時における協力体制を整備するため、甲乙において防災計画の状況、協力要請

事項等について必要に応じて情報の交換を行う。 

（有効期間） 
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第７条 本協定の有効期間は、締結日から平成３１年３月３１日までとする｡ただし､期間満

了の日の３ケ月前までに甲乙いずれからも申し出がないときは､さらに、１年間延長する

ものとし、以後も同様とする。 

（協議） 

第８条 本協定に定めのない事項又は本協定に関し疑義が生じた場合は、甲乙協議のうえ決

定する。 

 

本協定書は、２通作成し甲乙がそれぞれ記名押印のうえ、各１通を保有する。 

 

 

平成３０年６月１５日 

 

 

甲 埼玉県入間郡三芳町大字藤久保 1100 番地 1 

三芳町 

三芳町長  林 伊佐雄 

 

 

乙 埼玉県さいたま市浦和区常磐 10 丁目 4番 1号 

株式会社ジェイコムさいたま 

代表取締役社長  菊池 孝太郎 
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資料 8-10 災害時における放送等に関する協定 

 

災害時における放送等に関する協定 

 

 三芳町(以下｢甲｣という。）と株式会社ジェイコム北関東(以下｢乙｣という。）は、災害対

策基本法（昭和３６年法律第２２３号。以下「法」という。）第８条第２項第１２号の規定

に基づき、災害および防災に関する情報(以下｢災害情報｣という。）の放送等に関して、次

のとおり協定（以下「本協定」という。）を締結する。 

 

（目的） 

第１条 本協定は､三芳町内で法第２条第１号に規定する災害が発生した場合又は発生する

おそれがある場合(以下｢災害時｣という。）において、町民に迅速かつ正確な情報を伝達

するための災害情報の放送等について、必要事項を定める。 

（災害情報の提供及び要請） 

第２条 甲は、災害時に乙に対して速やかに災害情報を提供し、放送を要請することができ

る。 

（要請の手続き） 

第３条 甲が前条の要請を行う場合は、次の各号に掲げる事項を記載した文書を乙の委託事

業者である株式会社ジュピターテレコム埼玉メディアセンターに要請するものとする。 

(1) 放送要請の理由 

(2) 依頼する放送の内容 

(3) 希望する放送の日時 

(4) その他必要な事項 

２ 前項の要請の連絡先は、別紙１のとおり定めるものとする。 

３ 要請は災害情報放送要請書（第 1 号様式）により、メールおよびファックスを用いて行

う。ただし、これに寄りがたい場合は口頭、電話等にて要請し、その後速やかに甲は文書

を提出するものとする。 

（災害情報の放送） 

第４条 乙は、第２条に定める要請を受けたときは、甲から依頼された事項に関して、放送

の形式、内容、時刻をその都度決定し、可能な限り放送するものとする。 

（情報の活用） 

第５条 甲がインターネットや広報紙等で発信済の情報（コミュニティ情報、施設情報、安

心安全情報等）および第２条で乙に要請した情報について、緊急性の如何に関わらず乙は

自ら運営する放送やインターネット等を通じて伝えることができるものとする。 

（協力体制の整備） 

第６条 災害時における協力体制を整備するため、甲乙において防災計画の状況、協力要請

事項等について必要に応じて情報の交換を行う。 

（有効期間） 
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第７条 本協定の有効期間は、締結日から平成３１年３月３１日までとする｡ただし､期間満

了の日の３ケ月前までに甲乙いずれからも申し出がないときは､さらに、１年間延長する

ものとし、以後も同様とする。 

（協議） 

第８条 本協定に定めのない事項又は本協定に関し疑義が生じた場合は、甲乙協議のうえ決

定する。 

 

本協定書は、２通作成し甲乙がそれぞれ記名押印のうえ、各１通を保有する。 

 

 

平成３０年６月１５日 

 

 

甲 埼玉県入間郡三芳町大字藤久保 1100 番地 1 

三芳町 

三芳町長  林 伊佐雄 

 

 

乙 埼玉県さいたま市浦和区常磐 10 丁目 4番 1号 

株式会社ジェイコム北関東 

代表取締役社長  平岩 光現 
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資料 8-11 災害時における情報発信等に関する協定 

 

災害時における情報発信等に関する協定 

 

三芳町およびヤフー株式会社（以下「ヤフー」という）は、災害に係る情報発信等に関し、

次のとおり協定（以下「本協定」という）を締結する。 

 

第 1 条（本協定の目的） 

本協定は、三芳町内の地震、台風、豪雨、洪水、暴風その他の災害に備え、三芳町が三

芳町民に対して必要な情報を迅速に提供し、かつ三芳町の行政機能の低下を軽減させる

ため、三芳町とヤフーが互いに協力して様々な取組みを行うことを目的とする。 

 

第 2 条（本協定における取組み） 

1. 本協定における取組みの内容は次の中から、三芳町およびヤフーの両者の協議により具

体的な内容および方法について合意が得られたものを実施するものとする。 

(1) ヤフーが、三芳町の運営するホームページの災害時のアクセス負荷の軽減を目的

として、三芳町の運営するホームページのキャッシュサイトをヤフーサービス上に

掲載し、一般の閲覧に供すること。 

(2) 三芳町が、三芳町内の避難所等の防災情報をヤフーに提供し、ヤフーが、これら

の情報を平常時からヤフーサービス上に掲載するなどして、一般に広く周知するこ

と。 

(3) 三芳町が、三芳町内の避難勧告、避難指示等の緊急情報をヤフーに提供し、ヤフ

ーが、これらの情報をヤフーサービス上に掲載するなどして、一般に広く周知する

こと。 

(4) 三芳町が、災害発生時の三芳町内の被害状況、ライフラインに関する情報および

避難所におけるボランティア受入れ情報をヤフーに提供し、ヤフーが、これらの情

報をヤフーサービス上に掲載するなどして、一般に広く周知すること。 

(5) 三芳町が、三芳町内の避難所等における必要救援物資に関する情報をヤフーに提

供し、ヤフーが、この必要救援物資に関する情報をヤフーサービス上に掲載するな

どして、一般に広く周知すること。 

(6) ヤフーが、ヤフーの提供するブログサービスにおいて三芳町が運営するブログ

（以下「災害ブログ」という）にアクセスするための web リンクをヤフーサービス

上に掲載するなどして、災害ブログを一般に広く周知すること。 

(7) 三芳町が、三芳町内の避難所に避難している避難者の名簿を作成する場合、ヤフ

ーが提示する所定のフォーマットを用いて名簿を作成すること。 

2. 三芳町およびヤフーは、前項各号の事項が円滑になされるよう、お互いの窓口となる連

絡先およびその担当者名を相手方に連絡するものとし、これに変更があった場合、速や

かに相手方に連絡するものとする。 

3. 第 1 項各号に関する事項および同項に記載のない事項についても、三芳町およびヤフー

は、両者で適宜協議を行い、決定した取組みを随時実施するものとする。 
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第 3 条（費用） 

前条に基づく三芳町およびヤフーの対応は別段の合意がない限り無償で行われるものと

し、それぞれの対応にかかる旅費・通信費その他一切の経費は、各自が負担するものと

する。 

 

第 4 条（情報の周知） 

ヤフーは、三芳町から提供を受ける情報について、三芳町が特段の留保を付さない限り、

本協定の目的を達成するため、ヤフーが適切と判断する方法（提携先への提供、ヤフー

サービス以外のサービス上での掲載等を含む）により、一般に広く周知することができ

る。ただし、ヤフーは、本協定の目的以外のために二次利用をしてはならないものとす

る。 

 

第 5 条（本協定の公表） 

本協定締結の事実および本協定の内容を公表する場合、三芳町およびヤフーは、その時

期、方法および内容について、両者で別途協議のうえ、決定するものとする。 

 

第 6 条（本協定の期間） 

本協定の有効期間は、本協定締結日から 1 年間とし、期間満了前までにいずれかの当事

者から他の当事者に対し期間満了によって本協定を終了する旨の書面による通知がなさ

れない限り、本協定はさらに 1年間自動的に更新されるものとし、以後も同様とする。 

 

第 7 条（協議） 

本協定に定めのない事項および本協定に関して疑義が生じた事項については、三芳町お

よびヤフーは、誠実に協議して解決を図る。 

 

以上、本協定締結の証として本書 2 通を作成し、三芳町とヤフー両者記名押印のうえ各 1

通を保有する。 

 

2018 年 7月 18 日 

 

三芳町：埼玉県入間郡三芳町大字藤久保 1100 番地 1 

入間郡三芳町 

三芳町長 林  伊 佐 雄 

     

ヤフー：東京都千代田区紀尾井町 1番 3号 

ヤフー株式会社 

代表取締役  川 邊 健 太 郎 
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資料 8-12 災害時における被害調査の支援に関する協定 

 

災害時における被害調査の支援に関する協定書 

 

三芳町（以下「甲」という。）と、三協測量設計株式会社（以下「乙」という。）は、災

害時における被害調査の支援に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、甲の管内に大規模な地震、風水害、その他の災害が発生し又は発生の

おそれがある場合で、甲が目視で現場の確認が困難な場合等において、乙が無人航空機に

よる空撮調査を実施することで、災害の拡大防止及び被害の早期復旧並びに災害の未然防

止に資することを目的とする。 

 

（支援の内容） 

第２条 乙の支援の内容は次に揚げる事項とする。 

(1) 無人航空機による目的地の航空写真及び動画撮影 

(2) 被災状況等情報収集 

 

（要請） 

第３条 甲は、災害時に前条の定めによる乙の支援が必要と判断したときは、乙に対し、無

人航空機の空撮調査要請書（別記様式）により要請するものとする。ただし、緊急を要す

る場合は、口頭又は電話等により要請を行い、事後、速やかに文書を提出するものとする。 

 

（支援の実施） 

第４条 乙は、前条に基づく要請を受けたときは、気象条件その他明らかに飛行不能と認め

られる場合を除き、空撮調査を実施するものとする。 

２ 乙の無人航空機による空撮調査は、原則として日の出から日没までとする。 

 

（飛行管理） 

第５条 乙は、無人航空機の飛行に必要な手続き及び飛行管理について、一切の責任を負う

ものとする。 

 

（費用の負担） 

第６条 乙が第４条の規定により実施した空撮調査の費用は、甲が負担するものとする。 

２ 前項の費用は、甲乙協議のうえ、別途定める。 

３ 甲は、乙から費用を請求された場合は、速やかに支払うものとする。 

 

（損害賠償） 

第７条 乙は、第４条に基づく空撮調査において、第三者に損害を与えた場合は、その損害

を賠償するものとする。 
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（協定の期間及び更新） 

第８条 この協定の有効期限は、協定締結の日から平成３０年３月３１日までとする。 

２ 期間満了の日の１か月前までに甲及び乙のいずれからも、書面による解約の申出がない

ときは、この協定の有効期限を１年間延長するものとし、以後も同様とする。 

      

（協定の解約） 

第９条 乙は、この協定の継続が困難になる事由が生じた場合は、甲乙協議のうえ、協定を

解除することができる。 

      

（協議） 

第１０条 この協定に定めのない事項及び協定の条項の解釈に疑義が生じたときは、その都

度、甲乙協議のうえ定めるものとする。 

     

     

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙は記名押印のうえ、各自その１通

を保有するものとする。 

      

平成２９年 ４月１８日 

      

甲   埼玉県入間郡三芳町大字藤久保１１００番地１ 

三芳町 

三芳町長   林 伊佐雄 

 

乙   埼玉県入間郡三芳町大字北永井３９１番地３ 

三協測量設計株式会社 

代表取締役  細沼 英一 
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資料 8-13 災害時における医療救護活動に関する協定書 

 

災害時における医療救護活動に関する協定書 

 

三芳町（以下「甲」という。）と一般社団法人東入間医師会（以下「乙」という。）とは、

災害時における医療救護活動に関して、次の通り協定を締結する。 

（総則） 

第 1 条 この協定は、「埼玉県災害時医療救護基本計画」に基づいて、甲が行う応急活動時

に必要となる乙の医療救護活動協力について、必要な事項を定めるものとする。 

（医療救護班の派遣） 

第 2 条 甲は、医療救護活動を実施する上で必要があると認めた場合は、乙に対して医療救

護班の派遣を要請するものとする。 

2 乙は、前項の要請を受けた時は、速やかに医療救護班を編成し救護所等に派遣するもの

とする。 

（医療救護班に対する指揮及び連絡調整） 

第 3 条 医療救護班に対する指揮及び医療救護活動に係る連絡調整は、乙の指定する者が行

うものとする。 

2 医療救護班の編成は、原則として医師とするが、乙の医師会員が自主的に医療救護所に

出動し医療救護活動を行い、乙が甲に報告した場合、乙が派遣する医療救護班の班員とみ

なす。 

3 医療救護班員が看護師等を伴い出動し、乙が甲に報告した場合、医療救護班の班員とみ

なす。 

（医療救護所等における医療救護班の活動期間） 

第 4条 医療救護所における医療救護班の活動期間は、甲乙の協議に基づき終結まで行う。 

（医療救護班の任務） 

第 5条 乙が派遣する医療救護班の任務は、次のとおりとする。 

(1) 医療救護所等において傷病者に対する応急処置の実施及び必要な医療の提供 

(2) トリアージポストにおいて後方医療機関への搬送の要否及び順位の決定 

(3) 死亡の確認及び死体の検案 

(4) 医療救護所等の巡回による必要な医療の提供 

(5) 連絡調整及び医療救護班員に対する指揮 

(6) その他必要な措置 

（医療救護班の輸送） 

第 6 条 甲は、医療救護活動が円滑に実施できるよう、医療救護班の輸送について必要な措

置をとるものとする。 

（医薬品等の確保） 

第 7 条 乙が派遣する医療救護班が使用する医薬品等は、当該医療救護班が携行するものの

ほか、甲と乙が協力して調達するものとする。 

2 医療救護所において医療救護班が必要とする給食及び給水は、甲が行う。 

3 備蓄医薬品等の輸送は、原則として甲が行う。 
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（医療費の負担） 

第 8条 第 5条の業務に関わる医療費は、無料とする。 

2 搬送先の医療機関における医療費は、原則として患者負担とする。ただし、発災後 3 月

日間にかぎり混乱のため未徴収の費用が生じたときは、乙は甲に通知するものとする。 

3 甲は、前項の通知を受けたときは、甲乙協議のうえ、災害時の医療機関の負担とならな

いよう措置するものとする。 

（費用弁償等） 

第 9 条 第 2 条による甲の要請に基づき、乙が医療救護を実施した場合に要した次の費用は、

甲が負担するものとする。 

(1) 医療救護班の編成及び派遣に要した経費 

(2) 医療救護班が携行し、又は甲乙が協力して調達した医薬品等を使用した場合の実費 

(3) 医療救護班の班員が医療救護活動において負傷し、疾病にかかり、又は死亡した場

合の扶助費 

(4) 前号に定めるもののほか、この協定実施のために要した経費のうち甲が必要と認め

た経費 

2 医療救護班の医師等による医療救護活動において医療紛争が生じた場合は、乙は直ちに

甲に連絡するものとする。 

3 前項の医療紛争が生じた場合の対応については、国家賠償法（昭和 22 年法律第 125 号）

第 1 条の規定を準用する。この場合において、同条第 1 項中「国又は公共団体の公権力の

行使に当たる公務員」とあるのは「医療救護班の医師等」と、「国又は公共団体が」とあ

るのは「甲が」と、同条第 2 項中「公務員」とあるのは「医療救護班の医師等」と、「国

又は公共団体」とあるのは「甲」と、読み替えるものとする。 

4 第 1 項の定めによる費用弁償等の額については、埼玉県と一般社団法人埼玉県医師会が

平成 19年 6月 14日付けで締結した災害時の医療救護に関する協定及び平成 26年 3月 4日

付けで定められた災害時の医療救護に関する協定実施細則に準ずるほか、甲乙協議のうえ、

別に定めるものとする。 

（訓練） 

第 10 条 乙は、甲から要請があった場合は、甲が実施する訓練に参加するよう努めるもの

とする。 

2 当該訓練の際、負傷者が発生した場合の医療救護活動を併せて担当するものとする。 

（細目） 

第 11 条 この協定を実施するために必要な事項については別に災害時の医療救護活動実施

細目を定める。 

（応援協力） 

第 12 条 甲が災害時における応援協定等を締結している市町村に医療救護班を派遣する必

要がある場合には、乙は可能な限りこれに協力するものとする。 

2 前項の規定により乙が市外で医療救護活動を行う場合には、その取扱いについて別の定

めがない限りこの協定の規定を準用するものとする。 

第 13 条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じた事項については、甲

乙協議のうえ、定めるものとする。 
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（有効期間） 

第 14 条 この協定の有効期間は、協定締結の日から起算して 1 年間とする。ただし、この

協定の有効期間満了の日の翌日から起算して 1 年間この協定は延長されるものとし、以後

も同様とする。 

 

この協定の成立を証するため、本書を 2 通作成し、甲乙両者記名押印の上、各自 l 通を保

有する。 

 

令和 6年 9月 1日 

 

甲 埼玉県入間郡三芳町大字 1100 番地 1 

三芳町 

三芳町長  林 伊佐雄 

 

乙 埼玉県ふじみ野市駒林元町 3丁目 1番 20 号 

一般社団法人 東入間医師会 

会 長   井上 達夫 
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資料 8-14 災害時の歯科医療救護活動に関する協定 

 

災害時の歯科医療救護活動に関する協定書 

 

 三芳町（以下「甲」という。）と三芳町歯科医師会（以下「乙」という。）は、次のとお

り協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、三芳町地域防災計画に基づき、災害が発生した場合に、甲が乙の協力

を得て傷病者等に対して医療救護活動を行うことを目的とする。 

（歯科医療救護班の派遣） 

第２条 甲は、三芳町地域防災計画に基づき、歯科医療救護活動を行う必要が生じた場合に

は、乙に対し、歯科医療救護班の派遣を要請するものとする。 

２ 乙は、前項の定めにより、甲から要請があった場合は、速やかに歯科医療救護班を甲の

指定する場所に派遣するものとする。 

（歯科医療救護班の業務） 

第３条 歯科医療救護班の業務は、次のとおりとする。 

(1)歯科医療を要する傷病者に対する応急処置 

(2)後方医療施設への転送の要否及び転送順位の決定 

(3)避難所内における歯科巡回診療等の実施 

(4)死亡者の身元確認の協力（歯科治療記録簿等による） 

（歯科医療救護班の輸送） 

第４条 乙所属の歯科医療救護班の輸送は、原則として甲が行う。 

（医療品等の備蓄及び輸送） 

第５条 乙所属の歯科医療救護班は、原則として、甲が備える医薬品等を使用するものとす

る。 

２ 備蓄医薬品等の輸送は、原則として甲が行う。 

３ 救護所において必要とする給食及び給水は、甲が行う。 

（医療費） 

第６条 救護所における医療費は、無料とする。 

２ 後方医療施設における医療費は、原則として患者負担とする。 

（費用弁償等） 

第７条 第２条の規定に基づき、乙が医療救護活動を実施した場合に要する次の経費は、甲

が負担するものとする。 

(1) 歯科医療救護班が携行した医薬品等を使用した場合の実費 

(2) 歯科医療救護班の医師、看護師及びその関係者（事務職等）が医療救護活動におい

て負傷し、疾病にかかり、または死亡した場合の扶助費 

２ 前項に定める費用弁償等の額については、甲乙協議の上、定めるものとする。 

（協議） 
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第８条 本協定に定めのない事項及び本協定の解釈について疑義が生じた場合は、甲乙協議

の上、決定するものとする。 

（協定の有効期間等） 

第９条 本協定の有効期間は、協定締結日から平成３１年３月３１日までとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、期間満了の３ヶ月前までに、甲又は乙から何らかの申し出が

ない場合には、協定の期間満了日の翌日から１年間、この協定を自動的に更新するものと

し、以後も同様とする。 

  

本協定の成立を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有す

る。 

 

  平成３０年９月２６日 

 

 

              埼玉県入間郡三芳町大字藤久保１１００番地１ 

            甲 三芳町 

              三芳町長  林 伊佐雄 

 

 

              埼玉県入間郡三芳町大字北永井８４９番地２１ 

            乙 三芳歯科医師会 

              会 長   清水 学 
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資料 8-15 災害時における遺体搬送の支援協力に関する協定書 

 

三芳町（以下「甲」という。）と社団法人全国霊柩自動車協会（以下「乙」という。）は、

災害時における遺体搬送の支援協力に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、甲において地震、風水害、その他大規模な事故等により、多数の死者

が一時的、又は集中的に発生した場合、甲に災害対策本部が設置される災害時（以下「災

害時」という。）に遺体の搬送を迅速、かつ円滑に行うため、必要な手続き等について定

める。 

 

（協力） 

第２条 甲は、災害時に、乙の協力が必要と認める時は、次に掲げる事項について乙に要請

し、乙はやむを得ない事由のない限り、通常業務に優先して協力するものとする。 

(1) 霊柩自動車等による遺体輸送 

(2) 遺体の輸送に必要な機材、資材及び消耗品並びに作業等の役務の提供 

(3) その他、甲の要請により乙が応じられる事項 

 

（協力の要請） 

第３条 前条の規定による協力は、次に掲げる事項を記載した災害時協力要請書（第１号様

式）をもって行うものとする。ただし、やむを得ない事態が発生した時、甲は、電話、フ

ァクシミリ等で要請し、その後速やかに災害時協力要請書を乙に送付するものとする。 

(1) 要請を行った者の職名及び担当者氏名 

(2) 要請の日時 

(3) 要請の理由 

(4) 要請の内容 

(5) 要請の場所 

(6) 協力を要請する期間 

(7) その他、要請に必要な事項 

 

（協力の方法） 

第４条 乙は、前条の規定による甲の要請があった場合、乙のでき得る範囲において、甲の

指示に従い、第２条各号の規定による協力を行うものとする。 

 

（報告） 

第５条 乙は、第２条各号の規定による協力を実施した時は、次に掲げる事項を記載した災

害時要請業務実施報告書（第２号様式）をもって甲に報告するものとする。 

(1) 遺体の輸送に必要な機材、資材及び消耗品の数量並びに当該作業の従事者数 

(2) 遺体の輸送した回数及び輸送した遺体数 

(3) その他、甲が乙に指示した事項 
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（経費の負担） 

第６条 甲は、前条の規定による報告があった場合は、甲の要請に相違ないことを確認のう

え、乙が要した経費について、甲が負担するものとする。 

 

（経費の請求） 

第７条 乙は、前条の規定による経費を甲に請求する場合は、甲の指定する方法により、一

括して請求するものとする。 

２ 乙は、甲の要請事項の範囲を超える協力を行った場合、その部分の経費については、甲

に対して請求できない。 

 

（経費の支払） 

第８条 甲は、前条に基づき乙から請求があった場合は、乙が指定する支払先に速やかに支

払うものとする。 

 

（経費の決定） 

第９条第２条各号の協力に要した経費は、災害の発生直前における市場の適正な価格及び災

害救助法（昭和２２年法律第１１８号）の基準額を参考にして、甲、乙協議のうえ決定す

るものとする。 

 

（支援体制の整備） 

第１０条 乙は、災害時における円滑な協力体制が図られるよう、広域における応援体制及

び情報収集伝達体制の整備に努めるものとする。 

 

（連絡責任者） 

第１１条 この協定の円滑な実施を図るため、甲、乙双方の連絡責任者を定めるものとする。

ただし、期間の途中において変更が生じた場合は、速やかに甲、乙相互に報告するものと

する。 

(1) 甲 三芳町防災主管課長 

(2) 乙 (社)全国霊柩自動車協会埼玉県支部長 

 

（災害時の情報提供） 

第１２条 乙は、協力業務の実施中に得た災害情報を、積極的に甲に提供するものとする。 

 

（守秘義務） 

第１３条 乙は、遺体搬送等の支援協力を行う場合において知り得た個人情報を、第三者に

漏らしてはならない。 

 

（通知） 
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第１４条 乙は、災害時における円滑な支援協力が図れるよう、この協定により支援協力で

きる乙の会員名簿を毎年３月末までに、甲に通知するものとする。 

 

（協議） 

第１５条 この協定に定めのない事項、又はこの協定の解釈に疑義が生じた時は、その都度、

甲、乙協議のうえ定めるものとする。 

 

（協定の適用） 

第１６条 この協定は、締結の日から効力を発生するものとし、平成２１年３月３１日まで

とする。ただし、期間満了２ヶ月前までに、甲又は乙から書面による解約の申し出がない

時は、なお、１年間効力を有するものとし、以降も同様をする。 

 

この協定書の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各自１通を

保有するものとする。 

 

 

平成２０年８月７日 

 

埼玉県入間郡三芳町大字藤久保 1100 番地 1 

甲  三芳町 

三芳町長  鈴木 英美 

 

埼玉県飯能市八幡町 4番 12 号 

乙  社団法人全国霊柩自動車協会埼玉県支部 

支部長   青木 利男 
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第１号様式 

 

年  月  日 

 

災 害 時 協 力 要 請 書 

 

（社）全国霊柩自動車協会埼玉県支部長  様 

 

三芳町長 

 

災害時における遺体搬送の支援協力に関する協定書第 3条の規定に基づき、次のとおり協

力を要請します。 

 

 

  

要請担当者 

 

氏名・電話番号 

職名          課        係 

 

氏名             電話番号 

電話、ファクシ

ミリ等による要

請の日時 

年  月  日（）   時  分頃 

要 請 理 由 

 

 

 

要 請 内 容 

 

 

 

履 行 場 所 

 

 

 

履 行 日 

 

履 行 期 間 

履行日：    年  月  日 

 

期 間：    年  月  日 ～    年  月  日 

備 考 
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第２号様式 

 

年  月  日 

 

災 害 時 要 請 業 務 実 施 報 告 書 

 

（あて先） 三芳町長 

（社）全国霊柩自動車協会埼玉県支部 

支部長  青木 利男       印 

 

災害時における遺体搬送の支援協力に関する協定書第 5条の規定に基づき、次のとおり要

請業務を実施しましたので報告します。 

添付書類  実績報告書（１遺体輸送毎の運賃計算書等） 

 

  

要請担当者 

氏名・電話番号 

職名        課      係 

氏名          電話番号 

電話、ファクシミ

リ等による要請の

日時 

年  月  日（ ）    時  分頃 

実施業務内容 

 

 

 

使用物資・数量 

〇遺体輸送した車両台数 

・霊柩車        台 

・その他の車両     台 

○その他の役務等 

実施業務の 

従事者数 
 

履行の場所 
 

 

履行日 

履行期間 

履行日：    年  月  日 

期 間：    年  月  日 ～    年  月  日 

輸送回数・遺体

数・走行距離 

輸送回数           回 

遺体数           体 

走行距離 km 

その他・備考 
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資料 8-16 防災啓発情報等に関する協定 

 

三芳町（以下、「甲」という。）とＮＴＴタウンページ株式会社（以下、「乙」という。）

とは、地震、風水害、津波、土砂災害及びその他の自然災害等に対する防災啓発情報の発信

に相互に協力するものとし、町民一人ひとりの防災意識の醸成を図り、もって地域防災力の

強化につなげることを目的として、次のとおり協定を締結する。 

 

（発信の方法） 

第 1 条 乙は、東日本電信電話株式会社（以下、「ＮＴＴ東日本」という。）若しくは西日

本電信電話株式会社（以下、「ＮＴＴ西日本」という。）が発行又は乙が編集・発行・運

営する次の媒体（以下、「媒体」という。）に甲が提供する防災啓発情報等を掲載して、

防災啓発上等を発信する。 

（1）タウンページ 

（2）防災啓発情報等を取りまとめた冊子等の紙媒体 

（3）ｉタウンページ等のＷＥＢサイト 

 

（手続） 

第 2 条 乙は、甲に対し、防災啓発情報等の提供を無償で求めることができる。この場合、

乙は、防災啓発情報等を掲載する媒体の種類、掲載期間、配布範囲等を甲に明示するもの

とする。 

2 甲は、乙から前項の要請を受けた場合、その都度、乙と協議の上、防災啓発情報等を乙

に提供する。 

3 乙は、前項により防災啓発情報等の提供を受けた場合は、媒体に掲載するものとし、掲

載するにあたっては、乙は、提供を受けた情報を取捨選択、加工、編集等をすることがで

きるものとする。 

4 乙は、甲に対し、校正段階において防災啓発情報等が掲載された原稿を提示する。甲は、

提示を受けた原稿に対し、防災啓発情報等の趣旨・内容が適切に記載されるために意見を

述べることができるものとし、乙は、甲の意見に応えるよう努めるものとする。 

5 前項の場合において、乙が甲の意見に応えるために媒体の発行又は運営に関して通常の

費用を超える費用を費やさなければならないときは、甲及び乙は、協議の上、甲の負担部

分を決定する。 

6 前項の協議が整わない場合、乙は、通常の費用の範囲において、甲から提供を受けた防

災啓発情報等を掲載する。 

 

（発信情報に関する責任） 

第 3 条 防災啓発情報等を発信したことにより第三者からの苦情及び何らかの問題が生じた

場合は、甲及び乙は、これらの解決のために協力し、対応するものとする。 

2 前項にかかわらず、甲は、乙に提供する防災啓発情報等の内容に対し、一切の責任を負

う。 
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（発信の変更・中止） 

第 4 条 乙は、防災啓発情報等の発信について、相当な事情がある場合は、甲に対し事前通

知の上、その全部又は一部を変更または中止することができる。この場合、乙は甲に対し、

いかなる席も追わないものとする。 

 

（著作権） 

第 5 条 甲が提供する防災啓発情報等を記載した媒体の当該提供部分に係る著作権は甲に帰

属することとし、乙が提供を受けた防災啓発情報等を本協定に定める以外の他の媒体に利

用する場合は、予めその目的・方法・範囲・機関を明らかにした上で甲の承諾を得るもの

とする。 

2 乙が防災啓発情報等に関して作成した記事・画像等の著作権は、ＮＴＴ東日本、ＮＴＴ

西日本若しくは乙又は乙に使用許諾権を付与した第三者に著作権が帰属することとし、甲

が他の媒体に利用する場合は、予めその目的・方法・範囲・機関を明らかにした上でＮＴ

Ｔ東日本、ＮＴＴ西日本若しくは乙又は乙に使用許諾権を付与した第三者の承諾を得るも

のとする。 

3 前 2 項に基づき承諾を受けた目的・方法・範囲・期間を超えて利用することはできない。 

 

（権利義務の譲渡等の制限） 

第 6 条 甲及び乙は、この協定により生ずる権利や義務の全部又は一部を第三者に譲渡し、

若しくは継承させ、又はその権利を担保に供してはならない。ただし、予め相手方の承諾

を得た場合は、この限りでない。 

 

（秘密の保持） 

第 7 条 甲及び乙は、防災啓発情報等以外に、本協定の遂行により知り得た相手方の技術上

又は営業上その他業務上の一切の情報を他に漏らしてはならず、本協定の遂行にのみ使用

することとする。また、この協定が終了した後も同様とする。 

 

（協定の解約） 

第 8 条 甲又は乙は、本協定の有効期間中であっても、相手方に対して 1 年前までに書面を

もって通知することにより、本協定を解約することができる。 

 

（その他） 

第 9 条 甲乙間で、本協定の内容又は解釈に疑義若しくは紛争が生じたとき、又はこの協定

にさだめのない事項については、甲乙協議の上、決定する。 

 

本協定の成立を証するため、本書 2 通を作成し、甲乙それぞれ記名押印の上、各 1 通保有

する。 
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平成 29年 4 月 3日 

 

 

甲 埼玉県入間郡三芳町大字藤久保 1100 番地 1 

三芳町 

三芳町長   林 伊佐雄 

 

 

乙 東京都港区虎ノ門三丁目 8番 8号 

ＮＴＴタウンページ株式会社 

代表取締役  岡田 昭彦 
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資料 8-17 災害時の情報交換に関する協定（関東地方整備局） 

 

災害時の情報交換に関する協定 

 

国土交通省関東地方整備局（以下「甲」という。）と、三芳町（以下「乙」という。）と

は、災害時における各種情報の交換等に関し、次のとおり協定する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、三芳町の地域について災害が発生または、災害が発生するおそれがあ

る場合において、甲及び乙が必要とする各種情報の交換等（以下、情報交換という）につ

いて定め、もって、迅速かつ的確な災害対処に資することを目的とする。 

 

（情報交換の開始時期） 

第２条 甲及び乙の情報交換の開始時期は、次のとおりとする。 

一 三芳町内で重大な被害が発生または、発生するおそれがある場合 

二 三芳町災害対策本部が設置された場合 

三 その他甲または乙が必要とする場合 

 

（情報交換の内容） 

第３条甲及び乙の情報交換の内容は、次のとおりとする。 

一 一般被害状況に関すること。 

二 公共土木施設（道路、河川、ダム、砂防、都市施設等）の被害状況に関すること。 

三 その他甲または乙が必要な事項 

 

（情報連絡員（リエゾン）の派遣） 

第４条 第２条の各号のいずれかに該当し、乙の要請があった場合または甲が必要と判断し

た場合には、甲から乙の災害対策本部等に情報連絡員を派遣し情報交換を行うものとする。 

なお、甲及び乙は、相互の連絡窓口を明確にしておき派遣に関して事前に調整を図るもの

とする。 

 

（平素の協力） 

第５条 甲及び乙は、必要に応じ情報交換に関する防災訓練及び防災に関する地図等の資料

の整備に協力するものとする。 

 

（協議） 

第６条 本協定に疑義が生じたとき、または本協定に定めのない事項については、その都度、

甲乙協議のうえ、これを定めるものとする。 
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本協定は、２通作成し、甲乙押印のうえ各１通を所有する。 

 

年   月   日 

 

 

甲）埼玉県さいたま市中央区新都心２番地１ 

さいたま新都心合同庁舎２号館 

国土交通省 

関東地方整備局長  下保 修 

 

 

乙）埼玉県入間郡三芳町１１００番地 1 

三芳町長      林 伊佐雄 
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資料 8-18 大規模災害時における三芳町庁舎等の一時使用に関する協定書 

 

大規模災害発生時における三芳町庁舎等の一時使用に関する協定書 

 

東入間警察署（以下「甲」という。）と三芳町（以下「乙」という。）は、大震災等の大

規模災害発生時における三芳町庁舎等の一時使用について、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、大規模災害が発生した場合に、甲による災害応急対策が円滑に遂行さ

れるよう乙が所有する庁舎等の施設の一時使用について定めることを目的とする。 

２ 大規模災害とは、次の災害を言う。 

（1）災害救助法の適用を受ける災害 

（2）町長が特に認めたもの 

３ 大規模災害発生時において、甲が活動拠点として使用する庁舎等の施設は、次の各号に

掲げるとおりとする。 

（1）三芳町役場庁舎のうち町長が指定した場所 

（2）三芳町役場庁舎駐車場のうち町長が指定した場所 

（3）三芳町文化会館 

（4）前 3号のほか町長が特に認めた施設 

 

（一時使用の手続き） 

第２条 大規模災害が発生した場合、甲は、乙に対して第 1 条第 3 項各号に規定する庁舎等

の施設の一時使用を要請することができる。なお、緊急の場合において、三芳町財産規則

第 16 条の規定による行政財産の使用許可申請は、一時使用開始後に提出することができ

るものとする。 

２ 乙は甲からの要請があった場合、対応が可能な範囲で要請に応じるものとする。 

 

（使用料の免除） 

第３条 前条の一時使用については、三芳町行政財産の使用料に関する条例第 4 条第 2 号の

規定を適用し、行政財産使用料を免除するものとする。 

 

（連絡責任者） 

第４条 この協定に係る甲の連絡責任者は警備課長とし、乙の連絡責任者は地域振興課長と

する。 

 

（協議事項） 

第５条 この協定に定めのない事項又はこの協定に疑義が生じた事項については、その都度、

甲乙協議して定めるものとする。 
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（適用と更新） 

第６条 この協定の適用は、締結の日から平成２３年３月３１日までとする。ただし、甲又

は乙から期間満了１か月前までに相手方に対し、書面により特段の意思表示がない場合は、

この協定を１年間更新し、以後同様とする。 

 

この協定の締結を証するため本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有する。 

 

 

 

平成２２年４月１日 

 

 

埼玉県ふじみ野市うれし野１丁目４番１号 

甲  埼玉県東入間警察署 

署  長   布川 賢二 

 

埼玉県入間郡三芳町大字藤久保１１００番地１ 

乙  埼玉県入間郡三芳町 

三芳町長   鈴木 英美 
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資料 8-19 災害時における一時避難所に関する協定書 

 

 埼玉県入間郡三芳町（以下「甲」という。）と大日本印刷株式会社 生活空間事業部製造

本部（以下「乙」という。）は、埼玉県入間郡三芳町内における地震、風水害、その他の大

規模災害（以下「災害」という。）発生に際しての、住民等の一時避難の協力に関する事前

協議をもとに、次のとおり協定を締結する。 

 

（協力の要請） 

第１条 甲は、災害時における住民等の一時避難時にコンセント電源を利用する必要がある

と認めたときは、乙に対し、ガスエンジン式発電機によるコンセント電源の利用提供を要

請することができるものとする。なお、要請の方法は、設備供給要請書（別記様式）によ

るものとするが、緊急を要する場合においては口頭で要請し、その後速やかに同要請書を

提出するものとする。 

 

（要請に対する協力） 

第２条 乙は、前条の規定による要請を受けたときは、乙への都市ガス供給が途絶えている

場合、乙が提供する設備が毀損した場合、設備稼働に要する人員の確保が困難な場合、ま

たは乙の業務の継続に重大な支障が生じている場合、その他乙が当該要請に応じることが

困難な事情が存しない限り、速やかにこれに応じ、可能な範囲において協力するものとす

る。 

 

（コンセント電源の提供） 

第３条 乙は、甲に対し、乙の構内指定区域、正門前エリア（正門からフラッパーゲート間）

で住民等向けのコンセント電源及び待機休息場所を提供する。なお、提供するコンセント

電源の位置は別紙図面の通りとする。 

 

（連絡責任者） 

第４条 災害発生時に本協定を円滑に実行するために、甲、乙それぞれが連絡責任者を置く。 

２ 連絡責任者は、甲にあっては自治安心課長、乙にあっては総務部長とする。 

３ 連絡責任者は、甲乙間の連絡・協議を行う。 

 

（業務の終了） 

第５条 本協定による乙の協力業務の終了は、乙の連絡責任者が、甲の連絡責任者と状況を

協議した上で、決定するものとする。 

 

（費用の負担） 

第６条 当該施設の使用料は無料とする。 

 

（使用中の事故に対する責任） 
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第７条 避難者が故意または過失により、乙の施設、備品等に損害を与えた場合は、甲が責

任を持って乙に対して損害の賠償にあたるものとする。 

２ 避難者の施設内で発生した事故等に対する責任を乙は負わないものとする。 

 

（協議事項） 

第８条 本協定に定めのない事項または本協定に疑義が生じた場合は、甲乙協議のうえ定め

る。 

 

（有効期間） 

第９条 本協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、本協定の有効期間

が満了する日の 1 ヶ月前までに、甲または乙から何らの意思表示がないときは、期間満了

の日の翌日から 1年間延長するものとし、以後も同様とする。 

 

本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙双方記名押印の上、各１通を保有す

る。 

 

令和 ３年 １月 １４日 

 

甲 埼玉県入間郡三芳町大字藤久保 1100 番地１ 

  埼玉県入間郡三芳町 

三芳町長  林 伊佐雄 

 

 

乙 埼玉県入間郡三芳町竹間沢 311 

大日本印刷株式会社 生活空間事業部 製造本部 

製造本部長  大嶋 克之 
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別記様式（第１条関係） 

 

 

設 備 供 給 要 請 書  

年  月  日 

 

大日本印刷株式会社 生活空間事業部 

製造本部長         様 

 

埼玉県入間三芳町          印 

 

 

 

災害時における市民の生活保護に関する協定書第１条の規定に基づき、設備の提供を要請し

ます。 

 

 

１ 供給開始日     年  月  日 
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資料 8-20 災害発生時における福祉避難所の開設及び運営に関する協定書 

 

災害発生時における福祉避難所の開設及び運営に関する協定書 

 

三芳町（以下「甲」という。）と三芳町福祉施設連絡協議会会員施設（以下「乙」とい

う。）とは、「三芳町地域防災計画」及び「三芳町災害時要援護者避難支援プラン全体計画

（以下「支援プラン」という。）」に基づく福祉避難所の開設及び運営に関し、次のとおり

協定を締結する。 

 

（目的） 

第 1 条 この協定は、三芳町内に大規模な地震、風水害及びその他の災害が発生した場合に

おける災害時要援護者への避難援護について、甲が乙に属する施設を福祉避難所として開

設し運営することについて協力を要請するにあたり、必要な事項を定めるものとする。 

 

（対象者） 

第 2 条 この協定における避難援護の対象となる者（以下「対象者」という。）は、福祉施

設に入所叉は入所するに至らない在宅の要援護者（同伴の介護者を含む。）で、一般の避

難所生活において何らかの特別な配慮を必要とする者をいう。 

 

（受入れの要請） 

第 3 条 甲は、災害時において、前条の対象者の存在を把握した場合は、乙に対し、当該対

象者の受入れを要請するものとする。 

2 乙は、甲からの要請に可能な範囲内で応じるよう努めるものとする。 

 

（指定する施設） 

第 4条 福祉避難所として指定する施設は、別表 1のとおりとする。 

 

（手続き） 

第 5 条 第 3 条の要請は、次に掲げる事項を記載した書面（別表 2、叉は支援プラン個別計

画等）をもって行うものとする。ただし、緊急を要する場合は、この限りでない。 

(1）対象者の住所、氏名、心身の状況、連絡先等 

(2）身元引受人の住所、氏名及び連絡先 

 

（経費の負担） 

第 6 条 福祉避難所として、乙が対象者の受入れに要した経費については、甲が所要の実費

を負担するものとする。 

 

（対象者の移送） 

第 7 条 甲の要請に基づき、乙が受入れを了承した場合、福祉避難所への対象者の移送は、

原則として当該対象者の家族と支援者が行うものとする。 
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（物資調達及び介助者の確保） 

第 8 条 甲は、日常生活用品、食料等福祉避難所の運営に必要な物資の調達に努めるものと

する。但し、甲・乙が充分な協議の上、その一部を甲が調達できないときは、乙が保有す

るこれらの物資の提供について、甲は乙に協力を要請することができるものとし、乙はこ

れに協力するよう努めるものとする。 

2 前項において、甲が最低限調達する物品については、別表 3のとおりとする。 

3 甲は、乙が対象者を適切に介護できるよう有資格者、ボランティア等の介護支援者の確

保に努めるものとする。 

 

（福祉避難所の早期閉鎖への努力） 

第 9 条 甲は、乙が早期に本来目的の活動を再開できるよう配慮するとともに、福祉避難所

の早期閉鎖に努めるものとする。 

 

（受入可能人数の把握） 

第 10 条 甲は、平常時から乙の施設における受入可能人数を把握しておくものとする。 

 

（守秘義務） 

第 11 条 乙は、福祉避難所の開設及び運営上知り得た情報の管理にあたっては、三芳町個

人情報保護条例（平成 15 年条例第 28 号）等の関係法令を遵守しなくてはならない。 

 

（協議） 

第 12 条 この協定に定めのない事項及び疑義が生じた事項は、その都度、甲、乙協議して

定めるものとする。 

 

（効力） 

第 13 条 この協定は、締結の日から効力を発生するものとし、平成 25 年 3 月 31 日までと

する。ただし、期間満了の 2 月前までに、甲又は乙から書面による解約の申出がないとき

は、なお、1年間効力を有するものとし、以降も同様とする。 

 

平成 24年 8 月 23 日 

 

（甲）埼玉県入間郡三芳町大字藤久保 1100-1 

三芳町長  林 伊佐雄 

 

（乙）埼玉県入間郡三芳町北永井 381-3 

三芳町福祉施設連絡協議会会員施設 

代表  社会福祉法人 めぐみ会 

かしの木ケアセンター 

施設長   山本 明彦  
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別表１ 

 

「災害発生時における福祉避難所の開設及び運営に関する協定」締結先一覧 

 

№. 組織種別 運営者 種別 施設名 管理者名 

1 社会福祉法人 
三芳厚生福祉

会 
特別養護老人ホーム みよし園 岡田 雷太 

2 社会福祉法人 
三芳厚生福祉

会 
介護老人保健施設 むさしの苑 石川 宏 

3 医療法人財団 明理会 
病院併設型介護老人保健

施設 

埼玉ロイヤルケア

センター 
贄田 茂雄 

4 社会福祉法人 めぐみ会 
障害者支援施設（入所・生

活介護） 

かしの木ケアセン

ター 
山本 明彦 

5 社会福祉法人 
入間東部福祉

会 

障害者支援施設（入所・生

活介護） 

入間東部みよし

の里 
吉田 拓道 

6 株式会社 
ユニマットそ

よ風 

グループホーム（介護予防

及び認知症対応型共同生

活介護） 

三芳グループホ

ームそよ風 
岡島 直子 

7 社会福祉法人 
入間東部福祉

会 

障害福祉サービス（生活介

護） 
三芳太陽の家 森井 寛文 

8 社会福祉法人 

三芳町社会福

祉協吾 0 羊

今 Z 工 

老人デイサービスセンター けやきの家 内城 一人 

9 株式会社 ケアフェイス 
老人ショートステイ・デイサ

ービス 

ほっと三芳ケアセ

ンター 
岩崎 輝子 

10 社会福祉法人 みよしの会 特別養護老人ホーム 桜荘 鈴木 洋 

11 社会福祉法人 蓬莱会 特別養護老人ホーム こころ三芳 林 淳一郎 

12 医療法人社団 草芳会 介護老人保健施設 エムズガーデン 草野 重信 

13 一般社団法人 
埼玉たまみず

きの会 
児童デイサービス 青空 大久保 雄祐 

14 社会福祉法人 めぐみ会 

グループホーム・ケアホーム

（障害者共同生活援助・共

同生活介護） 

すてつぷ 大川 空湖 

15 社会福祉法人 めぐみ会 
多機能型事業所（就労移行

支援・就労継続支援 B 型） 
のびる作業所 北田壮 
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別表２ 

 

高齢者・障害者（身体・知的・精神）・障害児 

基本情報 

氏名・性別 （男・女） 

生年月日・年齢 T・S・H・R      年  月  日（ ） 

住所・電話番号・FAX 

住所 

 

TEL   （  ）     ／FAX   （  ）     

緊急時連絡先 氏名 続柄（   ） 

住所・電話番号・FAX 

E-mail 

住所 

 

TEL   （  ）     ／FAX   （  ） 

E-mail 

かかりつけ病院・電話

番号・主治医 

病院名               （    科） 

TEL   （  ）     ／主治医 

利用者に関する詳細 

持病・主な既往歴 

 

 

 

服薬 
なし•あり（                   ） 

 

禁忌薬剤 なし•あり（                   ） 

アレルギー なし•あり（                   ） 

発作 なし•あり（座薬等の対応  なし•あり） 

医療的ケア 

なし・ 

あり（経管栄養・吸引・褥癒処置・尿管カテーテル・ 

浣腸・座薬）その他（     ） 

必要補装具 
車椅子・杖・補聴器・（              ） 

 

介護上の注意点 
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身体の状況等 

 

 

 

特記事項 

（認知症の状態等） 

 

 

 

現在（過去に）利用し

ている施設・事業所等

（ヘルパー含む） 

 

 

 

 

年  月  日 

災害時の救援活動に役立てる個人情報として、三芳町福祉施設連絡協議会会員施設

及び災害支援関係者に上記を提供することに同意します。 

 

身元引受人                続柄（    ） ㊞ 
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別表３ 

 

第 8 条関連 提供可能物品一覧 

整理番号 物品 

1 クラッカー 

2 アルファ米 

3 粉ミルク 

4 飲料水 

5 生理用品 

6 多人数用救急箱（消毒液・ガーゼ・三角巾等） 

7 毛布（真空パック加工済み） 

8 食器セット（食器・皿・コップ・はし・フォーク） 

9 下着セット（シャツ・パンツ・靴下）（真空パック加工済み） 

10 タオル（真空パック加工済み） 

11 トイレットペーパー 

12 ローソク（マッチ付） 

13 サージカルマスク（抗菌マスクスプレー付） 
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資料 8-21 避難場所誘導案内付電柱広告に関する協定書 

 

避難場所誘導案内付電柱広告に関する協定書 

 

三芳町（以下「甲」という。）と、東電タウンプランニング株式会社埼玉総支社（以下

「乙」と 

いう。）は、三芳町内における避難場所誘導案内付電柱広告（以下「広告」という。）の掲

出につい 

て、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、三芳町内に広告を掲出することにより、住民等に対し災害時における

避難場所の周知をすることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この協定において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 避難場所誘導案内付電柱広告乙の実施している電柱広告事業において、民間企業な

どの電柱広告（巻広告）と併せて避難場所の誘導案内表示を記載するものをいう。 

(2) 避難場所甲が定める避難場所をいう。 

(3) 広告主本協定の趣旨に賛同する民間企業などをいう。 

 

（避難場所の情報提供） 

第３条 甲は、広告の掲出のために必要な避難場所の情報を乙に提供し、本協定の目的の実

現に必要な指導・協力を行うものとする。 

 

（乙の業務） 

第４条 乙は次に掲げる事項を誠実に実行するものとする。 

(1) この協定の趣旨に賛同する広告主を募り、第６条に基づき広告の掲出ならびに維持

管理を行うこと。 

(2) 広告の掲出状況について、掲出状況の変更時及び甲が求める時に報告を行うこと。 

(3) 避難場所の変更等により、広告の表示に訂正が生じた場合は、甲と協議のもと必要

な処置を講ずること。 

 

（広告の仕様） 

第５条 広告の仕様は、「避難場所誘導案内付電柱広告デザイン」を基本とする。 

 

（広告の掲出） 
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第６条 広告に表示する避難場所については、広告掲出場所から極力近距離の避難場所とす

る。但し、地域の状況により、これにより難い場合には、甲の判断に基づき決定する。 

２ 広告の掲出については、甲乙協議の上、法令等を遵守すると共に公序良俗に反しないも

のとする。 

 

（経費） 

第７条 広告の掲出にあたり、必要な経費は広告主および乙が負担し、甲はその一切を負担

しないものとする。 

 

（協議） 

第８条 この協定の実施に関し必要となる事項及び協定に定めのない事項又は協定の解釈に

疑義が生じた場合には、甲乙協議の上、決定する。 

 

（有効期間） 

第９条 この協定は、協定締結の日からその効力を有するものとし、甲または乙が書面をも

って協定終了の通知をしない限り、その効力は継続するものとする。 

 

この協定の成立を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙はそれぞれ記名押印のうえ、

各１通を所有するものとする。 

 

平成２７年２月１２日 

 

甲  埼玉県入間郡三芳町大字藤久保 1100 番地 1 

埼玉県入間郡三芳町 

三芳町長  林 伊佐雄 

 

乙  さいたま市北区日進町二丁目５２０番地 

東電タウンプランニング株式会社 埼玉総支社 

総支社長  小池 猛 
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資料 8-22 上赤坂中継ポンプ所の震災時等給水に関する覚書 

 

埼玉県（以下「甲」という。）と三芳町（以下「乙」という。）とは、甲が上赤坂中継ポ

ンプ所内に設置した震災時等給水施設（以下「施設」という。）における給水に関し、次の

とおり覚書を締結する。 

 

（目的） 

第 1 条 この覚書は、震災時等の給水体制を強化するために必要な事項を定めることにより、

施設の適正な管理と円滑な運用を図ることを目的とする。 

（施設の位置付け） 

第 2 条 施設は、埼玉県地域防災計画の定めるところにより、乙の給水要請に基づき、甲が

給水を実施するための施設である。 

（連絡系統等） 

第 3 条 甲と乙は、毎年度当初、連絡体制表を相互に取り交わし、連絡系統の確認を行うと

ともに年に一度、施設の現地状況の立会い確認を行う。なお、乙単独で施設の現地確認等

を行うときは、日時等について、事前に甲と協議すること。 

（給水の実施） 

第 4 条 甲は、乙から給水要請があったときは、施設において直ちに給水車両等への給水を

実施するものとする。 

（緊急措置） 

第 5 条 乙は、甲がやむを得ない事情により前条の給水ができないとき、門の開錠と施錠、

門の開閉、給水ポンプ盤におけるポンプの運転・停止操作、給水栓の開閉、給水ホースに

よる給水を行うことができるものとする。なお、乙は、作業中に第三者が施設内に入らな

いよう対応するものとする。 

2 甲は、乙に対し、前項の作業に必要な門等の鍵を無償で貸与するものとする。 

（原因者負担） 

第 6 条 甲又は乙が自己の責により施設に損傷を与えたときは、それぞれ原因者の負担によ

り復旧するものとする。なお、施設の利用に係る水の使用料、電気料金、燃料費等につい

ては、甲の負担とする。 

（補償） 

第 7 条 施設での作業中における乙の職員の災害補償費は乙の負担とするが、乙の職員の傷

病に対する応急的な治療費については甲の負担とする。 

（協議） 

第 8 条 この覚書に定めのない事項若しくは疑義が生じたとき、又はこの覚書を変更しよう

とするときは、甲と乙がその都度協議して定めるものとする。 

（施行期日） 

第 9条 この覚書は、平成 31 年 2月 1 日から施行する。 

（有効期間） 

第 10 条 この覚書の有効期間は、施設が供用されている限りとする。 
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この覚書を成立するため、本書 2 通を作成し、甲、乙記名押印の上、各自 1 通を保有する。 

 

平成 31年 2 月 1日 

 

甲 埼玉県さいたま市桜区大字宿 618 

埼玉県 

埼玉県大久保浄水場長  松永 和高 

 

乙  埼玉県入間郡三芳町大字藤久保 1100 番地 1 

三芳町水道事業 

三芳町  長林 伊佐 
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資料 8-23 応急給水装置の貸与及び使用に関する確認書 

 

埼玉県企業局（以下「甲」という。）が、三芳町（以下「乙」という。）へ貸与する応急

給水装置（以下「給水装置」という。）の管理等について、次のとおり確認書を取り交わ

す。 

（目的） 

第 1条 この確認書は、災害等緊急時の応急給水体制を強化するために配備する給水装置の

管理及び使用について定めるものである。 

（給水装置の貸与） 

第 2条 甲は、乙に対し、給水装置貸与表に掲げる給水装置を無償で貸与する。ただし、そ

の保管に要す費用は乙の負担とする。 

（貸与期間） 

第 3条 給水装置の貸与期間は、本確認書の締結時から甲が乙へ返却を求めるまでの期間と

する。 

（給水装置の保管） 

第 4条 給水装置の保管場所は、原則として県営水道送水管空気弁の近隣に所在する乙の指

定避難場所に備え付けの防災資機材置場等で施錠可能な場所とする。 

（給水装置の管理） 

第 5条 乙は、給水装置を良好な状態で管理し、転貸や譲渡をしてはならない。 

2 甲は、乙に対して給水装置の保管場所及び状況を報告させることができる。 

（給水装置の使用） 

第 6条 乙は、給水装置を災害等緊急時及び訓練等の目的以外に使用してはならない。 

2 乙は、災害発生時等において、応急給水を行う必要がある場合は、設置する空気弁を甲

に報告した上で給水装置を使用するものとする。 

（連絡担当） 

第 7条 甲及び乙は、この確認書に定める事項の連絡窓口として、各々連絡担当を定めるも

のとする。 

（定めのない事項） 

第 8条 この確認書で定めのない事項については、甲乙協議のうえ定める。 

 

本確認書締結の証として本書 2通を作成し、甲・乙記名捺印のうえ各 1通を保管する。 

 

平成 26年 1l 月 10 日 

埼玉県さいたま市浦和区高砂三丁目 14番 21 号 

甲 埼玉県 

埼玉県企業局水道部長  久保田 広志   印 

 

埼玉県入間郡三芳町大字藤久保 1047 番 1 

乙 三芳町 

三芳町上下水道課長   前嶋 功     印 
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給水装置貸与表  

管理

番号 
名称名称 数

量 

単
位 

避難所及び保管場所 備考 

三芳

1 

応急給水装置 

応急給水栓 1 

給水ホース 5×20m 

空気弁用玉押器 1 

玉押器用開栓器 1 

鉄蓋開閉用バール 1 

1 式 

新所沢幹線 A34 付近を給水場

所として使用 

三芳町大字上富 1382 番地付近 

（対象空気弁） 

新所幹線 

A34 

（保管場所） 

三芳町浄水場 

三芳町大字藤久保 1047ー1 

三芳

2 

応急給水装置 

応急給水栓 1 

給水ホース 5×20m 

空気弁用玉押器 1 

玉押器用開栓器 1 

鉄蓋開閉用バール 1 

1 式 

三芳支線 A4 付近を給水場所と

して使用 

三芳町大字藤久保 1012 番地付近 

（対象空気弁） 

芳支 A4 

（保管場所） 

三芳町浄水場 

三芳町大字藤久保 1047-1 

三芳

3 

応急給水装置 

応急給水栓 1 

給水ホース 5×20m 

空気弁用玉押器 1 

玉押器用開栓器 1 

鉄蓋開閉用バール 1 

1 式 

新所沢幹線 A19 付近を給水場

所として使用 

三芳町大字竹間沢東 2 番地 2 付近 

（対象空気弁） 

新所幹線 

A19 

（保管場所） 

三芳町浄水場 

三芳町大字藤久保 1047ー1 

 

  



 

112 

資料 8-24 災害時における三芳町内郵便局 三芳町間の協力に関する覚書 

 

三芳町内郵便局代表三芳郵便局長、（以下「甲」という）及び三芳町長（以下「乙」とい

う）は、三芳町内に発生した地震その他による災害時において、相互の友愛精神に基づき、

三芳町及び三芳町内郵便局が相互に協力し、必要な対応を円滑に遂行するため、次のとおり

覚書を締結する。 

 

（用語の定義） 

第１条 この覚書において、「災害」とは災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第

２条１号に定める被害をいう。 

 

（協力要請） 

第２条 甲及び乙は、三芳町内に災害が発生し、次の事項について必要が生じた場合は、相

互に協力を要請することができる。 

(1) 緊急車両等としての車両の提供 

（車両を所有する場合に限る。ただし、郵便配達用車両は除く。） 

(2) 乙が所有し、又は管理する施設及び用地の提供 

(3) 地方公共団体又は当社が収集した被災者の避難所開設状況及び（同意の上で作成し

た）避難者リスト等の情報の相互提供 

(4) 郵便局ネットワークを活用した広報活動 

(5) 災害救助法適用時における郵便業務に係る災害特別事務取扱及び援護対策 

ア 災害地の被災者に対する郵便葉書等の無償交付 

イ 被災者が差し出す郵便物の料金免除 

ウ 被災地あて救助用郵便物等の料金免除 

エ 被災地あて寄付金を内容とする郵便物の料金免除 

(6) 甲が郵便物の配達等の業務中に発見した道路等の損傷状況の地方公共団体等への情

報提供 

(7) 避難所における臨時の郵便差出箱の設置 

(8) 株式会社ゆうちょ銀行の非常払及び株式会社かんぽ生命保険の非常取扱いについて、

各社から要請があった場合の取扱い 

(9)前各号に掲げるもののほか、要請のあったもののうち協力できる事項 

 

（協力の実施） 

第３条 甲及び乙は、前条の規定により要請を受けたときは、その緊急性に鑑み、業務に支

障のない範囲内において協力するものとする。 

 

（経費の負担） 

第４条 第２条に規定する協力要請に対して、協力した者が要した経費については、法令そ

の他に別段の定めがあるものを除くほか、適正な方法により算出した金額を、要請した者

が負担する。 
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２ 前項の規程により、負担すべき金額は、適正な方法により算出するものとし、甲乙協議

の上、決定するものとする。 

 

（災害情報連絡体制の整備） 

第５条 甲及び乙は、安否情報等の連絡体制を整備するため、その方策について協議するも

のとする。 

 

（情報の交換） 

第６条 甲及び乙は、相互の防災計画の状況及び協力要請事項に関し、必要に応じて情報交

換を行う。 

 

（連絡責任者） 

第７条 この協定に関する連絡責任者は、それぞれ次のとおりとする。 

甲 三芳郵便局 総務部長 

乙 三芳町役場 自治安心課長 

 

（協議） 

第８条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じた場合は、両者で協議し

決定する。 

 

（有効期間） 

第９条 この協定の有効期間は、平成２５年９月２日から平成２６年９月１日までとする。 

ただし、甲又は乙から書面による解約の申し出がないときは、有効期間最終日から

起算し、さらに１年間効力を有するものとする。 

 

この覚書の締結を証するため、この書面を２通作成し、甲乙両者が記名押印の上、各自そ

の１通を保有する。 

 

 

平成２５年９月２日 

三芳町内郵便局代表 

甲 埼玉県入間郡三芳町藤久保３２０ 

日本郵便株式会社三芳郵便局 

局  長   加納 尊         ㊞ 

埼玉県入間郡三芳町藤久保１１００－１ 

乙 三芳町 

三芳町長   林 伊佐雄        ㊞ 
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資料 8-25 災害発生時の協力に関する覚書 

 

（目的） 

第１条 この覚書は、三芳町内に発生した地震その他による災害時において、甲及び乙が相

互に協力し、必要な対応を円滑に遂行することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この覚書において、「災害」とは、災害対策基本法(昭和３６年法律第２２３号)第

２条第１号に定める被害をいう。 

 

（協力要請） 

第３条 甲及び乙は、三芳町内に災害が発生し、次の事項について必要が生じた場合は、相

互に協力を要請することができる。 

(1)緊急車両等としての車両の提供 

(車両を所有する場合に限る。ただし、郵便配達用車両は除く。) 

(2)甲又は乙が収集した被災者の避難所開設状況及び被災者の同意の上で作成した避難先

リスト等の情報の相互提供（様式第４号及び様式第５号） 

(3)郵便局ネットワークを活用した広報活動 

(4)災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）適用時における郵便業務に係る災害特別事

務取扱及び援護対策 

ア 災害地の被災者に対する郵便葉書等の無償交付 

イ 被災者が差し出す郵便物の料金免除 

ウ 被災地宛て救助用郵便物等の料金免除 

工 被災地宛て寄付金を内容とする郵便物の料金免除 

(5)乙が郵便物の配達等の業務中に発見した道路等の損傷状況の甲への情報提供 

(6)避難所における臨時の郵便差出箱の設置及び郵便局社員による郵便物の取集・交付等

並びにこれらを確実に行うための必要な事項 

(7)株式会社ゆうちょ銀行の非常払及び株式会社かんぽ生命保険の非常取扱い 

(8)前各号に掲げるもののほか、要請のあったもののうち協力できる事項 

避難者情報確認シート(避難先届)又は転居届の配布・回収を含む。 

 

（協力の実施） 

第４条 甲及び乙は、前条の規定により要請を受けた場合は、その緊急性に鑑み、業務に支

障のない範囲内において協力するものとする。 

 

（経費の負担） 

第５条 第３条に規定する協力要請に対して、協力した者が要した経費については、法令そ

の他に別段の定めがあるものを除くほか、適正な方法により算出した金額を、要請した者

が負担する。 
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２ 前項の規定により、負担すべき金額は、適正な方法により算出するものとし、甲乙協議

の上、決定するものとする。 

 

（災害情報連絡体制の整備） 

第６条 甲及び乙は、安否情報等の連絡体制を整備するため、その方策について協議するも

のとする。 

 

（情報の交換） 

第７条 甲及び乙は、相互の防災計画の状況、協力要請事項に関し、必要に応じて情報交換

を行う。 

 

（連絡責任者） 

第８条 この覚書に関する連絡責任者は、それぞれ次のとおりとする。 

甲 三芳町 自治安心課長 

乙 日本郵便株式会社 三芳郵便局 総務部長 

 

（協議） 

第９条 この覚書に定めのない事項及びこの覚書に関し疑義が生じた場合は、両者で協議し

決定する。 

 

 

以下余白  
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資料 8-26 非常災害時における緊急支援に関する協定書 

 

三芳町（以下「甲と」いう。）と三芳町災害対策協力会（以下「乙」という。）は、三芳

町内における大規模な地震、火災、風水害等（以下「非常災害」という。）の発生時の緊急

支援に関する協定を次のとおり締結する。 

 

（目的） 

第 1 条 この協定は、三芳町内に非常災害が発生した場合において、三芳町地域防災計画

（以下「防災計画」という。）に基づき、次の各号について、甲が乙に協力を要請するこ

とに関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

(1) 道路の応急復旧（防災計画の該当箇所参照） 

(2) 応急仮設住宅の建設及び被災住宅の応急修理（防災計画の該当箇所参照） 

(3) その他、甲において必要と認める支援活動 

（要請） 

第 2 条 前条に基づき甲が乙に協力を要請した場合においては、乙は、要請事項について適

切な措置を講ずるとともに、その措置事項を甲に報告するものとする。 

（経費の負担） 

第 3条 甲の協力要請により乙が要した費用は、甲の負担とする。 

（協議事項） 

第 4 条 この協定に定めのない事項、及びこの協定の運用について疑義が生じたときは、甲

乙協議して定めるものとする。 

（適用と更新） 

第 5 条 この協定の適用は、締結の日から平成 20 年 3 月 31 日までとする。ただし、甲又は

乙から期間満了 1 か月前までに相手方に対し、書面により特段の意思表示がない場合は、

この協定を 1年間更新し、以後同様とする 

 

この協定の締結を証するため、本書 2 通を作成し、甲乙記名押印の上、各 1 通を保有する。 

 

平成 19年 6 月 11 日 

 

埼玉県入間郡三芳町大字藤久保 1100 番地 1 

甲  埼玉県入間郡三芳町 

三芳町長  鈴木 英美 

 

埼玉県入間郡三芳町大字上富 1294 番地 1 

乙  三芳町災害対策協力会 

会 長   青木 孝夫 
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三芳町災害対策協力会 会員名簿 

令和 5年 4月 1日現在 
 〒 住所 会社名 TEL FAX 

ア 1 354-0045 三芳町大字上富 523-1 （有）阿部商事 049-258-0183 049-259-4997 

2 354-0045 三芳町上富 1589-2 石坂産業（株） 049-259-1177 049-259-0687 

3 354-0044 三芳町北永井 308-3 （有）伊藤建設工業 049-259-3999 049-259-7049 

4 354-0045 三芳町上富 1678-1 （株）インフィールド 049-259-7172 049-293-7533 

5 354-0045 三芳町上富 513 ウィズグリーン（株） 049-258-6145 049-258-6120 

6 354-0041 三芳町大字藤久保 705-1 （株）エストコーポレーション 049-258-3155 049-258-3197 

7 354-0045 三芳町大字上富 1545-60 （有）江原設備 049-258-2390 049-259-8530 

8 354-0041 三芳町藤久保 1122-4 （株）オチアイ 049-258-6772 049-258-6774 

9 354-0044 三芳町大字北永井 501-5 （有）小幡土建工業 049-257-0407 049-257-0407 

力 10 354-0045 三芳町大字上富 1554-1 片山商事（株） 049-259-6741 049-258-6227 

11 354-0041 三芳町藤久保 27-47 関東グリーンサービス（株） 049-258-4706 049-258-4709 

12 352-0012 新座市畑中 3-1-5 （株）クマクラ 048-479-0391 048-479-0446 

13 359-0014 所沢市亀ケ谷 3-3 （有）駒設備 042-968-9783 042-968-9784 

サ 14 354-0024 富士見市鶴瀬東 2-2-17 （有）斉藤水道工業所 049-251-1363 049-254-6034 

15 354-0045 三芳町上富 1553-50 （樹三盛 049-258-6116 049-258-5676 

16 354-0044 三芳町北永井 391-3 三協測量設計（株） 049-259-1911 049-258-2375 

17 354-0044 三芳町北永井 836-3 塩野建設工業（株） 049-259-0800 049-259-0885 

18 354-0044 三芳町藤久保 3796-39 （株）ジオマックス 049-259-7878 049-259-7879 

19 354-0044 三芳町北永井 156-2 （有）シモヤマ工業 049-259-3272 049-293-1787 

20 354-0045 三芳町上富 264 昭和ガス（株） 049-258-5711 049-258-9866 

21 354-0045 三芳町上富 1311-3 新富電設（有） 049-258-3491 049-258-3488 

22 354-0045 三芳町上富 1545-23 （株）菅原工業所 049-258-4541 049-258-6709 

23 354-0045 三芳町上富 1550-3 （有）鈴木産業 049-258-4703 049-259-3405 

24 354-0044 三芳町北永井 884-15 （有）善光設備 049-258-9101 049258-8283 

夕 25 354-0044 三芳町北永井 574 大起建設（株） 049-258-3271 049-259-0020 

26 354-0041 三芳町大字藤久保 1081-1 大東ガス（株） 049-259-1113 049-259-1108 

27 354-0045 三芳町上富 1764-6 （株）大門造園 049-259-1200 049-259-1201 

28 354-0041 三芳町藤久保 3926 （有）高橋土木 049-258-1167 049-259-6131 

29 354-0043 三芳町竹間沢 658 （有）武井設備 049-258-3525 049-258-4537 

30 354-0041 三芳町藤久保 14-1 （有）谷合設備工業所 049-258-0882 049-258-0876 

31 356-0025 ふじみ野市仲 1-1-1 （有）富田設備工業所 049-261-0167 049-261-0486 

ナ 32 354-0045 三芳町大字上富 98 （有）中町住設工業 049-258-3940 049-259-3860 

33 354-0041 三芳町藤久保 3993-8 （株）西内工務店 049-258-2392 049-259-7353 

34 354-0041 三芳町藤久保 311-5 （有）西山電器 049-258-0951 049-258-0951 

35 354-0045 三芳町上富 559-1 （株）ニッパンレンタル 049-274-6636 049-274-6637 

Iヽ 36 354-0044 三芳町北永井 868 （有）船津商事 049258-0063 049-259-2771 

37 354-0041 三芳町藤久保 3878 フルカワ電設（株） 049-258-6446 049-259-1740 

38 354-0044 三芳町大字北永井 66-6 （有）細谷設備 049-258-3692 049-258-9247 

マ 39 354-0041 三芳町藤久保 3943-3 （有）マルナカ設備工業 049-258-2343 049-258-1551 

40 354-0041 三芳町藤久保 6534 ミクニ電気（株） 049-265-7107 049-265-7172 

41 354-0045 三芳町大字上富 1552 （有）三芳エアコンサービス 049-258-0470 049-258-9828 

42 354-0045 三芳町上富 1496-4 ミヨシトータルサービス（株） 049-258-3675 049-258-1964 

ヤ 43 354-0045 三芳町上富 1908-2 （株）矢島工務店 049-258-3665 049-258-3446 

44 354-0045 三芳町大字上富 2135 （有）吉野水道工業所 049-261-2390 049-266-2853 

45 354-0045 三芳町上富 196-2 リコ・スタイル（株） 049-258-1661 049-259-2838 

  



 

118 

分類9 緊急的な物資・設備・資源の供給に関する協定等 

 

資料 9-1 災害時における地図製品等の供給等に関する協定 

 

三芳町（以下「甲」という。）と株式会社ゼンリン（以下「乙」という。）とは、第１条

第(1)号に定める災害時において、乙が、乙の地図製品等（第２条に定義される）を甲に供

給すること等について、以下のとおり本協定を締結する。 

 

（目 的） 

第１条 本協定は、以下各号の事項を目的とする。 

(1) 甲の区域内で災害対策基本法第２条第１号に定める災害が発生し、又はそのおそれ

がある場合において、甲が災害対策基本法第 23 条の２に基づく災害対策本部（以下

「災害対策本部」という。）を設置したときの、乙の地図製品等の供給及び利用等に関

し必要な事項を定めること。 

(2) 甲乙間の平常時からの防災に関する情報交換を通じ、甲及び乙が連携して、防災・

減災に寄与する地図の作成を検討・推進することにより、市民生活における防災力の向

上に努めること。 

 

（定 義） 

第２条 本協定において以下の用語はそれぞれ以下の意味を有するものとする。 

(1) 「住宅地図」とは、三芳町全域を収録した乙の住宅地図帳を意味するものとする。 

(2) 「広域図」とは、三芳町全域を収録した乙の広域地図を意味するものとする。 

(3) 「ZNETTOWN」とは、乙の住宅地図インターネット配信サービス「ZNETTOWN」を意味

するものとする。 

(4) 「ID 等」とは、ZNETTOWN を利用するための認証 ID 及びパスワードを意味するもの

とする。 

(5) 「地図製品等」とは、住宅地図、広域図及び ZNETTOWN の総称を意味するものとする。 

 

（地図製品等の供給の要請等） 

第３条 乙は、甲が災害対策本部を設置したときは、甲からの要請に基づき、可能な範囲で

地図製品等を供給するものとする。 

２ 甲は、地図製品等の供給を求めるときは、別途定める物資供給要請書（以下「要請書」

という。）を乙に提出するものとする。但し、緊急を要する場合は、甲は、電話等により

乙に対して要請できるものとし、事後、速やかに要請書を提出するものとする。 

３ 乙は、地図製品等を供給するときは、甲に、別途定める物資供給報告書を提出するもの

とする。 

４ 本条に基づく地図製品等の供給にかかる代金及び費用は、次のとおりとする。 

(1) 乙が供給した地図製品等の代金は、別途甲乙が合意した場合を除き有償とする。 

(2) 地図製品等の搬送にかかる費用は、乙が負担するものとする。 
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（地図製品等の貸与及び保管） 

第４条 乙は、第３条第１項の規定に基づく地図製品等の供給とは別途、本協定締結後、甲

乙別途定める時期、方法により乙が別途定める数量の住宅地図、広域図及び ID 等を甲に

貸与するものとする。なお、当該貸与にかかる対価については無償とする。 

２ 甲は、前項に基づき乙が貸与した住宅地図、広域図及び ID 等を甲の事務所内において、

善良なる管理者の注意義務をもって保管・管理するものとする。なお、乙が、住宅地図及

び広域図の更新版を発行したときは、乙は、甲が保管している旧版の住宅地図及び広域図

について、甲から当該住宅地図及び広域図を引き取りかつ更新版と差し替えることができ

るものとする。 

３ 乙は、必要に応じ、甲に対して事前に通知したうえで、甲による地図製品等の保管・管

理状況等を確認することができるものとする。 

 

（地図製品等の利用等） 

第５条 甲は、第１条第(1)号に基づき災害対策本部を設置したときは、災害応急対策、災

害復旧・復興にかかる資料として、第３条又は第４条に基づき乙から供給又は貸与された

地図製品等につき、以下各号に定める利用を行うことができるものとする。 

(1) 災害対策本部設置期間中の閲覧 

(2) 災害対策本部設置期間中、甲乙間で別途協議のうえ定める期間及び条件の範囲内で

の複製 

２ 甲は、前項に基づき住宅地図の利用を開始したときは、速やかに別途定める乙の報告先

に報告するものとする。また、当該住宅地図の利用を終了したときは、速やかに従前の保

管場所にて保管・管理するものとする。 

３ 甲は、第１項にかかわらず、災害時以外の平常時において、防災業務を目的として、甲

の当該防災業務を統括する部署内において、広域図及び ZNETTOWN を利用することができ

るものとする。なお、甲は、本項に基づき広域図を複製利用する場合は、別途乙の許諾を

得るものとし、ZNETTOWN を利用する場合は、本協定添付別紙の ZNETTOWN 利用約款に記載

の条件に従うものとする。 

 

（情報交換） 

第６条 甲及び乙は、平常時から防災に関する情報交換を行うとともに、相互の連携体制を

整備し、災害時に備えるものとする。 

 

（有効期間） 

第７条 本協定の有効期間は、本協定末尾記載の締結日から１年間とする。但し、当該有効

期間満了の３ヶ月前までに当事者の一方から相手方に対し書面による別段の意思表示がな

い限り、本協定は更に１年間同一条件にて更新されるものとし、以後も同様とする。 

 

（協 議） 

第８条 甲乙間で本協定の解釈その他につき疑義又は紛争が生じた場合には、両当事者は誠

意をもって協議し解決に努めるものとする。 
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以上、本協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙それぞれ記名押印のうえ各１

通を保有する。 

 

 

平成 29年 10 月 20 日 

 

甲）埼玉県入間郡三芳町大字藤久保 1100-1 

三芳町 

三芳町長 林 伊佐雄 

乙）埼玉県さいたま市大宮区土手町１－２ 

株式会社ゼンリン 関東エリア統括部 

部長  園田 孝司 
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【添付別紙】 

ZNETTOWN 利用約款 

 

（定 義） 

第１条 本約款で次の各号に掲げる用語は、それぞれ当該各号に定める意味で用いるものと

します。 

(1) 「ID 等」 

本サービスを利用するための認証 ID 及びパスワードをいいます。 

(2) 「アクセス権者」 

対象機器を使用する甲の職員であり、かつ、ID等を使って本システムにアクセスする者をい

います。 

(3) 「対象機器」 

甲の庁内 LAN に接続された端末機器及び庁内業務での利用に限った端末機器をいいます。 

(4) 「本サービス」 

乙がアクセス権者からの要求に応じて本システムから対象機器に対して本データを送信する

サービスをいいます。 

(5) 「本システム」 

本サービスを提供するための乙が第三者に管理・運用を委託する WWW サーバ、回線、周辺機

器等の一連のシステムをいいます。 

(6) 「本データ」 

本サービスにおいて乙から提供される住宅地図データ、道路地図データ、別記データ、一般

種アイコン、その他各種データをいいます。 

 

（本約款の適用） 

第２条 本約款は、本協定書の内容の一部を構成するものとし、本サービスを甲が利用する

ことに関する一切に適用されるものとします。 

 

（本サービスの内容） 

第３条 乙は、本サービスの内容を任意に、甲に事前通知することなく変更することができ

るものとします。 

 

（本サービスの中断・中止） 

第４条 乙は、本サービスの改善などの理由により、甲に対する事前の通知なく本サービス

内容の変更、追加、削除を行うことができるものとします。 

２ 乙は、乙の事情により本サービスを中止する場合は、甲に事前に通知するものとします。 

３ 乙は、甲が本約款に違反したときは、事前の催告を要することなく、本サービスの提供

を中止することができるものとします。 

 

（本データの使用許諾） 

第５条 乙は、甲に対して、本データについて、以下の権利を非独占的に許諾します。 
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(1) 対象機器上で閲覧すること。 

(2) 本サービスにおいて予め備えられた機能を用いて、対象機器に PDF 形式でダウンロ

ードし、当該ダウンロードした対象機器に保存し、当該保存した本データを甲の防災業

務内で使用すること。 

(3) 本サービスにおいて予め備えられた機能を用いて、前号所定の対象機器が設置され

た部署内における防災業務の目的において紙媒体に印刷出力すること（本号に基づき印

刷出力した本データを以下「印刷地図」という。）。 

 

（甲の遵守事項） 

第６条 甲は、以下の事項を遵守するものとします。 

(1) アクセス権者に限り、乙に本データの送信を求めさせること。 

(2) ID 等を、善良なる管理者の注意をもって保管・管理するものとし、第三者に使用又

は利用させないこと。 

(3) 乙の指定する利用環境を確保・維持すること。 

(4) 本条第(1)号のために、アクセス権者の認証にあたり、その仕組み、システム等につ

いて現時点で取り得る技術的な対応等必要な措置を講ずること。 

(5) 本約款で明示的に許諾される場合を除き、本データの一部でも複製、加工、改変、

出力、抽出、転記、送信その他の使用及び利用をしないこと。 

(6) 本約款で明示的に許諾される場合を除き、本データ（形態の如何を問わず、その全

部又は一部の複製物、出力物、抽出物その他の利用物を含む。）の一部でも有償無償を

問わず、又は譲渡・使用許諾、送信その他いかなる方法によっても第三者に使用させな

いこと。 

(7) 本データを印刷出力するにあたり以下の事項を遵守すること。但し、事前に乙の許

諾を得た場合はこの限りではないものとします。 

イ） 印刷地図を第５条第(3)号所定の目的以外の目的で使用又は利用しないこと。 

ロ） 乙の指定する著作権表示等を印刷地図上に表示させること。 

ハ） 印刷地図を製本、冊子、ファイリング等のまとめた形態又は印刷地図同士を貼り

合わせた形態にして使用及び利用しないこと。 

ニ） 印刷地図を第三者に配布しないこと。 

ホ） 印刷地図のサイズは A３判以下とすること。 

(8) 本サービスの利用状況の記録（対象機器の台数、設置場所、アクセス権者の数等）

を作成し、かつ、乙が要請した場合には、これを閲覧又はコピーさせること。 

 

（不保証及び免責） 

第７条 乙は、本サービス又は本データが完全性、正確性、非侵害等を有することを保証す

るものではないものとします。 

２ 乙は、甲の本サービスの利用に伴い、甲又は第三者が被った損害について免責されるも

のとします。 

 

（権利の帰属） 
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第８条 本サービス及び本データに関する知的財産権は乙又は乙に権利を許諾した第三者に

帰属するものとします。 

 

（その他） 

第９条 甲は、乙の書面による事前の承諾なくして、本約款に基づく本サービスの利用権を

他に譲渡し又は担保に供してはならないものとします。 

 

以 上 
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資料 9-2 特設公衆電話の設置・利用に関する覚書 

 

特設公衆電話の設置・利用に関する覚書 

 

三芳町（以下「甲」という。）と東日本電信電話株式会社（以下「乙」という。）は、災

害が発生した際に乙の提供する非常用電話（以下「特設公衆電話」という。）の設置及び利

用・管理等に関し、次のとおり覚書を締結する。 

 

（目的） 

第 1 条 本覚書は、災害の発生時において、甲乙協力の下、被災者等の通信の確保を目的と

する。 

 

（用語の定義） 

第 2 条 本覚書に規定する「災害の発生」とは、災害救助法（昭和 22 年法律第 118 号。そ

の後の改正を含む。）第 2 条に規定する政令で定める程度の災害、または同様の事

象の発生により社会の混乱が発生していることをいう。 

2 本覚書に規定する「特設公衆電話」とは、甲乙協議のうえ定めた設置場所に電気

通信回線及び電話機接続端子を敷設し、災害の発生時に電話機を接続することで被

災者等へ通信の提供を可能とするものをいう。 

 

（特設公衆電話の設置場所及び設置箇所） 

第 3 条 特設公衆電話の設置に係る設置場所（住所・地番・建物名をいう。以下同じ。）及

び電気通信回線数については甲乙協議のうえ、乙が決定することとする。 

2 特設公衆電話の設置に係る設置箇所（設置場所の建物内における特設公衆電話を

利用する場所をいう。以下同じ。）については、甲乙協議のうえ甲が決定するもの

とする。 

3 本条第 1 項及び第 2 項における設置場所、設置箇所及びこれらに付随する設置に

かかる必要な情報（以下「設置場所等情報」という。）は甲乙互いに保管するもの

とする。なお、保管にあたっては、甲乙互いに情報管理責任者を任命し、その氏名

を別紙 1に定める様式をもって相互に通知することとする。 

 

（通信機器等の管理） 

第 4 条 甲は、特設公衆電話の配備に必要な設備において、配管・引込み柱・端子盤等を甲

の費用負担で設置するものとする。 

2 甲は、災害の発生時に特設公衆電話を即座に利用が可能な状態となるよう、甲所

有の電話機を適切な場所に保管の上、管理することとする。 

 

（電話回線等の配備） 
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第 5 条 乙は、特設公衆電話の配備に必要な設備において、屋内配線（モジュラージャック

を含む。以下同じ。）を乙の費用負担でもって設置することとする。 

 

（移転、廃止等） 

第 6 条 甲は、特設公衆電話の設置された場所の閉鎖、移転等の発生及び新たな設置場所が

発生した場合は、速やかにその旨を乙に書面をもって報告しなければならない。 

2 前項の設置に係る費用については、第 4 条及び第 5 条に基づき行うものとする。

ただし、設置箇所の移動に係る費用については甲の費用負担でもって行うものとす

る。 

 

（利用の開始） 

第 7 条 特設公衆電話の利用の開始については乙が決定するものとし、甲は特設公衆電話を

速やかに設置し、被災者等の通信確保に努めるものとする。 

ただし、設置場所の存在する地域において、特設公衆電話の設置場所が避難所とな

る場合においては、甲の判断により、利用を開始することができるものとし、甲は

乙に対し特設公衆電話の利用を開始した設置場所等情報を通知するものとする。 

 

（利用者の誘導） 

第 8 条 甲は、特設公衆電話を開設した場合、利用者の適切な利用が行われるよう、可能な

限り利用者の誘導に努めるものとする。 

 

（利用の終了） 

第 9 条 特設公衆電話の利用の終了については甲乙協議のうえ乙が決定するものとし、甲は

特設公衆電話を速やかに撤去するものとする。 

ただし、乙が利用終了を通知する前に、避難所を閉鎖した場合においては、甲は速

やかに特設公衆電話を撤去し、甲は乙に対し撤去した場所の連絡を行うこととする。 

 

（設置場所の公開） 

第 10 条 乙は、災害時の通信確保のために、特設公衆電話の設置場所等情報について、甲

と協議の上、乙のホームページ上で公開するものとする。 

 

（定期試験の実施） 

第 11 条 甲及び乙は、年に 1 回を目安として、災害発生時に特設公衆電話が速やかに設置

できるよう、別紙 2に定める接続試験を実施するものとする。 

 

（故障発見時の扱い） 

第 12 条 甲及び乙は、特設公衆電話を設置する電気通信回線について何らかの異常を発見

した場合は、速やかに相互に確認しあい、故障回復に向け協力するものとする。 

 

（目的外利用の禁止） 
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第 13 条 甲は、第 7 条に規定する利用の開始及び第 11 条に規定する定期試験を除き、特設

公衆電話の利用を禁止するものとする。 

2 乙は特設公衆電話の利用状況について、定期的に検査することとする。 

3 甲は、乙より目的外利用の実績の報告があった場合は、速やかに当該利用が発生

しないよう措置を講じ、その旨を乙に報告するものとする。 

4 前項の措置にかかわらず、甲の目的外利用が継続する場合は、抜本的な措置を甲

乙協議のうえ講ずるものとする。この場合において、特設公衆電話の撤去を行うこ

ととなった場合は、撤去に関する工事費用等及び甲が目的外利用により発生した分

の利用料は、甲が負担するものとする。 

 

（機密保持） 

第 14 条 甲及び乙は、本覚書により知り得た相手方の営業上、技術上の機密を、その方法

手段を問わず、第三者に漏洩してはならない。この義務は、本覚書終了後も同様と

する。 

 

（協議事項） 

第 15 条 本覚書に定めのない事項又は本覚書の解釈に疑義が生じた場合は、甲乙誠意をも

って協議のうえ定めるものとする。 

 

本覚書を証するため，本書 2 通を作成し，甲乙記名押印のうえ，各自がその 1 通を保有す

る。 

 

平成 27年 1 月 23 日 

 

甲 埼玉県入間郡三芳町藤久保 1100 番地 1 

埼玉県入間郡三芳町 

三芳町長  林 伊佐雄        印 

乙 埼玉県さいたま市浦和区常盤 5丁目 8番 17 号 

東日本電信電話株式会社 

取締役埼玉事業部長 

笠井 澄人        印 
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【別紙 1】 

 

情報管理責任者（変更）通知書 

 

「特設公衆電話の設置・利用に関する覚書」第 3 条に基づき、情報管理責任者（正）およ

び（副）を下記のとおり任命する。 

 

【三芳町】 

情報管理責任者 連絡電話番号 

（正） 

自治安心課長 

伊東 正男 

TEL 049-258-0019 

FAX 049-274-1009 

E-Mail chiiki@town.saitama-miyoshi.lg.jp 

（副） 

教育総務課長 

横山 通夫 

TEL 049-258-0019 

FAX 049-274-1056 

E-Mail kyousoumu@town.saitama-miyoshi.lg.jp 

 

【東日本電信電話株式会社】 

情報管理責任者 連絡電話番号 

（正） 

営業部 

公衆電話担当課長 

柳谷 辰哉 

TEL 048-833-1800 

E-Mail tatsuya.yanagiya@east.ntt.co.jp 

（副） 

営業部 

公衆電話担当主査 

木立 幹羊 

TEL 048-833-1800 

E-Mail kanshi.kidachi@east.ntt.co.jp 

 

三芳町  

 

三芳町長  林 伊佐雄 

 

 

東日本電信電話株式会社埼玉支店 

営業部 公衆電話担当課長 

      柳谷 辰哉 
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【別紙 2】 

 

特設公衆電話 定期試験仕様書 

 

三芳町および NTT 東日本は、下記に定める定期試験を年 1回を目安として、実施すること

に努めることとする。 

 

試験名 実施手順 備考 

Ⅰ．ＮＴＴによる

回線試験 

① ＮＴＴから特設公衆電話の電

気通信回線（モジュラージャ

ックまで）の回線試験を実施

します。 

☆ 試験については、自治体様

（避難所含む）への事前連絡

は 実施しません。また、自

治体様にて電話機を接続する

必要はありません。 

② 回線に異常が確認された場合

は、ＮＴＴの故障修理者を特

設公衆電話の設置場所に派遣

します。 

☆ 派遣については、事前に自治

体様へご連絡いたします。ま

た、回線の正常状態が、確認

された場合は、自治体様への

ご連絡は実施しません。 

③ ②の場合、ＮＴＴの故障修理

者が、特設公衆電話の設置場

所にて、 電気通信回線の修

理を実施します。 

 

Ⅱ．三芳町による

通話試験 

（避難所含む） 

① 各避難所等にて、モジュラー

ジャックに電話機を接続し、

自治体等の固定電話に電話を

かけ、正常に通話が出来るか

の確認を実施します。 

 

② 通話が出来ないまたは雑音が

入る等、異常が確認された場

合は、ＮＴＴ故障受付部門

（局番なしの１１３）へ連絡

願います。 
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資料 9-3 災害時における緊急設備支援に関する協定書 

 

三芳町（以下「甲」という）と株式会社セレスポ（以下「乙」という）は．地震、風水害

その他の災害が発生した場合における避難所開設に必災な設備の緊急支援に関し、次のとお

り協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条  この協定は、三芳町内に地震等の大規模な災合が発生した場合において、乙が保

有するテント等の資材を提供することにより迅速に避難所等を開設し、被災者の

救援に寄与することを目的とする。 

 

（要詰） 

第２条  甲は、災害発生時に乙のテント等資材の必要があると認めたときは、乙にその貸

与を要詰することができる。 

2 テント等資材の要請における甲の支援要請窓口及び乙の要請連絡先については、

別表 1 に定める。 

 

（要請事項の措置） 

第３条  乙は、甲から前条の要請を受けたときは、保有資材の在庫を邸認し、提供可能な

場合は速やかに対応数量を甲に報告するものとする。 

2 甲は乙からの報告を受け貸与を受ける数量を乙に連絡するものとする 

3 甲が乙に行う数量の連絡は FAX または電子メールで行うものとする。 

ただし、緊急を要する場合は、電話等により連絡し、事後速やかに書面により

交付するものとする。 

 

（テント等資材の取り扱い） 

第４条  甲は、避難所に緊急本部、救護物資受人、ポランティア受入、救護所等を目的と

したテント等資材を乙の流通センターまで取りに行くこととする。 

2 乙は、甲が指定した搬送業者にテント等資材を引き渡すものとする。 

3 テント等資材の使用終了後、甲は乙の流通センターまで返品するものとする。 

4 テント等資材について、その汚損、破壊及び紛失があった場合、乙は甲にその

弁済を請求出来るものとする。 

5 弁済価格については別表 2に定める。 

 

（テント等資材の受け渡し） 

第５条  乙が．甲の要請に基づきテント等資材を受け渡す場所は、乙が資材を保有する群

馬物流センターを基本とするが、乙の在庫管理上、受渡し倉庫を指定する場合も

ある。 

 

（テント等資材のレンタル料金） 
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第６条  テント等資材のレンタル料金は、災害発生直前における適正料金とし、乙は、協

定取り交わし時に料金表を甲に提出するものとする。 

 

（協定の期間） 

第７条  この協定の締結期間は、協定締結の日から今和 7 年 3 月 31 日までとし、協定内

容を変更する場合は、甲乙協議のうえ改めて協定書を締結するものとする。 

 

（協議） 

第８条  この協定に定めのない事項については、その都度、甲、乙協滋して定めるものと

する。 

 

この協定の締結を証するため、本書 2 通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各自 1 通を保

有する。 

 

 

 

令和６年４月１日 

 

甲 埼玉県入間郡三芳町大字藤久保 llO0 番地 l 

  三芳町 

  三芳町長    林 伊佐雄 

 

 

乙 東京都豊島区北大塚一丁目 21番 5 号 

株式会社セレスポ 

代表取締役   田代 剛 
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別紙－１ 

協定に関する補足事項 

 

本補足事項は、甲 三芳町  と、乙 株式会社セレスポ との間で令和６年４月１日に

締結された「震災時における緊急設備支援に関する協定書」を補足する事項に関して取り決

めたものです。 

 

甲 支援要請責任者 

※緊急時に使用する電話回線には◎印 

 

乙 震災サポート要請先 

※支援要請責任者については、令和 6年 4月 1日更新 

 

 テント等資材の受け渡し場所 
・群馬物流センター 住 所  群馬県前橋市亀里町 1073-36  
 連絡先  027-265-4221 
・大阪支店 大阪施エセンター 大阪市西淀川区福町 3-1-6 
 連絡先  06-6476-3300 
 
基本的に上記 2 ヶ所のセンターとするが、乙の在庫管理上受け渡し倉庫を別途指定することもある。 

  

災害用優先

電話 

① 049-258-0019（三芳町役場） 

② 049-258-0016（三芳町役場 301 会議室） 

代表電話番号 049-258-0019（三芳町役場） 

E－メール chiiki@town.saitama-miyoshi.lg.jp 

氏名 部署・役職 携帯電話番号  

鈴木 義勝 自治安心課長 070-5071-4302 
bousaimiyoshi2@ymobile.ne.jp  

災害用携帯電話 

大久保 淳 
自治安心課副課長兼 

自治協働・防犯担当主幹 
070-6564-8018 

bousaimiyoshi38@ymobile.ne.jp 

災害用携帯電話 

第
一
要
請
先 

名 称 株式会社セレスポさいたま支店 

所在地 埼玉県さいたま市浦和区常盤 7-1-1 大黒屋オフィスビル 4F 

責任者 支店長士心ヽカ貝ロ幹彦（しがみきひこ） 

緊 急 平日昼間 さいたま支店 TEL048(825)3271 FAX048(825)3274 

連絡先 
休日・夜間 志賀携帯電話 090-2632-2181 

E メール cs-saitama@cerespo.co.jp 

第
二
要
請
先 

名 称 株式会社セレスポ大阪支店 

所在地 大阪府大阪市中央区南船場 4-12-12 ニッセー心斎橋ウエストビル 7F 

責任者 支店長  古谷 園子（ふるたに そのこ） 

緊 急 平日昼間 大阪支店 TEL06(6258)0050 FAX06(6258)0051 

連絡先 
休日・夜間 古谷携帯電話 090-6821-4039 

E メール osaka@cerespo.co.jp 
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別表－２ 

 

弁済価格一覧 

 

本弁済価格一覧は、埼玉県三芳町（以下「甲」という。）と株式会社セレスポ（以下「乙」

という。）との間で、令和 6 年 4 月 1 日に取り交わされた「震災時における緊急設備支援に

関する覚書」を補足する事項に関して取り決める。 

 

 

品名 規格 単位 呼称 弁済単価 備考 

バイプテントシート 2 間×3間 I 張 33,000  

バイプテント骨材 2 間×3間 I 張 33,000  

テープル 750×1750 l 台 I2,530  

 

※本一覧掲載されていない商品の弁済価格につきましては都度お問合せください。 
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資料 9-4 災害時における仮設トイレの設置等に関する協定書 

 

災害時における仮設トイレの設置等に関する協定書 

 

 三芳町（以下「甲」という。）と日野興業株式会社埼玉支店（以下「乙」という。）とは、

三芳町内に地震等による災害が発生した場合（以下「災害時」という。）に、避難所等にお

いて被災した三芳町民が利用する仮設トイレの設置に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（仮設トイレ等の優先供給等に関する協力要請） 

第１条 災害時において、甲が仮設トイレを必要とするときは、乙に対し避難所等への優先

供給について協力を要請することができる。 

２ 前項の要請は、次の事項を明らかにして口頭や電話等により要請を行い、後日、速やか

に協力要請書によりその内容を通知するものとする。 

(1) 協力要請の内容及び必要量 

(2) 協力を希望する期間 

(3) 前各号に掲げるもののほか必要な事項 

 

（仮設トイレ等の優先供給に関する協力実施） 

第２条 乙は、甲から前条の規定に基づく要請を受けたときは、仮設トイレ等の優先供給及

び運搬について積極的に協力するものとする。 

 

（経費の負担） 

第３条 甲は、乙が供給した仮設トイレ等を設置するために要した経費について負担するも

のとし、甲が負担する経費の価格については、災害発生直前の市場価格とする。 

 

（設置） 

第４条 仮設トイレ等の設置場所は甲が指定するものとし、甲は、当該設置場所に職員を派

遣し、物資を確認のうえ受領するものとする。 

 

（情報の交換） 

第５条 甲及び乙は、相互の協力事項に関し、必要に応じて情報の交換を行う。 

 

（連絡担当者） 

第６条 甲及び乙は、この協定に関する連絡担当者を定め、それぞれ相手方に通知する。連

絡担当者を変更した時も同様とする。 

 

（有効期間） 

第７条 この協定の有効期間は、協定締結日からその年度末とする。 

２ この有効期間が満了する日の３ケ月前までに甲乙いずれからも協定解消の申出がない場

合は１年間延長するものとし、以降においてもまた同様とする。 
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（協議） 

第８条 この協定に定めのない事項及びこの協定の解釈に疑義が生じた場合は、必要に応じ

て、甲乙協議するものとする。 

 

この協定の成立を証するため本書を２通作成し、甲乙両者記名押印の上、各自その１通を

保有する。 

 

 

平成３０年１０月１日 

 

 

甲 埼玉県入間郡三芳町大字藤久保１１００番地１ 

三芳町 

三芳町長   林  伊 佐 雄 

 

 

乙 埼玉県さいたま市北区宮原町３－３７２ 

カシワ商事宮原駅前ビル５Ｆ 

日野興業株式会社 埼玉支店 

支店長   花 輪 亮 哉 
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資料 9-5 災害時における石油類燃料の確保及び供給の協力に関する協定書 

 

災害時における石油類燃料の確保及び供給の協力に関する協定書 

 

三芳町（以下｢甲｣という。）と埼玉県石油商業組合入間東部支部三芳班（以下｢乙｣とい

う。）は、三芳町内に地震、風水害その他の災害が発生し、又は発生するおそれがある場合

（以下｢災害時｣という。）における石油類燃料の確保及び供給に関し、次のとおり協定する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、災害時において甲が行う災害応急対策業務に、乙が行う石油類燃料の

確保、優先的な供給及び運搬への協力に関し、必要な事項を定める。 

（協力の内容） 

第２条 乙は、災害時における甲の緊急用車両（町の公用車含む。）、緊急物資輸送用車両、

応急対策用資器材等に使用する石油類燃料の供給要請に対し、積極的に応じるものとする。 

（要請の手続） 

第３条 前条の規定による要請は、災害対策本部長である町長が行うものとする。ただし、

災害時の状況により災害対策本部の担当課長からも協力の要請をすることができるものと

する。 

２ 甲が乙に要請するに当たっては、次に掲げる事項を口頭又は電話等をもって連絡するも

のとし、事後に甲は、次に掲げる事項を文書をもって乙に提出するものとする。ただし、

甲は、乙の了解を経て、文書の提出を省略することができる。 

（1） 要請を行った者の職名と氏名 

（2） 要請した理由 

（3） 要請数量 

（4） 履行期間 

（5） 納入場所 

（6） その他必要な事項 

（供給等業務） 

第４条 乙は、甲の要請により、石油類燃料を確保し、甲が指定する場所への運搬等につい

て積極的に協力するものとする。 

２ 前項の指定する場所への納入が困難な場合は、甲、乙協議のうえ納入を行うものとする。 

（経費の負担） 

第５条 乙が、前条の規定により協力したときは、甲は、その要請により要した経費を負担

する。 

（価格の決定） 

第６条 乙から供給を受ける石油類燃料の価格は、災害の発生する直前時における燃料単価

を基準とし、甲、乙協議して決定する。 

（請求及び支払い） 

第７条 乙は、石油類燃料の供給及び納入が完了したときは、納品書を添えて甲に請求する

ものとする。 
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２ 甲は、前項の規定による乙から請求があったときは、速やかに乙に支払うものとする。 

（情報の収集・提供） 

第８条 甲及び乙は、災害時において物価の高騰の防止等を図るため、協力して住民に対し

て迅速かつ的確な情報の提供に努めるものとする。 

（連絡責任者） 

第９条 この協定の実施に関する連絡責任者は、甲にあっては自治安心課長、乙にあっては

班長とする。 

（協定実施の円滑化） 

第１０条 甲と乙は、この協定に基づく協力の円滑な実施及びこの協定の実効性を高めるた

め、必要に応じて相互に情報の交換を行うものとする。 

（有効期間） 

第１１条 本協定の有効期間は、協定締結の日から平成２９年３月３１日までとする。ただ

し、協定期間満了の１か月前までに、甲、乙いずれかから協定解除または変更の申し出が

ないときは、さらに１年延長するものとし、その後においても同様とする。 

（協議） 

第１２条 この協定に関し定めのない事項及びこの協定に疑義が生じたときは、甲、乙協議

して定めるものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙押印の上、それぞれその１通を保

有する。 

 

平成２８年８月１８日 

 

埼玉県入間郡三芳町藤久保 1100-1  

甲 入間郡三芳町 

三芳町長  林 伊佐雄 

 

埼玉県入間郡三芳町竹間沢 602 

乙 埼玉県石油商業組合入間東部支部三芳班  

班  長  落合 利也 
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資料 9-6 災害時における応急生活物資供給等の協力に関する協定書(さいたまコープ) 

 

災害時における応急生活物資供給等の協力に関する協定 

 

三芳町（以下「甲」という。）と生活協同組合さいたまコープ（以下「乙」という。）は、

甲乙間において、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第 1 条 この協定は、三芳町内に地震、風水害その他の災害が発生し、又は発生するおそれ

がある場合（以下「災害時」という。）に、住民生活の早期安定を図るため、食糧、生活

必需品等（以下「応急生活物資」という。）の調達及び供給等について、必要な事項を定

めるものとする。 

 

（協力内容） 

第 2条 甲は、災害時に次の事項について、乙に対し、協力を要請することができる。 

(1) 応急生活物資の調達及び供給 

(2) 物資搬送車両の確保 

(3) 被災状況等の情報の提供 

2 乙は、甲から要請を受けたときは、乙の保有する商品等の優先供給及び運搬について積

極的に協力するものとする。 

 

（要請の方法） 

第 3 条 甲が乙に要請するにあたっては、次に掲げる事項を口頭、電話等をもって要請し、

事後に文書（様式第 1号）を提出するものとする。 

(1) 応急生活物資の種類及び数量 

(2) 応急生活物資の運搬先 

(3) その他必要な事項 

 

（報告） 

第 4 条 乙は、前条の規定に基づき協力したときは、次に掲げる事項を口頭、電話等で甲に

報告し、事後に報告書（様式第 2号）を提出するものとする。 

(1) 供給した応急生活物資の種類及び数量 

(2) 運搬に要した車両の数量及び従事者の人数(3)その他必要な事項 

 

（経費の負担） 

第 5 条 甲の要請に基づき、乙が第 2 条に定める応急生活物資の供給及び運搬に要する経費

のうち次の経費は、甲が負担するものとする。 

(1) 供給した応急生活物資に要する経費 

(2) 運搬車両及び従事者に要する経費 

(3) その他甲が負担すべき経費 
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（経費の請求） 

第 6条 乙は、業務が完了したときは、速やかに前条の費用を甲に請求するものとする。 

2 甲は、前項の規定により請求された内容を確認したうえ、適当と認めたときは、速やか

に乙に支払うものとする。 

 

（ボランティア活動への支援） 

第 7 条 乙は、乙の組合員に対し、甲の実施する防災ボランティアヘの協力を推進し、災害

時に実施する応急生活物資の配布等のボランティア活動を支援するものとする。 

 

（広域的な支援体制の整備） 

第 8 条 乙は、他の生活協同組合等との間で、災害時における相互支援の協定の締結等、広

域的な支援が受けられる体制の整備に努めるものとする。 

 

（連絡責任者） 

第 9 条 協定に基づく業務を円滑に遂行するため、甲及び乙は、連絡調整及び指示を行う連

絡責任者をあらかじめ指定し、それぞれ通知するものとする。 

 

（法令の遵守） 

第 10 条 この協定の施行に当たっては、消費生活協同組合法その他法令を遵守するものと

する。 

 

（協定の期間） 

第 11 条 この協定は、協定締結の日から効力を有するものとし、甲、乙いずれかから協定

の解消の申し出のない限り、同一の内容を持って継続するものとする。 

 

（協議） 

第 12 条 この協定に定めのない事項又は疑義が生じた事項については、甲乙協議して定め

るものとする。 

 

この協定の成立を証するため、本書 2 通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各 1 通を保有

する。 

 

 

平成 25年 1 月 23 日 

 

入間郡三芳町大字藤久保 1100 番地 1 

甲   三芳町 

三芳町長   林 伊佐雄 
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さいたま市南区根岸一丁目 5番 5号 

乙   生活協同組合さいたまコープ 

代表理事 

理事長    佐藤 利昭 
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第 1号様式（三芳町） 

 

応急生活物資の供給・輸送業務等要請書 

 

年  月  日 

 

様 

 

三芳町長           ㊞ 

 

 

「災害時における応急生活物資供給等の協力に関する協定書」第 3 条の規定に基づき、下

記のとおり協力を要請します。 

 

記 

 

協力要請業務 

事項 内容 

要 請 業 務  

実 施 日 時  

実 施 場 所  

連 絡 先  

備 考  

 

供給要請物資等 

品目 仕様 数量 必要とする場所 

    

    

    

    

 

※災害時における要請状況に応じて適宜様式を変更して使用する。 
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第２号様式（三芳町） 

 

応急生活物資の供給・輸送業務等報告書 

 

年  月  日 

 

三芳町長       様 

 

生活協同組合 さいたまコープ 

㊞ 

 

 

「災害時における応急生活物資供給等の協力に関する協定書」第 4 条の規定に基づき、下

記のとおり報告します。 

 

記 

 

協力業務 

事項 内容 

要 請 業 務  

実 施 日 時  

実 施 場 所  

業務従事 者  

連 絡 先  

備 考  

 

供給物資等 

品目 仕様 数量 必要とする場所 

    

    

    

    

 

※災害時における要請状況に応じて適宜様式を変更して使用する。 
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（別表）災害時応急生活物資（第２条関係） 

 

段階 

品目 
ライフラインストップ時 

ライフライン復旧時 

（電気・水道復旧時） 

食料品 飲料水 ■ 

飲料ジュース牛乳等） ■ 

 菓子パン ■ 

 バナナ ■ 

食品 レトルト食品（米飯等） 

 缶詰 

 即席カップ麺 

水・飲料 

菓子パン 

食パン 

バター・ジャム 

肉・魚・野菜 

レトルト食品 

インスタントコーヒー・お茶・紅茶 

衣料品・寝具  下着 

靴下 

日用品雑貨 ティッシュ 

トイレットペーパー 

オムツ（子ども・大人用） 

生理用品 

使い捨てカイロ 

蚊取り線香 

アルミホイル・ラップ 

ゴミ袋 

紙コップ・紙皿 

同左の他 

洗面用具・洗剤 

文房具 

マスク 

 

※ 品目は、上記の他、甲乙協議の上その都度指定できるものとする。 

※ ■印は、発災直後、最優先に調達すべき品目。 
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資料 9-7 災害時における応急生活物資供給等の協力に関する協定書(いるま野農協) 

 

災害時における応急生活物資供給等に関する協定書 

 

三芳町（以下「甲」という。）といるま野農業協同組合（以下「乙」という。）は三芳町

内における地震、風水害その他災害（以下「災害」という。）発生に際し、相互に協力して

災害時の町民生活の早期安定を図るために、応急生活物資の調達及び供給等に関する事項に

ついて協定を締結する。 

 

（協定事項の発動） 

第 1 条 この協定に定める災害時の協力事項は、原則として甲が災害対策本部を設置し、乙

に対して要請を行ったときをもって発動する。 

（応急生活物資供給の要請） 

第 2 条 災害時において甲が応急生活物資を必要とするときは、甲は、乙に対し乙の保有す

る商品の供給について要請できるものとする。 

（応急生活物資供給の協力実施） 

第 3 条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、保有する商品の範囲において

優先供給及び運搬について積極的に協力するものとする。 

（応急生活物資） 

第 4 条 甲が乙に要請する災害時の応急生活物資は、原則として被害の状況に応じ甲乙協議

しその都度決定するものとする。 

（応急生活物資供給の要請手続） 

第 5 条 甲は乙に対する要請手続は、文書をもって行うものとする。ただし、緊急を要する

ときは口頭又は電話等をもって要請し、事後、応急生活物資供給要請書（別記様式）を提

出するものとする。 

（応急生活物資の運搬） 

第 6 条 応急生活物資の運搬は、乙又は乙の指定する者が行うものとする。また、乙は、必

要に応じて甲に対して運搬の協力を求めることができる。 

（応急生活物資の引き取り） 

第 7 条 応急生活物資の引渡場所は、甲乙協議して決定するものとし、当該場所においての

乙の納品書等に基づき、甲が確認の上、引き取るものとする。 

（費用） 

第 8 条 第 3 条及び第 6 条の規定により乙が供給した商品の対価及び乙が行った運搬等の費

用については甲が負担するものとする。 

2 前項に規定する費用は、乙が保有する商品の供給及び運搬終了後、乙の提出する出荷認

定書等に基づき、甲乙協議の上、適正な価格を決定するものとする。 

（広域的な支援体制の整備） 

第 9 条乙は、他の農業協同組合等との間で、災害時における農業協同組合間相互支援等の広

域的な支援が受けられる体制の整備に努力するものとする。 
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（法令の遵守） 

第 10 条 この協定の施行にあたっては、農業協同組合法その他法令を遵守するものとする。 

（定めのない事項） 

第 11 条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じたときは、甲乙協議し

て定めるものとする。 

 

この協定の成立を証するため、本書 2 通を作成し、甲乙記名押印の上、それぞれ 1 通を所

持するものとする。 

 

平成 21年 7 月 1日 

 

埼玉県入間郡三芳町大字藤久保 1100 番地 1 

甲 三芳町 

町 長      鈴木 英美 

 

埼玉県入間市小谷田 4丁目 6番地 11 

乙 いるま野農業協同組合 

代表理事組合長  小澤 稔夫 
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別記様式（第５条関係） 

 

応急生活物資供給要請書 

 

年  月  日 

いるま野農業協同組合 

代表理事組合長        様 

 

三芳町町長 

 

災害時における応急生活物資供給等に関する協定第 5条の規定により、次のとおり要請し

ます。 

 

記 

 

応急生活物資名 規格等 数量 納入場所 納入日 
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資料 9-8 災害時における物資の供給等に関する協定書 

 

災害時における物資の供給等に関する協定書 

 

 三芳町（以下「甲」という。）と株式会社マミーマート（以下「乙」という。）は、次の

とおり災害時における生活物資の供給等に関する協定（以下「本協定」という。）を締結す

る。 

 

（目的） 

第 1 条 本協定は、地震、風雪水害、大火災等の大規模災害（以下「災害」という。）が発

生した場合に、甲が、乙の協力を得て被災者に対して、速やかにかつ円滑に物資を供給す

るなどし、以って甲の住民生活の安定に寄与することを目的とする。 

 

（協力内容） 

第 2 条 甲は、災害時において緊急に物資の調達が必要となった場合は、乙に必要な物資供

給の協力を要請することができ、乙は、この要請に対して乙の営業に支障のない範囲にお

いて可能な限り協力するものとする。 

2 乙は、災害が発生した場合若しくは発生する恐れがある場合において、甲から要請があ

ったときは、地域住民等の緊急避難先として乙の所有または管理する駐車場を甲に無償開

放するものとする。開放の期間については、甲乙協議の上決定するものとする。 

 

（支援要請） 

第 3 条 甲は、乙に対して前条の要請を行う場合、物資の品目や数量、緊急避難先とする場

所や期間等を個別具体的に明示した文書を以って行うものとする。 

 ただし、緊急の場合でやむをえず文書により要請できないときは、口頭等で要請し、事後

速やかに文書により通知するものとする。 

 

（物資の種類） 

第 4 条 本協定に基づく、甲の要請により乙が甲に供給する物資（以下「物資」という。）

の種類は次のとおりとする。 

(1) 食料品 

(2) 食器類 

(3) 日用品 

(4) その他甲が指定するものであって、乙が供給可能な物 

 

（物資の運搬、受渡し） 

第 5 条 乙の甲に対する物資の受渡し場所は、甲が状況に応じ指定するものとし、受渡し場

所までの物資の運搬は、原則として甲の費用負担により乙又は乙の指定する者が行うもの

とする。 
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 ただし、乙又は乙の指定する者による運搬が困難であると乙が判断した場合は、甲の指定

する者が受渡し場所までの物資の運搬を行うものとする。 

2 乙は、物資を甲乙間で事前に確認した身分証を提示する甲の職員又は甲の指定する者に

引き渡すものとし、当該引渡しを以って甲乙間における物資の受渡しの完了とする。 

 

（物資の価格・費用負担） 

第 6 条 前条 2 項による受渡しが完了した物資の対価及び乙が行った運搬等の費用は、甲が

負担するものとし、甲は、当該受渡し完了後、乙からの請求書に基づき、その対価並びに

費用を遅滞なく乙に対して支払うものとする。なお、物資の対価は災害の発生した直前の

乙の販売売価（乙の顧客向け価格）を基準とし、甲乙協議の上決定するものとする。 

 

（乙の営業について） 

第 7 条 災害が発生した場合で、乙が被災地において店舗施設の安全を確認した上で営業を

継続し又は再開するときは、乙は、甲のできうる限りの協力（事業運営上の許認可等）を

受けることができる。 

 

（有効期間） 

第 8 条 本協定の有効期間（以下「協定期間」という。）は、協定締結の日から 1 年間とす

る。 

 ただし、協定期間が満了する 1 ヶ月前までに、甲乙いずれからも相手方に対して協定解消

の申し出がない限り、本協定は同一条件でさらに 1 年間更新されるものとし、その後にお

いても同様とする。 

 

（協議事項） 

第 9 条 本協定に定めのない事項又は本協定の解釈に疑義が生じた場合は、誠意を持って甲

乙協議の上決定するものとする。 

 

 以上、本協定の成立を証するため、本書 2 通を作成し、甲乙記名押印の上各自それぞれ 1

通を保有する。 

 

 平成２７年 ８月１９日 

 

    埼玉県入間郡三芳町大字藤久保 1100 番地 1 

甲   三芳町 

    三芳町長 林 伊佐雄 

 

埼玉県さいたま市北区宮原町 2丁目 44番 1 号 

乙   株式会社マミーマート 

代表取締役社長 岩崎 裕文 
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資料 9-9 災害時における物資の供給等に関する協定書 

 

災害時における物資の供給等に関する協定書 

 

三芳町（以下「甲」という。）と株式会社カスミ（以下「乙」という。）は、災害時にお

ける生活物資の供給等に関し、以下のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、地震、風水害、大火災等の大規模災害（以下「災害」という。）が発

生した場合又は発生するおそれがある場合（以下「災害時」という。）において、被災者

に対し速やかにかつ円滑に物資を供給すること又は駐車場を開放することにより、住民生

活の安定に寄与することを目的とする。 

 

（協力内容） 

第２条 甲は、災害時において物資の調達が必要となった場合は、乙に物資の供給を要請す

るものとする。 

２ 乙は、前項に規定する要請を受けた場合は、乙の営業に支障のない範囲で、第４条に規

定する物資の供給を行うものとする。 

３ 甲は、発生した場合又は災害が発生するおそれがある場合は、乙に駐車場の開放を要請

することができる。この場合において、被災者の対応は、甲が行うものとする。 

４ 乙は、前項に規定する要請を受けた場合は、乙の所有し、又は管理する駐車場を可能な

範囲で甲に無償で開放するものとする。ただし、当該開放の期間や範囲等は、事前に甲乙

協議の上決定するものとする。 

 

（支援要請） 

第３条 前条第１項及び第３項の規定による要請は、甲が、乙に対し品目、数量、場所、期

間その他の協力に関し必要な事項を記載した文書を提出することにより行うものとする。 

２ 前項の規定に関わらず、文書による要請が困難なときは、甲は、口頭等により要請を行

うことができる。この場合において、甲は、当該文書の作成が可能となったときは、速や

かに当該文書を作成し、乙に提出するものとする。 

 

（物資の種類） 

第４条 第２条第２項の規定により甲に供給される物資（以下「物資」という。）は、次の

とおりとする。 

(1) 食料品 

(2) 食器類 

(3) 日用品 

(4) その他甲が指定するものであって、乙が供給可能なもの 

 

（物資の受渡し及び運搬） 
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第５条 物資の引き渡し場所は乙の店舗とし、甲が職員を派遣し、物資を確認のうえ、引き

取るものとする。ただし、乙が運搬可能な場合は、甲の指定する場所に物資を運搬するも

のとする。 

 

（物資の対価及び運搬の費用） 

第６条 前条の規定により乙が供給した物資の対価及び乙が行った運搬等の経費については、

甲が負担する。 

２前項に規定する費用は、災害発生直前における小売価格等を基準とし、甲と乙が協議の上、

決定するものとする。 

３甲は、前項の請求を受けた場合は、当該対価等を遅滞なく支払うものとする。この場合に

おいて支払の期日、方法等は、甲乙協議の上決定するものとする。 

 

（連絡責任者） 

第７条 この協定に基づく協力要請等を行うため、甲と乙はそれぞれに連絡責任者を置く。 

２ 甲の連絡責任者は三芳町自治安心課長とし、乙の連絡責任者は総務課長とする。 

 

（有効期間） 

第８条 この協定の有効期間（この条において「協定期間」という。）は、協定締結の日か

ら令和４年３月３１日とする。ただし、協定期間が満了する３か月前までに、甲又は乙の

一方から相手方に対し解約の意思表示がないときは、さらに１年間更新されるものとし、

以後この例による。 

 

（協議事項） 

第９条 本協定に定めのない事項又は本協定の解釈に疑義が生じた場合は、甲乙協議の上決

定するものとする。 

 

 以上、本協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙署名の上各自それぞれ１通を

保有する。 

 

 

 令和３年３月１９日 

 

埼玉県入間郡三芳町大字藤久保１１００番地１ 

甲   三芳町 

三芳町長 林 伊佐雄 

 

茨城県つくば市西大橋５９９番地１ 

乙   株式会社 カスミ 

執行役員 伊神 里美 
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資料 9-10 災害時における物資の供給等に関する協定書 

 

 三芳町（以下「甲」という。）と株式会社 有村紙工（以下「乙」という。）は、次のと

おり災害時における生活物資の供給等に関する協定（以下「本協定」という。）を締結する。 

 

（目的） 

第１条 本協定は、地震、風雪水害、大火災等の災害（以下「災害」という。）が発生した

場合に、甲が、乙の協力を得て被災者に対して、速やかにかつ円滑に物資を供給するなど

し、以って甲の住民生活の安定に寄与することを目的とする。 

 

（協力内容） 

第２条 甲は、災害時において緊急に物資の調達が必要となった場合は、乙に必要な物資供

給の協力を要請することができ、乙は、この要請に対して乙の営業に支障のない範囲にお

いて可能な限り協力するものとする。 

 

（支援要請） 

第３条 甲は、乙に対して前条の要請を行う場合、物資の品目や数量、緊急避難先とする場

所や期間等を個別具体的に明示した文書を以って行うものとする。ただし、緊急の場合で

やむをえず文書により要請できないときは、口頭等で要請し、事後速やかに文書により通

知するものとする。 

 

（物資の種類） 

第 4 条 本協定に基づく、甲の要請により乙が甲に供給する物資（以下「物資」という。）

の種類は次のとおりとする。 

(1) 段ボール製品（段ボールシート、段ボールケース及び段ボール間仕切り等） 

(2) 段ボール製簡易ベッド 

(3) その他甲が指定するものであって、乙が供給可能な物 

 

（物資の運搬、受渡し） 

第 5 条 乙の甲に対する物資の受渡し場所は、甲が状況に応じ指定するものとし、受渡し場

所までの物資の運搬は、原則として甲の費用負担により乙又は乙の指定する者が行うもの

とする。 

 ただし、乙又は乙の指定する者による運搬が困難であると乙が判断した場合は、甲の指定

する者が受渡し場所までの物資の運搬を行うものとする。 

２ 乙は、物資を甲乙間で事前に確認した身分証を提示する甲の職員又は甲の指定する者に

引き渡すものとし、当該引渡しを以って甲乙間における物資の受渡しの完了とする。 

 

（費用負担） 
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第 6 条 甲は、乙が供給したダンボール製品等を設置するために要した経費について負担す

るものとし、甲が負担する経費の価格については、災害発生直前の市場価格を基準とし、

甲乙協議の上決定するものとする。 

 

（情報交換） 

第 7 条 甲及び乙は、相互の連絡体制及び物資の供給等について情報交換を行い、災害時に

備えるものとする。 

 

（有効期間） 

第 8 条 本協定の有効期間（以下「協定期間」という。）は、協定締結の日から 1 年間とす

る。 

 ただし、協定期間が満了する 1 ヶ月前までに、甲乙いずれからも相手方に対して協定解消

の申し出がない限り、本協定は同一条件でさらに 1 年間更新されるものとし、その後にお

いても同様とする。 

 

（協議事項） 

第 9 条 本協定に定めのない事項又は本協定の解釈に疑義が生じた場合は、誠意を持って甲

乙協議の上決定するものとする。 

 

 以上、本協定の成立を証するため、本書 2 通を作成し、甲乙記名押印の上各自それぞれ 1

通を保有する。 

 

 

 令和２年２月３日 

 

 

 

埼玉県入間郡三芳町大字藤久保 1100 番地 1 

甲   三芳町 

    三芳町長 林 伊佐雄 

 

 

埼玉県入間郡三芳町大字上富 844 番地 2 

乙   株式会社 有村紙工 

代表取締役社長 有村 誠 
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資料 9-11 災害時における飲料の提供・調達に関する協定書 

 

三芳町(以下「甲」という。)とコカ・コーラボトラーズジャパン㈱(以下「乙」という。)

は、風水害・地震等の緊急時に必要な飲料の提供及び調達に関し、次のとおり協定する。 

 

（飲料の提供） 

第１条 甲は、三芳町内で震度５弱以上の地震または風水害等により大規模災害が発生した

場合等において、飲料の提供が必要となるときは、乙に対して次の事項について、協力を

要請することができる。 

(1) 災害発生時において、乙の設置した災害対応型自動販売機の機内在庫飲料 

２ 前項の機内在庫飲料を提供できる状態への設定は、甲が行うものとする。 

３ 第１項の要請は文書（様式第１号）をもって行うものとする。ただし、文章をもって要

請するいとまがないときは口頭で要請し、その後すみやかに文章を交付するものとする。 

（飲料の調達） 

第２条 甲は、三芳町内に災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、飲料の

調達の必要があると認めるときは、乙に対し、その保有する飲料の供給を要請することが

できる。 

２ 前項の要請は文書（様式第２号）をもって行うものとする。ただし、文章をもって要請

するいとまがないときは口頭で要請し、その後すみやかに文章を交付するものとする。 

（協力の実施） 

第３条 乙は、甲の要請を受けたときは、特別の理由がない限り、他の業務に優先して甲に

協力するものとする。 

（費用負担） 

第４条 第１条第１項に定める飲料の提供により発生した費用は、乙の負担とする。 

２ 第２条第１項に定める飲料の調達に要した費用は、引き渡しまでの運賃を含む災害発生

直前時における適正な価格（災害発生前の取引については取引時の適正な価格）を基準と

して、甲、乙協議して定める。 

（運搬） 

第５条 飲料の運搬は、甲乙相互に協力し、第１条第１項に定める場合にあっては甲が、第

２条第１項に定める場合にあっては乙が、これを行うものとする。 

（不可抗力等） 

第６条 甲は災害発生時における飲料提供である事を鑑み、乙が不可抗力等により、第１条、

第２条、第３条及び第５条に定める乙の義務を履行できない場合であっても、乙はその責

任を負わないものとする。 

（代金の支払い） 

第７条 甲が第２条第１項の規定に基づき引き取った飲料の代金は、引き取り後、すみやか

に支払うものとする。 

（連絡責任者） 

第８条 この協定に関する連絡責任者は、甲においては自治安心課長、乙においては支店長

とする。 
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（協定の期間） 

第９ 条協定期間は賃貸借期間と同一とし、３年間とする。 

（協議） 

第１０条 この協定に定めのない事項については、その都度、甲、乙協議して定める。 

 

令和６年９月１３日 
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様式第１号 

 

○○○第      号 

  年  月  日 

 

〇〇〇〇 様  

 

三芳町長 〇〇 〇〇   

 

災害時における飲料の提供について（依頼） 

 

 標記の件について、災害時における飲料の提供・調達に関する協定第１条の規定に基づ

き、下記のとおり要請いたします。 

 

記 

 

１ 自動販売機設置箇所 

 （１）財産名称 

 （２）所 在 地 

（３）貸付箇所 

２ 災害対策本部設置日 

   令和  年  月  日 午前・午後  時  分 

３ 電話要請日時 

   令和  年  月  日 午前・午後  時  分 

４ 担当課 

   三芳町    課 

   氏名      電話 

５ 対応者 

 

６ その他  
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様式第２号 

 

○○○第      号 

  年  月  日 

 

 〇〇〇〇 様 

 

三芳町長 〇〇 〇〇 

 

災害時における飲料の調達について（依頼） 

 

標記の件について、災害時における飲料の提供・調達に関する協定第２条の協定に基づ

き、下記のとおり要請いたします。 

 

記 

 

１ 飲料の種類及び数量 

 

２ 飲料搬入希望日時 

   令和  年  月  日 午前・午後  時  分 

３ 飲料搬入場所 

 

４ 災害対策本部設置日 

   令和  年  月  日 午前・午後  時  分 

５ 電話要請日時 

   令和  年  月  日 午前・午後  時  分 

６ 担当課 

   三芳町    課 

   氏名     電話 

７ 対応者 

 

８ その他  
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資料 9-12 災害時における飲料の提供・調達に関する協定書 

 

三芳町（以下「甲」という。）とダイドードリンコ株式会社（以下「乙」という。）は、

風水害・地震等の緊急時に必要な飲料の提供及び調達に関し、次のとおり協定する。 

 

（目的） 

第１条 甲は、三芳町内で震度５強以上の地震または風水害等により大規模災害が発生し災

害対策本部を設置した場合において、飲料の提供が必要となるときは、乙に対して次の事

項について、協力を要請することができる。 

（供給飲料の種類および数量） 

第２条 災害時に乙が甲に供給する飲料および数量は、次の各号に挙げる品目および数量と

する。 

(1) 品目：乙が取り扱う飲料（水・お茶・スポーツドリンク等） 

(2) 数量：自販機１台につき２ケース合計16ケース 

（供給の要請） 

第３条 甲は、前条による物資の供給を受けようとするときは、災害時物資供給要請書（様

式第１号）を乙に提出する。ただし、緊急を要する場合は口頭にて要請し、事後に文書を

提出する。 

（応急物資の供給） 

第４条 乙は、甲から前条による要請を受けたときは、可能な限り他に優先して甲に物資を

供給するものとする。 

２ 供給に係る物資の運搬は、乙又は別表に記載する乙の営業拠点が行う。ただし、乙若し

くは乙の営業拠点による運搬が不可能な場合又は早急な供給に支障が生じる恐れがある場

合等は、甲による運搬を妨げない。 

３ 前項後段の場合において、乙は、甲が当該物資の保管場所となる敷地又は建物に立ち入

る必要がある場合で、当該保管場所が乙の管理に属する場合はこれを認め、そうでない場

合は甲が立ち入ることが出来るよう手配すること。 

 

（費用負担） 

第５条 第２条各号に定める飲料は無償とし、供給に要する費用は乙の負担とする。 

（協定の有効期限） 

第６条 この協定は、協定締結の日からその効力を有するものとし、協定期間は賃貸借期間

と同一とし、３年間とする。 

（連絡責任者） 

第７条 この協定に関する連絡責任者は、甲においては自治安心課長、乙においてはダイド

ービバレッジサービス㈱所沢営業所長とする。 

（補則） 

第８条 この協定に定めのない事項またはこの協定の解釈に疑義を生じた場合は、甲乙誠意

をもって協議し、その解決に努めるものとする。 
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この協定の成立を証するため本書２通を作成し、甲乙それぞれ署名押印の上、各自１通を

保有する。 

 

令和６年９月１３日 

 

(甲) 埼玉県入間郡三芳町藤久保1100-1 

三芳町長 

                        

 

(乙)埼玉県さいたま市北区宮原町1-311-2 

ダイドードリンコ株式会社 

首都圏第二営業部長 

                        

 

  



 

158 

別表１（第４条第２項関係） 

 

営業拠点   
ダイドービバレッジサービス㈱ 

所沢営業所 

所 在 地 埼玉県所沢市南永井493-2 

電話番号 04-2951-2501 

 

別表２（第7条連絡責任者） 

連絡責任者   
ダイドービバレッジサービス㈱ 

所沢営業所長 

氏   名 上野 雅和 

電話番号 080-5761-6476 
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様式第１号 

 ○○○第  号  

令和  年  月  日  

ダイドードリンコ株式会社 

首都圏第二営業部長 齋藤 和男 様  

三芳町長  林 伊佐雄  

 

災害時における飲料の調達について（依頼） 

標記の件について、災害時における飲料の提供・調達に関する 

第２条の協定に基づき、下記のとおり要請いたします。 

 

記 

１ 飲料の種類及び数量 

  品     目           

貴社取扱い飲料       ケース 

２ 飲料搬入希望日時  

令和  年  月  日  午前・午後  時  分頃まで  

３ 飲料搬入場所  

 

４ 災害対策本部設置日  

令和  年  月  日  午前・午後  時  分  

５ 電話要請日時  

令和  年  月  日  午前・午後  時  分   

６ 担当課  

三芳町    課   

氏名         電話  

７ 対応者  

 

８ その他 
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資料 9-13 災害時におけるＬＰガスの優先供給に関する協定書 

 

 三芳町（以下「甲」という。）と埼玉県ＬＰガス協会所沢支部（以下「乙」という。）は、

三芳町内に地震・風水害及びその他の災害発生時又は災害発生の恐れがある場合（以下「災

害時」という。）に、避難所等に必要なＬＰガスの優先供給等に関し、次のとおり協定を締

結する。 

 

（目的） 

第１条 災害時において、甲がＬＰガスを必要とするときは、乙に対し避難所等への優先供

給について協力を要請することができる。 

 

（ＬＰガスの優先供給等に関する協力要請） 

第２条 前項の要請は、次の事項を明らかにして口頭や電話等により行い、後日、速やかに

協力要請書により次の内容を通知するものとする。 

(1) 協力要請の内容及び必要量 

(2) 協力を希望する期間 

(3) 前各号に掲げるもののほか必要な事項 

 

（ＬＰガスの優先供給等に関する協力実施） 

第３条 乙は、甲から前条の規定に基づく要請を受けたときは、乙に属する組合員の中から

事業者を指定し他に優先して甲の利用に供することができるようにするものとする。 

 

（費用の負担） 

第４条 甲は、乙からＬＰガスの提供を受けたときは、その経費を負担するものとする。 

２ 前項に要する費用の額は、災害時直前における価格を基準として、提供時に甲、乙が協

議して定めるものとする。 

 

（費用の請求） 

第５条 乙は、前条の費用を甲に対して、甲の指定する書面により請求する。 

２ 甲は、前項の規定により請求された内容を確認したうえ適当と認めたときは、速やかに

費用を乙に支払うものとする。 

 

（引き渡し） 

第６条 ＬＰガスの引き渡し場所は、甲が指定するものとし、甲は当該引き渡し場所に職員

等を派遣し、物資を確認のうえ引き取るものとする。 

 

（協定の帰還） 

第７条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、協定期間満了の

日の１箇月前までに甲乙いずれからも協定解消の申し出がない場合は１年間延長するもの

とし、以降においてもまた同様とする。 
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（協議） 

第８条 この協定に定めのない事項及び疑義が生じた場合は、必要に応じて甲乙協議のうえ

定めるものとする。 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙署名押印のうえ、各自１通を保有す

る。 

 

令和７年３月１３日 

 

 

甲 埼玉県入間郡三芳町大字藤久保 1100-1 

三芳町 

三芳町長  林 伊佐雄 

 

乙 埼玉県所沢市狭山ケ丘 1-3006-3 

埼玉県ＬＰガス協会所沢支部 

支部長   荻野 佳明 
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分類10 被災者支援に関する協定等 

 

資料 10-1 災害時における被災者支援に関する協定書 

 

災害時における被災者支援に関する協定書 

 

三芳町（以下「甲」という。）と埼玉県行政書士会（以下「乙」という。）とは、災害時

における被災者支援に関し、次のとおり協定を締結する。 

（目的） 

第 1 条 この協定は、三芳町内で地震災害、大雨災害、風災害、雪害等の自然災害、並びに

火災等の人為災害（大規模事故）が発生した場合（以下「災害時」という。）において、

被災者支援のための行政書士が関与できる業務相談（以下「行政書士業務相談」という。）

を相互に協力して実施することに関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

（行政書士業務相談） 

第 2条 この協定において「行政書士業務相談」とは、次に掲げる事項とする。 

（1）罹災証明書申請書類に関する相談 

（2）自動車登録申請書類に関する相談 

（3）相続関係書類に関する相談 

（4）許認可申請書類に関する相談 

（5）権利義務・事実証明関係書類に関する相談 

（6）その他行政書士法に定める業務に関する相談 

（相談対象） 

第 3条 行政書士相談を受けることが出来る者は、以下のとおりとする。 

（1）災害により被害を受けた三芳町内在住者（企業その他の団体等を含む） 

（2）災害により三芳町外から同町内に避難した者 

（3）前各号の者の親族、介護者、又は現に支援に当たっている者で、甲又は乙が必要と

認めたもの 

（支援業務の要請） 

第 4 条 甲は、被災者支援のため必要と認める場合、乙に対し、第 2 条に規定する行政書士

業務相談の実施を要請することができる。 

2 前項の規定による要請は、原則として災害時支援要請書（別記様式）により行うものと

する。ただし、緊急を要する場合は、電話、ファクシミリ等の方法により行い、後日、速

やかに災害時支援要請書を送付するものとする。 

（行政書士の派遣） 

第 5 条 乙は、前条第 1 項の規定により要請を受けた場合、速やかに乙の会員の中から行政

書士業務相談に従事するものを選定し、派遣するものとする。 

（相談場所の調整及び広報） 

第 6 条 甲は、災害時において、乙に対し協力の要請をする際には、被災者支援のための行

政書士業務相談を実施する場所の調整、及び支援活動の広報等に努めるものとする。 

（報告） 
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第 7 条 乙は、行政書士業務相談を実施した場合において、甲から報告を求められた場合、

行政書士業務相談の実施状況、その他必要な事項について書面により報告するものとする。 

（費用） 

第 8条 行政書士業務相談は無料とし、被災者からは報酬を受け取らないものとする。 

2 行政書士業務相談の実施に必要な人件費等の経費は、乙が負担するものとする。 

（有効期間） 

第 9 条 この協定の有効期間は、協定締結の日から 1 年間とする。ただし、この協定の解除

又は変更について、期間満了日の 1 か月前までに、甲及び乙のいずれかからも何らの意思

表示が無い場合は、更に 1年間延長されるものとし、その後においても同様とする。 

（協議） 

第 10 条 この協定に定めのない事項、及びこの協定に関して生じた疑義については、甲及

び乙が協議して定めるものとする。 

 

この協定の締結を証するため本書 2 通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その 1 通を保有

する。 

 

 

平成 29年 3 月 27 日 

甲 三芳町大字藤久保 1100 番地の 1 

三芳町 

三芳町長   林 伊佐雄 

乙 さいたま市浦和区仲町 3丁目 11 番 11 号 

埼玉県行政書士会 

会  長   荒岡 克巳 

 

  



 

164 

資料 10-2 災害時における被災者相談の実施に関する協定書 

 

災害時における被災者等相談の実施に関する協定書 

 

三芳町（以下「甲」という。）と埼玉司法書士会（以下「乙」という。）は、災害時にお

ける被災者等（被災者並びにその雇用主、従業者、相続人及び親族をいう。以下同じ。）か

らの相談（以下「被災者等相談」という。）に関し、以下のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条１号に定める災

害が発生した場合（以下「災害時」という。）において、被災者等相談の円滑かつ適切な

実施に資することを目的とする。 

（派遣要請等） 

第２条 甲は、災害時において被災者等相談の必要が生じたときは、乙に対して協力を要請

することができるものとする。 

２ 乙は、甲から前項に規定する要請（以下｢要請｣という。）を受けた場合は、速やかに被

災者等相談を行う司法書士（以下「相談員」という。）の派遣実施計画を作成し、甲に報

告するものとする。 

３ 乙は、前項に規定する派遣実施計画に基づき、甲が指定する相談窓口に相談員を派遣す

るものとする。 

４ 乙は、相談員を乙又は乙の関係団体の会員の中から選出するものとする。 

（被災者等相談の範囲） 

第３条 相談員は、次に掲げる相談を行うものとする。 

(1) 相続に関する相談 

(2) 不動産登記及び商業・法人登記に関する相談 

(3) 不在者財産管理制度及び相続財産管理制度に関する相談 

(4) 成年後見制度に関する相談 

(5) その他司法書士法に定める業務に関する相談 

（要請の方法） 

第４条 甲が要請を行うときは、乙に相談の内容、場所及び期間その他必要事項を明らかに

した別紙様式「災害時支援協力要請書」（以下「要請書」という。）を提出するものとす

る。ただし、要請書を提出することが困難な場合には、口頭等により要請することができ

る。 

（態勢整備等） 

第５条 乙は、災害時における甲の要請に対応できる態勢を確保するように努めるものとす

る。 

２ 乙は、要請に対応し、又は前項の態勢を確保するため、連絡態勢、連絡方法及び連絡手

段について、被災者等相談責任者を定め、平常時から連絡調整に努めるものとする。 

３ 乙は、甲から要請を受けた場合において、乙のみで対応できないときは、乙の関係団体

に支援を求めることができるものとする。 
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（費用負担） 

第６条 被災者等相談の実施に必要な人件費、調査費及び物件費は、乙が負担するものとす

る。ただし、甲から相談機材や相談場所等の提供を受ける場合はこの限りでない。 

（相談料） 

第７条 乙及び相談員は、被災者等相談の相談者から相談料を徴しないものとする。 

（情報交換） 

第８条 甲及び乙は、被災者等相談を円滑に実施できるよう、平常時から災害対策及び派遣

実施計画作成に必要な情報交換及び資料の提供を行うとともに必要に応じ協議を行うもの

とする。 

（連携） 

第９条 乙は、乙が被災者等相談を円滑に実施するに当たり、他機関と連携する必要がある

ときは、甲に他機関等との調整を申し入れ、当該調整を了した上、当該被災者等相談を実

施するものとする。 

（協定の存続期間） 

第１０条 この協定の存続期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、期間満了日の

１か月前までに甲又は乙から申出がなかった場合は、協定の存続期間が更に１年間自動延

長されるものとする。２年目以降も同様とする。 

（協議） 

第１１条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義が生じた事項については、

甲及び乙が協議して定めるものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有

する。 

 

平成２８年 ３月２３日 

 

    （甲） 入間郡三芳町大字藤久保１１００番地１ 

        三芳町 

        三芳町長  林 伊佐雄 

 

 

    （乙） さいたま市浦和区高砂三丁目１６番５８号 

        埼玉司法書士会 

        会 長   山嵜 秀美 
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資料 10-3 災害時における家屋被害認定調査に関する協定書 

 

災害時における家屋被害認定調査に関する協定書 

 

 三芳町（以下「甲」という。）と埼玉土地家屋調査士会（以下「乙」という）とは、地震、

風水害その他の災害（以下「災害」という）時における家屋被害認定調査（以下「認定調査」

という。）について、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、甲の町内において災害が発生した場合に、乙が甲に対して行う支援に

関し、その手続きを定め、円滑な支援が実施できるよう必要な事項を定めるものとする。 

 

（支援の内容） 

第２条 甲は乙に対し、次の事項について支援を要請することができる。 

(1) 災害にかかる住家の被害認定基準運用指針（平成１３年６月２８日府政防第５１８

号）に基づき、甲の職員と連携した市内家屋の調査に関すること。 

(2) 甲が発行したり災証明について、住民からの相談に関すること。 

 

（支援の要請） 

第３条 甲は乙に対し、前条に定める支援を受けようとする場合には、認定調査を実施する

所在地及び内容等、必要事項を記載した「被害認定調査要請書」（別紙様式１）をもって

行うものとする。ただし、緊急を要するときは口頭、電話等により要請することができる

ものとし、事後速やかに被害認定調査要請書を提出するものとする。 

 

（支援の実施） 

第４条 乙は、甲から前条の要請を受けた時は、被害認定調査要請承諾書（別紙様式２）を

提出するとともに、速やかに乙の会員を甲に派遣し、認定調査を実施するものとする。た

だし、特別な事情により支援ができない場合には、その旨を遅滞なく報告するものとする。 

 

（費用の負担） 

第５条 甲は、前条の規定により派遣された会員の人件費は負担しない。 

２ 乙が、甲の要請により認定調査を実施する場合の必要な資機材の費用については甲が負

担するものとする。 

 

（費用の請求） 

第６条 乙は、認定調査が完了したときは、速やかに前条第２項の費用を甲に請求するもの

とする。 

２ 甲は、前項の規定により、請求された内容を確認のうえ、適当と認めたときは速やかに

乙に支払うものとする。 

（守秘義務） 
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第７条 乙及び乙の会員は、認定調査の実施により知り得た秘密を他に漏らしてはならない。 

 

（従事者の災害補償） 

第８条 乙は、認定調査に従事した乙の会員が当該調査のために負傷し、疾病にかかり、又

は死亡した場合は、乙が別途加入する災害補償保険等により対応する。 

 

（有効期間） 

第９条 本協定の有効期間は、協定締結の日から平成２９年３月３１日までとする。ただし、

協定期間満了の１箇月前までに甲乙いずれかからの協定解除の申出がないときは、さらに

１年延長するものとし、その後においても同様とする。 

 

（協議） 

第 10 条 この協定に定めのない事項及びこの協定の実施に関して疑義が生じたときは、そ

の都度甲乙間で協議のうえ決定する。 

 

 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙署名押印のうえ、各１通を保有

するものとする。 

 

 

平成２８年７月１９日 

 

 

埼玉県入間郡三芳町大字藤久保１１００番地１ 

甲  三芳町 

               三芳町長 林 伊佐雄 

 

 

さいたま市浦和区高砂４丁目１４番１号 

乙  埼玉土地家屋調査士会 

 会  長 佐藤 忠治 
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別紙様式１（第３条関係） 

 

年   月   日 

（   時   分） 

被 害 認 定 調 査 要 請 書 
 

 

埼玉土地家屋調査士会会長 様 

 

三 芳 町 長 

 

災害時における家屋被害認定調査に関する協定第３条の規定により、次のとおり

要請します。 

 

１ 要請地域・内容 

 
内       容 備    考 

要請地域 三芳町 
 

認定調査内容 

 

（被害内容） 

地震被害、浸水被害、土砂崩れ被害 

 

その他（            ） 

 

 

その他の要請事項 

 

 

２ 要請人員    ＿＿＿＿＿＿＿＿名 

 

３ 集合場所    ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【要請担当者】 

担当課                             

氏 名                             

電 話                             

携 帯                             

F A X                              
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別紙様式２（第４条関係） 

 

 

年   月   日 

（   時   分） 

被 害 認 定 調 査 要 請 承 諾 書 
 

三 芳 町 長 様 

 

 

埼玉土地家屋調査士会会長 

 

  年  月  日  時  分に要請がありました件については、災害時におけ

る家屋被害認定調査に関する協定第４条の規定により次のとおり承諾します。 

 

１ 要請地域・内容 

 
内       容 備    考 

要請地域 三芳町 
 

認定調査内容 

 

（被害内容） 

地震被害、浸水被害、土砂崩れ被害 

 

その他（            ） 

 

 

その他の要請事項 

 

 

２ 要請人員    ＿＿＿＿＿＿＿＿名 

 

３ 集合場所    ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【派遣担当者】 

氏 名                             

電 話                             

携 帯                             

F A X                              
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資料 10-4 災害時における民間賃貸住宅の支援に関する覚書 

 

災害時に民間賃貸住宅の一時的利用を希望する被災者は、基本事項を確認の上、契約手続

きをすすめるものとする。 

 

1．基本的事項 

(1) 契約については、民間賃貸住宅の一時利用を希望する被災者と、社団法人埼玉県宅

地建物取引業協会埼玉西部支部の登録会員が管理している提供可能な民間賃貸住宅の所

有者との間で行う賃貸借契約によるものとする。 

(2) 賃料については、被災者が月ごとに民間賃貸住宅の所有者に支払うものとする。 

災害時対応のため、敷金（保証金）及び礼金については、被災者は支払うことを必要と

しないものとする。 

(3) 賃貸借契約の期間は、最長 2年間とする。 

(4) 契約事務手数料は、月額賃料の 0.5 か月分の金額とする。 

(5) 月額賃料は、10万円以内とする。 

(6) 住宅の基準としては、一戸あたり延床面積 29.7 ㎥（9 坪）とし、家族構成等により

調整することができる。 

 

2．契約手続き 

(1) 民間賃貸住宅の利用を希望する被災者は、三芳町役場自治環境課に申し出るものと

する。 

(2) 自治環境課は、社団法人埼玉県宅地建物取引業協会埼玉西部支部に照会し、登録会

員が管理している民間賃貸住宅の空き情報を提供するものとする。 

(3) 社団法人埼玉県宅地建物取引業協会埼玉西部支部は、民間賃貸住宅の賃貸借契約の

手続きを登録会員に代行させることができる 

 

平成 18年 6 月 16 日 

 

埼玉県入間郡三芳町大字藤久保 1100 番地 1 

甲  埼玉県入間郡三芳町 

   三芳町長  林 孝次 

 

埼玉県川越市仙波町 2丁目 5番地 9 

乙  社団法人埼玉県宅地建物取引業協会 

埼玉西部支部 

支部長   横田 庄平 
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資料 10-5 災害時における民間賃貸住宅の支援に関する協定書 

 

三芳町（以下「甲と」いう。）と社団法人埼玉県宅地建物取引業協会埼玉西部支部（以下

「乙」という。）とは、三芳町内で災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第2条第1号

に規定する災害（以下「災害」という。）が発生した場合の民間賃貸住宅の提供支援に関し、

次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第 1 条 この協定は、三芳町内に災害が発生し、家屋の倒壊や焼失等の理由により居住でき

なくなった被災者に対し、甲が乙に応急的な住宅として民間賃貸住宅への入居の支援を求

めることに関して、基本的事項を定めることを目的とする。 

（要請） 

第 2 条 甲は、災害時において被災者への応急的な住宅を確保するために、乙に対して、入

居可能な民間賃貸住宅の情報提供及び住宅提供の支援を要請するものとする。 

（協力） 

第 3 条 乙は、前条に基づく要請があった場合は、民間賃貸住宅の情報提供と住宅提供の支

援について、可能な限り甲に協力するものとする。 

（協議） 

第 4 条 この協定に定めのない事項、及びこの協定の運用について疑義が生じたときは、甲

乙協議して定めるものとする。 

（適用と更新） 

第 5 条 この協定の適用は、締結の日から平成 19 年 3 月 31 日までとする。ただし、甲又は

乙から期間満了 1 か月前までに相手方に対し、書面により特段の意思表示がない場合は、

この協定を 1年間更新し、以後同様とする 

 

この協定の締結を証するため、本書 2 通を作成し、甲乙記名押印の上、各 1 通を保有する。 

 

平成 18年 6 月 16 日 

 

埼玉県入間郡三芳町大字藤久保 1100 番地 1 

甲  埼玉県入間郡三芳町 

   三芳町長  林 孝次 

 

埼玉県川越市仙波町 2丁目 5番地 9 

乙  社団法人埼玉県宅地建物取引業協会 

埼玉西部支部 

支部長   横田 庄平 
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分類11 地域の包括的な連携に関する協定等 

 

資料 11-1 三芳町、大東ガス株式会社及び東京ガス株式会社のカーボンニュートラルのまち

づくりに向けた包括連携に関する協定書 

 

三芳町（以下「甲」という。）、大東ガス株式会社（以下「乙」という。）及び東京ガス

株式会社（以下「丙」という。）は、次のとおりカーボンニュートラルのまちづくりに向け

た包括的な連携に関する協定を締結する。 

 

（連携事項） 

第１条 甲、乙及び丙は、次に掲げる事項について連携し協力する。 

(1) カーボンニュートラルのまちづくりに関する事項。 

(2) エネルギーの地産地消に関する事項。 

(3) エネルギーデータの活用等によるエネルギー最適化に関する事項。 

(4) 地域の防災機能強化などレジリエンス強化に関する事項。 

(5) 地域の目線で新しい価値や営みを創る価値共創に関する事項。 

(6) 学校等における環境エネルギー教育や食育等を通じた啓発活動に関する事項。 

(7) 各種取組における専門的人材の支援強化に関する事項。 

(8) その他三芳町民のサービス向上に関する事項。 

２ 甲、乙及び丙は、前項に定める連携事項にかかる取組を効果的に推進するため、定期的

に協議を行うものとし、具体的な取組内容及び実施方法は、甲乙丙合意の上、別途書面に

て定めるものとする。 

 

（協定の見直し） 

第２条 甲、乙又は丙のいずれかが、本協定の内容につき変更を申し出たときは、その都度

協議の上、必要な変更を行うものとする。 

 

（期間） 

第３条 本協定の有効期間は、本協定締結日から１年間とする。ただし、期間満了の１か月

前までに甲、乙又は丙のいずれかから書面による解約の申し出がないときは、同一内容で

更に１年間継続し、以後も同様とする。 

 

（守秘義務） 

第４条 甲、乙及び丙は、本協定に基づく活動において、相手方から知り得た秘密情報につ

いて、本協定の有効期間中か有効期間満了後かを問わず、第三者に開示・漏えいしてはな

らず、本協定の目的以外の目的に使用してはならない。ただし、事前に相手方の書面によ

る承諾を得た場合は、この限りでない。 

 

（疑義の決定） 



 

173 

第５条 本協定に定めのない事項または本協定の解釈につき疑義が生じた場合、甲乙丙は誠

意を持って協議の上、これを解決するものとする。 

 

本協定の締結を証するため、本書３通を作成し、甲乙丙それぞれ記名押印の上、各自その

１通を保有するものとする。 

 

 

2022 年１月３１日 

埼玉県入間郡三芳町大字藤久保 1100 番地 1 

甲  三芳町 

町長  林 伊佐雄 

 

埼玉県入間郡三芳町大字藤久保 1081 番 1 

乙  大東ガス株式会社 

代表取締役社長  清水 宏之介  

 

東京都港区海岸１丁目５番地２０号 

丙  東京ガス株式会社 

代表執行役社長 内田高史 
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資料 11-2 三芳町と飯能信用金庫との包括連携に関する協定 

 

三芳町（以下「甲」という。）と飯能信用金庫（以下「乙」という。）は、相互の連携協

力により地域の活性化及び住民サービスの向上を図るため、次のとおり協定（以下「本協定」

という。）を締結する。 

 

（目的） 

第１条 本協定は、甲及び乙が、地域の持つ特色（自然・歴史・文化・風土）に、両者が持

つ知恵・情報・技術を取り入れて相乗効果を発揮することにより持続可能なまちづくりを

推進し、地域の活性化と住民サービスの向上を図ることを目的とする。 

 

（連携事項等） 

第２条 甲及び乙は、前条に規定する目的を達成するため、次の各号に掲げる事項について

連携し協力する。 

(1) 持続可能なまちづくりに関すること 

(2) 地域を担う人材の育成 

(3) 創業・経営支援 

(4) 地域産業活性化の支援 

(5) 地域経済及び企業経営に関する調査・研究 

(6) 教育・文化・スポーツの推進に関すること 

(7) 災害時における支援 

(8) その他、甲及び乙が必要と認める事項 

２ 甲及び乙は、法令その他の規程又はそれぞれの組織内の規則、第三者との契約等に違反

しない範囲で、前条の目的の実現を図るものとする。また、具体的な実施事項については、

甲及び乙の合意の上、決定する。 

３ 乙は、本条に定める事項の一部を、甲との協議により乙の関係会社に実施させることが

できる。 

 

（協定内容の変更） 

第３条 甲及び乙のいずれかが、協定内容の変更を申し出たときは、その都度協議の上、必

要な変更を行うものとする。 

 

（有効期間） 

第４条 本協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、本協定の有効期間

が満了する 30 日前までに、甲及び乙が書面により特段の申し出を行わないときは、有効

期間が満了する日から１年間この協定は更新され、その後も同様とする。 

２ 甲又は乙のいずれかが本協定の解約を希望する場合は、解約予定日の 30 日前までに書

面をもって相手方に通知することにより本協定を解約することができる。 

 

（疑義等の決定） 
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第５条 本協定に定めのない事項又は本協定に関して疑義が生じたときは、甲及び乙の協議

の上、これを定めるものとする。 

 

（守秘義務） 

第６条 甲及び乙はこの協定に基づく事業の実施において知り得た秘密事項を、第三者に開

示又は漏洩せず、また本協定の目的外に利用してはならない。ただし、事前に相手方の承

認を得た場合又は法令により開示を求められた場合は、この限りではない。 

 

（反社会的勢力の排除） 

第７条 乙は、三芳町暴力団排除条例（平成 25 年 3 月 25 日条例第 3 号）を遵守し、暴力団

の排除に自主的に取り組むものとする。 

 

本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲及び乙が署名捺印の上、各自１通を保

有するものとする。 

 

令和 ６年 ２月 ７日 

 

埼玉県入間郡三芳町大字藤久保１１００番地１ 

甲  三芳町 

三芳町長 

                      （署名） 

 

 

埼玉県飯能市栄町２４番地９ 

乙  飯能信用金庫 

理事長 

                      （署名） 
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資料 11-3 三芳町と明治安田生命保険相互会社との包括連携に関する協定 

 

三芳町（以下「甲」という。）と明治安田生命保険相互会社（以下「乙」という。）は、

相互の連携協力により地域の活性化及び住民サービスの向上を図るため、次のとおり協定

（以下「本協定」という。）を締結する。 

 

（目的） 

第１条 本協定は、甲及び乙が、地域の持つ特色（自然・歴史・文化・風土）に、両者が持

つ知恵・情報・技術を取り入れて相乗効果を発揮することにより持続可能なまちづくりを

推進し、地域の活性化と住民サービスの向上を図ることを目的とする。 

 

（連携事項等） 

第２条 甲及び乙は、前条に規定する目的を達成するため、次の各号に掲げる事項について

連携し協力する。 

(1) 持続可能なまちづくりに関すること 

(2) 健康維持・増進・がん予防に関すること 

(3) 地域・暮らしの安全・安心・災害対策に関すること 

(4) 教育・文化・スポーツの振興に関すること 

(5) 結婚・出産・子育て支援及び子ども・青少年育成に関すること 

(6) 高齢者支援及び障がい者支援に関すること 

(7) 創業・経営支援に関すること 

(8) 地域産業活性化の支援 

(9) 共創のまちづくりに関すること 

(10) その他、住民サービスの向上と地域活性化に関すること。 

２ 甲及び乙は、法令その他の規程又はそれぞれの組織内の規則、第三者との契約等に違反

しない範囲で、前条の目的の実現を図るものとする。また、具体的な実施事項については、

甲及び乙の合意の上、決定する。 

３ 乙は、本条に定める事項の一部を、甲との協議により乙の関係会社に実施させることが

できる。 

 

（協定内容の変更） 

第３条 甲及び乙のいずれかが、協定内容の変更を申し出たときは、その都度協議の上、必

要な変更を行うものとする。 

 

（有効期間） 

第４条 本協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、本協定の有効期間

が満了する１か月前までに、甲及び乙が書面により特段の申し出を行わないときは、有効

期間が満了する日から１年間この協定は更新され、その後も同様とする。 

２ 甲又は乙のいずれかが本協定の解約を希望する場合は、解約予定日の１か月前までに書

面をもって相手方に通知することにより本協定を解約することができる。 



 

177 

 

（疑義等の決定） 

第５条 本協定に定めのない事項又は本協定に関して疑義が生じたときは、甲及び乙の協議

の上、これを定めるものとする。 

 

（守秘義務） 

第６条 甲及び乙はこの協定に基づく事業の実施において知り得た秘密事項を、第三者に開

示又は漏洩せず、また本協定の目的外に利用してはならない。ただし、事前に書面による

承諾を得た場合は、この限りではない。 

 

（反社会的勢力の排除） 

第７条 乙は、三芳町暴力団排除条例（平成 25 年 3 月 25 日条例第 3 号）を遵守し、暴力団

の排除に自主的に取り組むものとする。 

 

本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲及び乙が署名の上、各自１通を保有す

るものとする。 

 

令和６年２月１６日 

 

埼玉県入間郡三芳町大字藤久保１１００番地１ 

甲  三芳町 

三芳町長 

                       （署名） 

 

 

埼玉県川越市脇田本町 24-19 明治安田生命川越ビル 2F 

乙  明治安田生命保険相互会社 川越支社 

川越支社長  

                       （署名） 

 

  



 

178 

資料 11-4 電気自動車の活用等によるＳＤＧｓ連携協定書 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

電気自動車の活用等によるＳＤＧｓ連

携協定書 
 

 

埼玉県三芳町 

日産プリンス埼玉販売株式会社  

日産自動車株式会社  

東京電力パワーグリッド株式会社  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年１２月 

 

 

 

電気自動車の活用等によるＳＤＧｓ連携協定書 
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電気自動車の活用等によるＳＤＧｓ連携協定書 

 

三芳町（以下、「甲」という。）と日産プリンス埼玉販売株式会社（以下、「乙」という。）

と日産自動車株式会社（以下、「丙」という。）と東京電力パワーグリッド株式会社志木支社

（以下、「丁」という。）は、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、ＳＤＧｓの目指す持続可能な社会の実現、カーボンニュートラルの実

現に向け、電力を必要とするイベント等で電気自動車を活用した普及啓発を進めるととも

に、この協定の当事者各者のパートナーシップによって社会的課題の解決に努めることで

三芳町民の日常の暮らしの向上を図ること、災害・停電時又は停電が発生する恐れがある

場合（以下、「災害・停電時等」という。）において、三芳町内の公助力の向上を図るため、

甲において電気自動車を計画的に保有し、非常用電源として電気自動車を活用し電力不足

が想定される指定避難所等において、電気自動車からの電力供給（以下、「電力供給」と

いう。）をできる体制を構築することで、町民の生命、身体及び財産を守ることを目的と

する。 

 

（電気自動車の普及・広報活動及び平時における電気自動車等の協力要請） 

第２条 甲、乙、丙及び丁は、相互に誠意をもって協力し、三芳町民に対するＳＤＧｓの理

念に基づく持続可能な社会について深い理解を促すための生涯学習、環境イベント及びラ

イトアップイベントといったイベント等（以下、総称して「各種イベント等」という。）

を通じて、電気自動車の普及の促進及び電気自動車を活用した防災・環境に関する広報活

動に努めるものとする。 

２  甲は、各種イベント等における電気自動車の普及啓発活動のために、電気自動車及び

電力供給に必要な設備等（以下、「電気自動車等」という。）が必要なときは、乙又は丁

に対し、口頭又は書面により、電気自動車等の貸与の依頼をすることができる。 

３  甲は、乙又は丁に対して、前項による電気自動車等の使用又は電力供給（以下、「電

気自動車等の使用等」という。）により電気自動車への充電が必要になった際には、乙

又は丁が所有する充電設備等を使用することについて、口頭又は書面により依頼をする

ことができる。 

 

（環境教育等への協力） 

第３条 乙、丙及び丁は、甲の要請に応じ、乙、丙及び丁の提供する環境教育プログラムの

実施に努めるものとする。当該実施についての日程、内容等はこの協定の当事者各社で別

途協議して定める。 

２.  乙、丙及び丁は、電気自動車の活用による再生可能エネルギーの導入拡大等、甲の 

カーボンニュートラルの実現に向けて協力するものとする。 

 

（災害・停電時等における電気自動車等の協力要請） 

第４条 甲は、災害・停電時等において、電気自動車等が必要なときは、乙に対し、別紙
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（様式第１号）「電気自動車等の貸与に関する協力依頼書」により、電気自動車等の貸与

の依頼をすることができる。ただし、緊急を要する場合には、口頭で依頼し後日文書を送

付するものとする。 

２  甲は、乙に対して、前項による電気自動車等の使用等により電気自動車への充電が必

要になった際には、乙が所有する充電設備等を使用することについて別紙（様式第２号）

「電気自動車の充電に関する協力依頼書」により依頼をすることができる。ただし、緊

急を要する場合には、口頭で依頼し後日文書を送付するものとする。 

３  甲、乙、丙及び丁は、この協定を維持するために必要な電気自動車貸与・使用に関す

る訓練・確認の実施又は甲が開催する各種イベント等・防災訓練等への参加については、

自己の費用負担と責任において協力するよう努めるものとする。 

 

（協力） 

第５条 乙及び丁は、第２条又は第４条の規定による依頼を受けたときは、それぞれの安全

確保及び業務に支障をきたさない範囲内において、当該依頼に応ずるものとする。 

 

（電気自動車等の貸与と無償承諾） 

第６条 前条において、乙及び丁は、必要に応じて日時及び場所について甲と協議して電気

自動車等を甲に無償で貸与（以下、「貸与電気自動車等」という。）し、電気自動車等の使

用等のために電気自動車等を甲に使用させるものとする。 

２  前項に基づく甲の貸与期間（以下、「貸与期間」という。）は、災害・停電時等におい

ては貸与開始の日から１週間程度とする。残電力量の不足により電気自動車等の使用等

ができなくなった場合、第２条第３項又は第４条第２項の規定により充電設備等の使用

を依頼し充電することで、当該期間中において継続して電気自動車等の使用等を行える

ものとする。 

３  甲は、貸与期間終了後において、電気自動車等の使用等の必要がある場合、乙又は丁

と協議のうえ、可能な範囲において期間を延長するものとする。 

４  甲は電気自動車等の使用等の終了後、この旨を乙又は丁に報告し、遅滞なく貸与電気

自動車等を乙又は丁に返却するものとする。 

 

（充電設備等の使用許諾） 

第７条 第２条第３項又は第４条第２項による依頼があった場合において、乙又は丁は、甲

に対して、それぞれが管理する充電設備等を、それぞれの指定する日時及び場所において

無償で使用することを許諾するものとする。 

 

（使用上の留意事項） 

第８条 甲は、貸与電気自動車等及び前条の規定により使用の許諾を受けた充電設備等を次

のとおり使用するものとする。 

（１） 甲は、貸与電気自動車等を安全な場所及び方法で使用するものとする。なお、管理

方法その他の取り扱いは、乙又は丁との協議により取り決める。 

（２） 甲は、貸与電気自動車等又は充電設備等が、故障又は何らかの理由により使用する
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ことができなくなった場合は、乙又は丁に速やかに連絡し、対応を協議するものとす

る。 

（３） 甲は、外部給電器を貸与電気自動車に接続して使用（医療機器等への使用を含む。）

する場合は、当該外部給電器の製造者が発行する保証条件を都度確認の上、使用する

ものとする。なお、当該外部給電器の使用に起因する事由により、甲が損害を被った

場合であっても、乙、丙及び丁は一切責任を負わないものとする。 

 

（賠償） 

第９条 甲は、甲の責に帰すべき事由により、貸与電気自動車等又は充電設備等に損害を与

え、滅失若しくは紛失したときは、直ちに乙及び丁に通知するものとし、その損害を賠償

するものとする。 

 

（事故の対応） 

第１０条 甲は、貸与期間中及び貸与電気自動車等又は充電設備等の借用時、若しくは返却

時において、次の事由が発生した場合は、甲は直ちに事故現場における危険防止措置及び

負傷者の救護措置を講じるとともに、乙又は丁に通知した上で、甲の費用負担と責任にお

いて、これを全て解決するものとする。 

（１）貸与電気自動車等又は充電設備等に関する事故が発生した場合。 

（２）甲の貸与電気自動車の運転により事故を誘発し、第三者に損害を与えた場合。 

２  前項の事由が生じ、これに起因して乙又は丁に損害を与えた場合には、甲は、当該損

害を賠償する責を負うものとする。 

 

（返却） 

第１１条 甲は、貸与電気自動車等を現状に復した上で（ただし、通常損耗を除く。）、乙又

は丁に返却するものとする。 

 

（最適配置と効率的運用） 

第１２条 丁は、甲丁間における「災害時における停電復旧の連携等に関する基本協定」

（令和２年９月９日締結）に基づいて、停電発生状況や復旧見込み等、停電に関連する情

報を適宜提供し、電気自動車の最適配置と効率的運用を支援するものとする。 

２  甲は、前項の規定による丁からの情報を総合的に判断し、電気自動車の配置計画を策

定し、効率的に運用を図るものとする。 

 

（公表） 

第１３条 甲、乙、丙及び丁が、この協定に係るプレスリリース等外部への公表等を行おう

とする場合は、事前に他の当事者と公表内容について協議の上、実施するものとする。 

 

（電気自動車等の情報提供） 

第１４条 乙は、災害・停電時等においては、乙が所有する電力供給の遂行が可能な電気自

動車の情報を甲に提供するものとする。また、乙及び丙は、平時に電気自動車の普及促進
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に資する情報を甲に提供するものとする。 

 

（連絡調整） 

第１５条 この協定及びこの協定に定める業務に関わる連絡調整は、甲、乙、丙及び丁があ

らかじめ別紙（様式第３号）「連絡調整者名簿」（以下、「名簿」という。）により指定した

者が行う。なお、甲、乙、丙及び丁は名簿により指定する者に変更があった場合は、当該

変更後の名簿を各当事者に対して送付するものとする。 

 

（暴力団排除） 

第１６条 甲、乙、丙及び丁は、この協定の締結時において、自己（役員及び従業員を含む。

以下、本条において同じ。）が、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を

経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動標ぼうゴロ又は特

殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者に該当しないことを表明し、かつ、将来にわ

たっても該当しないことを確約する。 

２  甲、乙、丙及び丁は、他の当事者が前項の表明、確約に違反したと合理的な根拠に基

づき認めたときは、書面による通知をもって直ちに当該当事者をこの協定から除名する

ことができるものとする。 

 

（秘密保持） 

第１７条 甲、乙、丙及び丁は、この協定に関連して他の当事者が秘密と指定した上で開示

した情報（以下、「秘密情報」という。）を、開示当事者の事前の書面による承諾がない限

り、第三者に漏洩し又は開示してはならず、この協定の遂行以外の目的に使用しないもの

とする。ただし、以下に該当する情報は秘密情報から除外するものとする。 

（１）開示を受けた時点で既に適法に所有していたもの 

（２）開示を受けた時点で既に公知のもの 

（３）開示を受けた後に、自己の責によらない事由により公知とされたもの 

（４）正当な権限を有する第三者から秘密保持の義務を伴わず取得したもの 

（５）秘密情報によらず、独自に開発したもの 

２  前項は、本契約の終了後も効力を有する。 

 

（譲渡制限）  

第１８条 甲、乙、丙及び丁は、他の当事者全員の事前の書面による承諾なく、この協定に

基づく権利又は義務の全部若しくは一部を第三者に譲渡してはならないものとする。 

 

（協定の効力及び更新） 

第１９条 この協定の有効期間は、協定締結日から令和５年３月３１日までとする。ただし、

甲、乙、丙及び丁のいずれからも期間満了の３ヶ月前までに、協定者に対し別段の意思表

示がない場合、この協定は自動的に１年間更新されるものとし、以後も同様とする。 

 

（協議） 
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第２０条 この協定に定めのない事項又はこの協定に関し疑義が生じたときは、甲、乙、丙

及び丁による協議のうえ、決定するものとする。 

この協定の成立を証するため、本書８通を作成し、甲、乙、丙及び丁が署名捺印の上、

各自１通を保有するものとする。 

 

 

令和３年１２月２０日 

 

 

甲   埼玉県入間郡三芳町大字藤久保１１００番地１ 

三芳町 

町長  林 伊佐雄 

 

 

乙  埼玉県さいたま市中央区下落合四丁目２４番１５号 

日産プリンス埼玉販売株式会社  

代表取締役社長  髙田 泰伸 

 

 

丙   神奈川県横浜市西区高島一丁目 1番１号 

日産自動車株式会社  

首都圏リージョナルセールスオフィス 部長 

         星野 敦彦 

 

 

丁   埼玉県志木市幸町一丁目８番５０号 

東京電力パワーグリッド株式会社  

志木支社長  福元 直行 
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第１号様式（第２条関係） 

 

  年   月   日 

 

            御中 

 

三芳町長 

 

協力要請書 

 

電気自動車の活用等によるＳＤＧｓ連携協定第２条の規定により、下記のとおり要

請します。 

 

 

１ 要請日 

       年   月   日 

 

２ 電気自動車の貸与 

車種名等 台数 備考（店舗名・期間等） 

 台  

 台  

 台  

 

３ 充電スタンドの使用希望 

希望有無 備考（期間等） 

  

  

  

 

４ その他の要請及び連絡事項等 

 

 

 

 

 

 

 

【問合せ先】 

〇〇市○○区○○部○○課  

電 話 〇〇〇-〇〇〇-〇〇〇〇 

ＦＡＸ 〇〇〇-〇〇〇-〇〇〇〇 
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第２号様式 

 

令和  年  月  日 

 

連 絡 調 整 者 名 簿 

 

企 業 ・ 団 体 名 三芳町 

所    属： 

 役 職： 

 氏    名： 

勤 務 先 電 話： 

 携 帯 電 話： 

 

企 業 ・ 団 体 名 日産プリンス埼玉販売株式会社 三芳店 

所    属：― 

 役 職：店長 

 氏    名： 

勤 務 先 電 話：049-259-5523 

 携 帯 電 話：― 

 

企 業 ・ 団 体 名 東京電力パワーグリッド株式会社 志木支社 

所    属： 

 役 職： 

 氏    名： 

勤 務 先 電 話： 

 携 帯 電 話： 

 

企 業 ・ 団 体 名 日産自動車株式会社 

所    属：首都圏リージョナルセールスオフィス 

 役 職：エリアパフォーマンスマネージャー 

 氏    名：押野 翔 

勤 務 先 電 話：― 

 携 帯 電 話：080-9161-9513 

 

※この名簿に記載の個人情報は、この協定に必要な範囲内でのみ利用されます。 
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資料 11-5 地域課題解決に向けた包括連携に関する協定書 

 

地域課題解決に向けた包括連携に関する協定書 

 

三芳町（以下「甲」という。）、株式会社ＪＶＣケンウッド（以下「乙」という。）、三

和富士交通株式会社（以下「丙」という。）及びあいおいニッセイ同和損害保険株式会社

（以下「丁」という。）は、相互の包括的な連携及び協力に関する基本的事項について、次

のとおり協定を締結する。 

 

 （目的） 

第１条 この協定は、甲、乙、丙及び丁が包括的な連携のもと、それぞれの分野で相互に協

力し、協働した取組等を行うことにより、三芳町内の住民生活における課題を解決し、利

便性向上や地域活性化に資することを目的とする。 

 

（連携及び協力事項） 

第２条 甲、乙、丙及び丁は、前条の目的を達成するため、次の事項について連携及び協力

するものとする。 

(1) 地域交通の促進に関すること。 

(2)  安全・安心なまちづくりに関すること。 

(3)  高齢社会に対応したまちづくりに関すること。 

(4)  その他四者が協議して必要と認める事項。 

２ 甲、乙、丙及び丁は、前項に掲げる事項に即した取組を行うにあたって、次の各号の役

割を担うものとする。ただし、より具体的な内容や詳細な実施条件ついては四者間にて協

議の上、別途定めるものとする。 

(1) 甲の役割 

（課題解決に向けた場の提供、必要な許可取得及び費用負担に関すること。） 

(2) 乙の役割 

（事業モデル・タクシー配車システムの提供及び費用負担に関すること。） 

(3) 丙の役割 

（タクシー事業の提供及び費用負担に関すること。） 

(4) 丁の役割 

（事業モデル・保険事業の提供及び費用負担に関すること。） 

 

（知的財産権） 

第３条 甲、乙、丙及び丁がこの協定の締結以前から有する特許権、実用新案権、意匠権、

著作権、ノウハウ、その他の知的財産権及び当該知的財産権を取得する権利は、別途四者

間で書面合意する場合を除き、相手方に対して何ら譲渡又は許諾されないものとする。 

２ 甲、乙、丙及び丁は、第１条に定める目的に基づき、又は関連して、発明、考案、意匠、

ノウハウ等の技術的成果が得られた場合には、速やかに相手方に書面により通知するもの

とする。 
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３ 前項の技術的成果が、知的財産権として出願等が可能な場合には、その取扱いについて

甲、乙、丙及び丁の間で協議するものとする。ただし、甲、乙、丙及び丁は、当該協議が

整うまでは、相手方の事前の書面承諾を得ることなく、当該知的財産権の出願等を行って

はならないものとする。 

 

（目的外利用の禁止及び秘密保持） 

第４条 甲、乙、丙及び丁は、この協定に基づき相手方から提供を受けた情報（文書、電磁

的記録その他情報の形態を問わず、その複製物及び提供された情報を基に作成された資料

を含む。以下同じ。）をこの協定の履行目的（第１条の目的を含む。）のもとで使用する

ものとする。ただし、次の各号のいずれかに該当する情報を同条の目的以外の目的に使用

すること及び第三者に開示することについては、これを禁ずる。 

(1) 国等の公共機関の情報で、関係者外秘とされているもの 

(2) 次条に定める個人情報等 

(3) 相手方に開示する際に秘密である旨が表示若しくは宣言された映像又は口頭等の無

形の形式により開示された情報であって、かつ、当該情報が開示後３０日以内に文書

化され、秘密である旨が明記された上で受領者に通知された情報 

(4) その他、甲、乙、丙及び丁のいずれかが秘密である旨を明示的に付した情報であっ

て、次に掲げる情報のいずれにも該当しないもの 

ア 相手方から提供を受けた際に既に公知となっている情報 

イ 相手方から提供を受けた後、提供を受けた者の故意又は過失によることなく公知と

なった情報 

ウ 相手方から提供を受ける前に取得していたことを立証することができる情報 

エ この協定に違反することなく、かつ、秘密の保持に関する義務を負うことなく正当

な権限を有する第三者から取得した情報 

オ 相手方から提供を受けた情報を使用することなく取得した情報 

カ 三芳町情報公開条例（平成１７年三芳町条例第２６号）その他の法令等の規定又は

行政機関若しくは裁判所等の公的機関により開示を義務付けられた情報 

２ 前項の定めに関わらず、甲、乙、丙及び丁並びにこれらの外郭団体、関連会社等の役職

員並びに弁護士、税理士、公認会計士その他の外部の専門家であって、この協定と同等以

上の秘密の保持に関する義務を負ったものは、必要最小限度の範囲で前項の情報の開示を

受けることができるものとする。 

 

（個人情報の保護） 

第５条 甲、乙、丙及び丁は、別記「個人情報取扱特記事項」及び「個人情報の保護に関す

る法律」その他関連する法令等に基づき、個人情報の保護及び適切な取扱いに努めること

とする。 

２ 別記内における「受注者」及び「発注者」は甲、乙、丙及び丁のいずれかを当てはめて

読み替えることとする。 

 

（第三者との類似の検討等） 
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第６条 この協定の定めを遵守する限りにおいて、甲、乙、丙及び丁が第三者との間で第１

条に定める内容と同様又は類似の目的に基づく検討、事業、開発、サービス提供等を行う

ことを妨げるものではないものとする。 

 

（協議事項） 

第７条 甲、乙、丙及び丁の相互協力・連携による事業を円滑に推進するため、四者いずれ

かの求めに応じ協議の場を設けるものとし、その運営は甲当該事業担当部署及び乙ＤＸビ

ジネス事業部において実施する。 

 

（有効期間） 

第８条 この協定の有効期間は、協定締結の日より１年間とする。但し、この協定が満了す

る１ヶ月前までに、甲、乙、丙及び丁のいずれも書面により特段の申出を行わないときは、

有効期間が満了する日の翌日から１年間この協定は自動的に更新され、その後も同様とす

る。 

 

（その他） 

第９条 この協定に定めのない事項又はこの協定に定める事項に関して疑義が生じた場合は、

甲、乙、丙及び丁の間で協議して定めるものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本協定書を４通作成し、甲、乙、丙及び丁署名の上、各々

１通を保有するものとする。 

 

 

令和２年１０月１日  

 

 

 埼玉県入間郡三芳町大字藤久保１１００番地１ 

甲 三芳町 

三芳町長 

 

                               （署名） 

 

 

 

 神奈川県横浜市神奈川区守屋町三丁目１２番地 

乙 株式会社ＪＶＣケンウッド 

 ＤＸビジネス事業部長 

 

（署名） 
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 埼玉県入間郡三芳町大字上富１０７７番地１ 

丙 三和富士交通株式会社 

取締役部長 

 

（署名） 

 

 

 

 東京都渋谷区恵比寿一丁目２８番１号 

丁 あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 

常務執行役員 

 

（署名） 
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資料 11-6 三芳町と埼玉縣信用金庫との地方創生に係る包括連携・協力に関する協定書 

 

三芳町（以下「甲」という。）と埼玉縣信用金庫（以下「乙」という。）は、相互の包括

的な連携及び協力に関する基本的事項について、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、甲及び乙が包括的な連携のもと、様々な分野で相互に協力し、協働し

た取組等を行うことにより、地方創生の実現に資することを目的とする。 

 

（連携及び協力事項） 

第２条 甲及び乙は、前条の目的を達成するため、次の事項について連携及び協力するもの

とする。 

(1) 産業・経済の振興、地域雇用の創出に関すること 

(2) 人口増加・定住促進に関すること 

(3) シティ・プロモーション・観光振興に関すること 

(4) 結婚・出産・子育て支援、教育に関すること 

(5) 安全・安心なまちづくりに関すること 

(6) 人材育成に関すること 

(7) スポーツ・文化・芸術の振興に関すること 

(8) 健康づくりの推進に関すること 

(9) 環境保全に関すること 

(10) その他両者が協議して必要と認める事項 

 

（有効期間） 

第３条 本協定の有効期間は、協定締結の日より１年間とする。ただし、本協定が満了する

１ヶ月前までに、甲及び乙が書面により特段の申出を行わないときは、有効期間が満了す

る日の翌日から１年間本協定は更新され、その後も同様とする。 

 

（情報保護） 

第４条 甲及び乙は、この協定に基づく事業を実施するに当たり、相手方から知り得た情報

について、この協定の期間中はもとよりこの協定の終了後も第三者に対し開示し、又は漏

えいしてはならない。ただし、事前に相手方の承諾を得た場合又は法令により開示を求め

られた場合は、この限りではない。 

（協定の見直し） 

第５条 甲及び乙のいずれかが、本協定内容の変更を申し出たときは、その都度協議の上、

必要な変更を行うものとする。 

 

（その他） 

第６条 この本協定に定めのない事項又は本協定に定める事項に関して疑義が生じた場合は、

甲乙協議して定めるものとする。 
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本協定の締結を証するため、本協定書を２通作成し、甲乙署名の上、各々１通を保有する

ものとする。 

 

 

平成３０年６月１８日  

 

 

埼玉県入間郡三芳町大字藤久保１１００番地１ 

甲  三芳町 

三芳町長 

                      （署名） 

 

 

埼玉県熊谷市本町一丁目１３０番地１ 

乙  埼玉縣信用金庫 

理事長 

                      （署名） 

 

  



 

192 

資料 11-7 三芳町と東京海上日動火災保険株式会社との地方創生に係る包括連携協定書 

 

三芳町（以下「甲」という。）と東京海上日動火災保険株式会社（以下「乙」という。）

は、地方創生の実現を図るため、互いに連携・協力することに合意し、以下のとおり協定を

締結する。 

 

（目的） 

第１条 本協定は、甲及び乙がそれぞれ保有する知的・人的資源を有効に活用し、相互の連

携及び協力を強化することにより地方創生の推進及び地域の発展に寄与することを目的と

する。 

 

（連携事項等） 

第２条 甲及び乙が相互に連携及び協力を行う事項は、次のとおりとする。 

(1) ホストタウン事業に関すること 

(2) 活力ある産業の振興に関すること 

(3) 地域・暮らしの安心・安全、災害対策に関すること 

(4) 健康増進に関すること 

(5) その他両者が協議し合意した事項 

２ 甲及び乙は、法令その他の規程又はそれぞれの組織内の規則、第三者との契約等に違反

しない範囲で、前条の目的の実現を図るものとする。 

３ 甲及び乙は、第１項各号に掲げる事項を実施するため、個別の企業又は個人（以下「個

別企業等」という。）の情報を相手方に提供する場合は、それぞれの責任において、事前

に個別企業等から同意を得る等必要な手続を行うものとする。 

 

（個別の協議） 

第３条 甲及び乙は、前条第１項各号に掲げる事項を連携及び協力して実施するに当たって

は、双方で協議を行い、具体的な内容、実施方法、役割分担その他必要となる事項につい

て別途取り決めるものとする。 

 

（目的外利用の禁止及び秘密保持） 

第４条 甲及び乙は、本協定の規定により相手方から提供を受けた情報（文書、電磁的記録

その他情報の形態を問わず、その複製物及び提供された情報を基に作成された資料を含む。

以下同じ。）を第１条の目的のために限り使用するものとし、その他の目的に使用しない

こと及び第三者に開示しないことに合意するものとする。ただし、次の各号のいずれかに

該当する情報を同条の目的以外の目的に使用する、又は第三者に開示する場合については、

この限りでない。 

(1) 事前に相手方の承諾を得て第三者に開示する情報 

(2) 相手方から提供を受けた際に既に公知となっている情報 

(3) 相手方から提供を受けた後、提供を受けたものの故意又は過失によることなく公知

となった情報 
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(4) 相手方から提供を受ける前に取得していたことを立証することができる情報 

(5) 本協定に違反することなく、かつ、秘密の保持に関する義務を負うことなく正当な

権限を有する第三者から取得した情報 

(6) 相手方から提供を受けた情報を使用することなく取得した情報 

(7) 情報公開条例その他の法令等の規定により開示しなければならない情報 

２ 甲及び乙並びにこれらの外郭団体、関連会社等の役職員並びに弁護士、税理士、公認会

計士その他の外部の専門家であって、本協定と同等以上の秘密の保持に関する義務を負っ

た上で前項の情報の開示を受けたものは、同項の第三者には含まれないものとする。 

 

（有効期間） 

第５条 本協定の有効期間は、平成３０年１０月３１日から平成３２年３月３１日までとす

る。ただし、本協定が満了する１ヶ月前までに、甲及び乙が書面により特段の申出を行わ

ないときは、有効期間が満了する日の翌日から１年間本協定は更新され、その後も同様と

する。 

 

（取扱い及び交渉窓口） 

第６条 本協定の取扱い及び交渉の窓口は、甲は政策推進室、乙は所沢支社に設置する。 

 

（その他） 

第７条 本協定の各条項の解釈について疑義が生じた事項、又は本協定に規定していない事

項については、甲と乙が別途協議のうえ定めるものとする。 

 

本協定の締結を証するため、本書を２通作成し、甲及び乙の代表者が署名の上、 

各自その１通を保有するものとする。 

 

平成３０年１０月３１日 

 

甲  埼玉県入間郡三芳町大字藤久保１１００－１ 

 

三芳町長           

 

乙  埼玉県川越市脇田本町１５－１０ 

 

東京海上日動火災保険株式会社 

 

埼玉支店長     
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資料 11-8 三芳町と日本郵便株式会社との包括連携に関する協定書 

 

三芳町（以下「甲」という。）と日本郵便株式会社（以下「乙」という。）は、次のとお

り、協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 本協定は、甲及び乙のそれぞれが有する人的・物的資源を有効に活用して、住民サ

ービスの向上等を図ることを目的とする。 

 

（連携事項） 

第２条 甲及び乙は、前条の目的を達成するため、連携して次に掲げる事項について、業務

に支障のない範囲で、取り組むものとする。なお、緊急を要する場合には、直接消防又は

警察等の関係機関に通報するものとする。 

(1) 高齢者、障害者（障がい者）、子どもその他の甲の住民等の何らかの異変に気付い

た場合 

(2) 道路の異状を発見した場合 

(3) 不法投棄が疑われる廃棄物等を発見した場合 

(4) 災害時における協力に関すること 

(5) 安心・安全な暮らしの実現に関すること 

(6) 地域経済活性化に関すること 

(7) 未来を担う子どもの育成に関すること 

(8) 女性の活躍推進に関すること 

(9) その他、地域の活性化・市民サービス向上に関すること 

２ 甲及び乙は、前項各号に掲げる事項を効果的に実施するため、定期的に協議を行うもの

とする。また、具体的な協力内容については、甲乙合意の上、決定する。 

 ただし、第 4号については、別添のとおり実施することとする。 

  

（協力郵便局） 

第３条 本協定の協力郵便局は、次のとおり。 

三芳郵便局、富士見南畑郵便局、富士見鶴瀬東郵便局、富士見鶴瀬西郵便局、 

富士見東台郵便局、富士見勝瀬郵便局、三芳北永井郵便局、富士見水谷東郵便局、 

富士見みずほ台郵便局、富士見羽沢郵便局、三芳みよし台郵便局の 11 局とする。 

 

（協定内容の変更） 

第４条 甲又は乙のいずれかが、本協定の内容の変更を申し出たときは、その都度協議の上、

必要な変更を行うものとする。 

 

（免責） 

第５条 乙は、第２条第１項の規定による協力をした場合及び協力しなかった場合のいずれ

においても、その責任を負わないものとする。 
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（守秘義務） 

第６条 甲及び乙は、第２条に定める連携事項等の検討・実施により知り得た相手方の秘密

情報を、相手方の承諾なしに、第三者に開示又は提供等してはならない。 

２ 甲及び乙は、本協定が理由の如何を問わず終了した後も、前項に定める秘密保持の責務

を負うものとする。 

 

（有効期間） 

第７条 本協定の有効期間は、締結日の翌日から 2021 年 3 月 31 日までとする。ただし、有

効期間満了の１か月前までに、甲及び乙いずれからも申出がない場合は、当該期間満了の

日の翌日から起算して１年間、本協定を更新するものとし、以降もまた同様とする。 

 

（協議） 

第８条 本協定に定めのない事項又は本協定に定める事項に関し疑義等が生じた場合は、甲

乙協議の上、決定するものとする。 

 

（附則） 

本協定の締結をもって、平成 25 年 9 月 2 日に締結した「災害時における三芳町内郵便局

三芳町間の協力に関する覚書」と、平成 29 年 3 月 30 日に締結した「地域における協力に

関する協定」は廃止とする。 

 

本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有するも

のとする。 

 

  2020 年 7 月 31 日 

 

甲 埼玉県三芳町藤久保 1100-1 

  三芳町 

  三芳町長  林 伊佐雄 

 

 

乙 日本郵便株式会社 

  埼玉県入間郡三芳町藤久保 320 

  日本郵便株式会社 

  三芳郵便局長  大野 義則  

 

 


